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序  文 

 

独立行政法人国際協力機構は、コートジボワール共和国の稲作分野における機械化サービス向

上計画に係る協力準備調査を実施することを決定し、同調査を株式会社アンジェロセックおよび

NTC インターナショナル株式会社に委託しました。 

調査団は、2022 年 6 月から 2023 年 5 月までコートジボワールの政府関係者と協議を行うとと

もに、計画対象地域における現地踏査を実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本報告書完成

の運びとなりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つこと

を願うものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

2023 年 5月 

独立行政法人国際協力機構 

経済開発部 

部長 下川 貴生 
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1. 国の概要 

コートジボワール共和国（以下「コートジボワール」と言う。）は国土面積 322,436km2(日本の

面積の約 0.9 倍)の広さを持つ、西アフリカの共和制国家で、東はガーナ、北はブルキナファソ、

マリ、西はギニア、リベリアと国境を接し、南は大西洋に面する。 

同国の法律上の首都はヤムスクロ特別行政区（以下「ヤムスクロ」と言う。）ではあるが、政府

機関や民間企業の本社等、経済の主要な施設の多くは大西洋側のアビジャン自治区（以下「アビ

ジャン」と言う。）（北緯 5°20′20″、 西経 4°1′48″）に属している。 

人口は、約 2,748 万人（世界銀行、2021 年）で、アビジャンが全体の約 20％を占める。 

コートジボワールの 2021 年における国内総生産（GDP）は 700.4 億米ドル、一人当たり国民総

所得（GNI）は約 2,420 米ドル(世界銀行)である。 

コートジボワールは、国民の生活水準向上および新興国入りを目指し、「2012～2015 年国家開発

計画（Plan National de Développement, PND）」を策定した。国内インフラ整備への投資等によ

り、2020 年は新型コロナウイルス感染症（以下「COVID-19」と言う。）の影響により 1.8%であっ

たが2012年以降毎年約7～9％の高い経済成長を維持している。それ以降もPND 2016～2020の下、

更なる経済社会開発に取り組み、経済の中長期的見通しも良好とされている。現在は、近年改定

された PND 2021～2025 の下、公共事業への投資を継続中である。 

2022 年 5月にコートジボワール経済財政省発表した統計によると、2022 年の同国の実質 GDP 成

長率はプラス傾向を示し 2023 年以降も 7％台の成長が予測されている。 

主要産業は農業であり、農業に関わる人口は国民の約 40％（世界銀行、2019）を占め、主にコー

ヒー豆、カカオ豆、バナナ、パイナップル、綿花の生産が盛んである。 

主要貿易品目は輸出がカカオ、宝石類、石油製品で輸入が石油製品、機械類、穀物となってお

り、このことからも一次産業が盛んな国であることが分かる。 

また、1993 年より産油が開始され、近年、石油・石油製品は、コーヒーの輸出と並び主要貿易

品目となっており、今後も主要輸出品目として期待されている。 

 

2. プロジェクトの背景、経緯及び概要 

コートジボワールにおいて、農林水産業は GDP の 19.9％を占め、労働人口の 40％が従事してい

る（世界銀行、2021）。稲作について、2020 年のコメの国内生産量 148 万トンは、都市部を中心に

拡大している主食としてのコメの需要を満たしておらず、185 万トンのコメを輸入に依存してい

る（FAO, 2021)。稲作の現場では、換金作物（コーヒー、カカオ等）に比べると採算性が低いた

め機械化投資が遅れており、これに起因する農業機械へのアクセスの不足は耕作面積の拡大や収

穫作業の効率化を通じた生産増の阻害要因となっている。また農業機械は、適時の圃場耕起や作

付けが行われないことによる籾の生育状況・品質のばらつきや、非効率な収穫・出荷作業、そし

て籾の品質低下や収穫後ロスの要因となっている。このように、機械化の遅れは、稲作生産性及

びコメの品質向上を阻害し、同国のコメ輸入依存度を高める構造的要因の一つとなっている。 

こうした状況を踏まえ、2022 年に更新された同国の PND 2021～2025 年では、「産業化とクラス

ター開発を通じた経済構造変革の促進」の中で持続可能で競争力のある農業セクター開発及びコ

メの自給自足が強調されている。コメに関する政策文書である「国家稲作開発戦略（Stratégie 
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Nationale de Développement de la filière Riz, SNDR）」を現在改定中であり、その概要資料に

よると 2025 年までの高品質米による自給達成と 2030 年までのコメの大規模輸出国化を目標に据

えている。また、農業機械化の適切な利用促進・維持管理実現の観点から、「国家農業機械化戦略

（Stratégie Nationale de Développement de la Mécanisation Agricole, SNDMA）」（2015 年策

定）及び「第 2 次国家農業投資計画 2018～2025（Programme National d’Investissement Agricole 

2, PNIA2）」では民間企業を通じた農業機械サービス提供の推進が謳われている。具体的には、コ

メの生産・加工を所管する政府機関である国家米セクター開発機構（Agence pour le 

Développement de filière Riz, ADERIZ）が、一定の基準を満たす民間の農業機械サービス業者

を中小農業機械サービス企業（Petites et Moyennes Entreprises Agricoles, PMEA）として認証

し、PMEA が農家に対して農業機械サービスを提供するものである。農家の農業機械サービスへの

アクセスを向上させるため、ADERIZ は PMEA に対して農業機械（トラクタ、コンバイン等）を賃借

（リース）する制度を施行しており、同制度では農業機械のリース料金、リース機材の維持管理

体制、PMEA による農家への機械化サービス標準価格などが定められている。ベリエ州、ベケ州、

ヤムスクロは同国の主要な稲作地域であり、さらに、コメの大消費地であるアビジャンへのアク

セスが容易であるものの、同地域の稲作生産面積約 14,890ha（灌漑・天水を含む）のうち、機械

化サービスが利用されている割合は約 9%に留まっている。近年耕作面積の拡大や収穫作業の効率

化に向け、農家の農業機械サービス需要は増加傾向にあるものの、PMEA 自身で機械を入手するに

は商業銀行の融資の機会も少なく高利息なため容易ではなく、如何に ADERIZ 所有の農業機械台数

増強等による農業機械リース事業拡充を通じた PMEA の農業機械サービスへの拡大が課題となっ

ている。 

このような背景の下、同国政府は農業機械の整備によって PEMA を通じた機械化サービスをさら

に拡大・発展させ、農家の機械化サービスへのアクセス向上に寄与すべく、稲作分野における機

械化サービス向上計画（以下「本事業」という。）を我が国に要請した。 

本事業は 2022 年 7 月の調査段階において正式な要請書がコートジボワール側から提出されて

いなかったことから、我が国が本事業に資すると想定した機材（圃場機材1及び精米調製機材2）を

もとに調査が開始された（表 1）。 

 

表 1 調査開始当初に想定された整備機材 

分類 番号 機 種 概要 台数 

精
米
調

製
機
材 

1 石抜き機 精白米仕様。処理能力 1.0 トン／時 20 台 

2 色彩選別機 精白米用処理能力最大 2.0 トン／時、エアコンプレッサ 5 台 

3 穀類乾燥機 縦型循環型（30～50 石）、籾殻または軽油／灯油仕様 30 台 

圃
場
機
材 

4 トラクタ(中型) 
30～40 馬力、水田用ロータリ、代かきハロー、水田用車

輪、2 輪ディスクプラウ、トレーラ 
30 台 

5 トラクタ(大型) 

70～80 馬力程度。ディスクプラウ（2 輪か 3 輪）、ディス

クハロー（8 輪 x2）、播種機、トレーラ（コンバイン輸送

可能はサイズ） 

10 台 

6 コンバイン(中型) 70 馬力、刈幅 2000～2500mm 10 台 

7 耕耘機 12～14 馬力、水田用車輪付き、トレーラ 40 台 

- 8 スペアパーツ  1 式 

 
1 本報告書では耕耘機、トラクタ、コンバインなどの圃場で活用する機材のことを指す。 
2 本報告書では、籾収穫後の籾乾燥機や精米機器（粗選機、シフター、籾摺り機、精米機、石抜機、光選別機など）を指す。 
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3. 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

上述の内容を踏まえ、国際協力機構（Japan International Cooperation Agency, JICA）は 2022

年 7 月～9 月に本事業の概略設計を目的とした現地調査を実施するために調査団を同国に派遣し

た。調査の結果、稲作農家は PMEA による耕耘・収穫作業に係る農業機械サービスを必要としてい

る一方、PMEAが所有している農業機械は老朽化が激しく、台数不足も顕著である事が確認された。

このことから、表 1に分類した圃場機材を調達する妥当性は高いことが確認された。 

一方、精米調製機材に関しては、コートジボワール国内の一部の比較的大規模な精米所におい

て乾燥機が配備されたものの、燃料コストの問題から乾燥機が有効に活用されていない事が現地

調査で確認された。また、乾燥機以外の石抜機、色彩選別機等の精米調製機材に限定して機材整

備を実施した場合、精米の全体的な品質（味、コメ粒が揃っている、白濁粒、砕米、小石など不純

物混入が少ない等）の改善は期待できず、機材投入の事業効果が限定される事が想定され、さら

にこうした現状に加え、最終的には、圃場機材の整備に注力したいとのコートジボワール側から

要請が出された事を考慮すると、精米調製機材を整備する事に対する妥当性は低いと判断した。 

よって、本事業では精米調製工程の機械整備は実施せず、引き続きコートジボワール政府は、

農家や精米業者に対して実施している生籾を乾燥するスペースの建設支援や乾燥用シートの調達

支援等を継続しコメの品質向上対策を行う。 

この調査結果をもとに、JICA調査団は本事業の監督機関である国務・農業農村開発省（Ministère 

d’Etat, Ministère de I‘Agriculture et du Développement Rural, MEMINADER）とその下部組

織であり本事業の実施機関である ADERIZ と要請機材について協議を行った。 

協議の結果、本事業では上述の通り、精米調製機材に比べ優先度の高い圃場機材に事業を注力

することとした。更に、圃場機材の修理や点検を行うためのモバイルワークショップ3を整備する

ことにより、これらの圃場機材を持続的に運用できる体制を整備する方針とした。現地調査後の

2022 年 11 月に、MEMINADER は本事業の機材構成として表 2 に示す機材に関し、正式に要請書を提

出した。 

 

表 2 コートジボワール政府から要請された機材 

番号 機 種 概要 台数 

1 トラクタ（中型） 各種作業機 22 台 

2 トラクタ（大型） 
各種作業機、作物運搬用トレーラ、 

コンバイン運搬用トレーラ 
10 台 

3 耕耘機 作業機 21 台 

4 コンバイン  12 台 

5 モバイルワークショップ  1 台 

6 スペアパーツ一式  1 式 

出典：調査団作成 

 

その後、調査団は無償資金協力の活用を前提として、本事業の背景、目的及び内容を精査し、

開発効果、技術的・経済的妥当性の検討を行い、協力の成果を得るために必要かつ最適な事業内

容・規模につき概略設計を行い、概略事業費を積算した。加えて、本事業の成果・目標を達成す

 
3 農業機械の修理や部品交換等を行うために必要な工具類が搭載されたトラック 
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るために必要な相手国側分担事項の内容、実施計画、運営・維持管理等の留意事項などを検討し

た結果、表 3 に示す機材構成を基本として本事業を計画した。 

2023 年 1 月に調査団は準備調査報告書（案）の説明のために再度現地へ渡航し、最終的に

MEMINADER、ADERIZ、JICA 調査団との間で本事業の協力内容について合意した。なお、現行のリー

ス制度に規定されていない内容として、本事業の機材のリース先選定、リース料金の決定方法、

モバイルワークショップの運用等があるが、これらについては、事業開始後にコートジボワール

側と協議の上で詳細を決定する。 

 

表 3 概略設計で検討した機材とその仕様 

番号 機 種 概略仕様 アクセサリ 台数 

1 トラクタ（中型） • 40 ps クラス 

• 四輪駆動 

• ロータリ 

• ディスクプラウ 

• ディスクハロー 

25 台 

2 トラクタ（大型） • 70 ps クラス 

• 四輪駆動 

• ロータリ 

• ディスクプラウ 

• ディスクハロー 

• コンバイン運搬用牽引トレーラ 

• 作物運搬用牽引トレーラ 

12 台 

3 耕耘機 • 10～15 ps クラス • ロータリ 

• 牽引トレーラ 

• 鉄車輪 

23 台 

4 コンバイン • 70 ps クラス 

• 普通式 

• クローラ式 

• アルミブリッジ 

15 台 

5 モバイル 

ワークショップ 

• 10ton クラス 

• 4ｘ2（後輪駆動、後

輪ダブルタイヤ） 

• ユーロ 3 以下 

• ディーゼル発電機 

• ガス溶接機 

• エアコンプレッサ 

• メカニックツール 

• 計測器 

• 電動工具 

• パーツクリーナ 

• モノレールクレーン 

• ワーキングテーブル 

• 高圧洗浄機等 

1 台 

6 スペアパーツ一式  1 式 
出典：調査団作成 

 

4. プロジェクトの工期及び概略事業費 

本事業が我が国の無償資金協力により実施される場合、コンサルタント契約後、実施設計期間

は 4.00 ヶ月、機材調達期間は 11.5 ヶ月と想定される。本事業の総事業費は、コートジボワール

政府負担金が 4.60 百万円と見込まれ、日本国政府負担金は、調達業者契約認証まで非公表。 
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5. プロジェクトの評価 

5-1 妥当性 

現在、対象地域の圃場では耕耘機やトラクタ、コンバインなどの農業機械の不足・老朽化がコ

メの生産量と品質に大きな影響を及ぼし、深刻な課題となっている。 

本調査で確認したベケ州サカス地区を例に説明すると、本来二期作ができる灌漑圃場において

農業機械が不足している為、一期作目の収穫が遅れ二期作目の耕耘作業の適期を逃し、二期作目

を断念している圃場がある事を確認した。このように圃場が本来有している生産能力を十分に生

かし切れていない圃場が数多く存在すると言った課題を抱えている。 

こうした状況を改善する為に本事業による農業機械の整備の妥当性は高いと評価できる。 

 

5-2 有効性 

5-2-1 定量的効果 

本事業においてコメの耕作・収穫のための農業機械を整備することにより、PMEA が提供する機

械化サービスの供給が増加し、農家の機械化サービスへのアクセスが向上することが期待される。

また、耕耘機材と収穫・脱穀機材を整備することにより、それぞれの作業が効率的かつ適時に実

施されるようになるため、コメの生産量が増加すると考えられる。 

よって、本事業の実施により、対象地域であるベケ州、ヤムスクロ、ベリエ州において期待さ

れる定量的効果は表 4 のとおり。 

なお、本指標の基準値は、コートジボワール全土のデータに基づくものではなく、本事業で機

材整備する事が計画されている対象３地域の範囲内におけるものであり、目標値（2027 年）に関

しては、機材整備される対象 3 地域で PMEA により農業機械サービスが行われることが想定される

目標値である。 
 

表 4 定量的効果 

指標 基準値（2021 年） 
目標値（2027 年） 

(事業完成 3 年後) 

トラクタ・耕耘機で耕作した面積

（ha） 
3,577 6,023 

コンバインで収穫作業が行われた面積

（ha） 
1,106 4,424 

PMEA による耕耘作業で農業機械が関与

したコメ生産量（ton/年） 
6,962 13,982 

PMEA による収穫作業で農業機械が関与

したコメ生産量（ton/年） 
2,121 11,643 

 

5-2 定性的効果 

本事業の実施により期待される定性的効果は以下のとおりである。 

① 対象地域で生産されたコメの品質が向上する。 

② 農業生産活動の機械化により、生産者（特に女性）の労働時間が短縮され、満足度が上

がる。 

③ PMEA が農家のニーズに応じて適時に農業機械サービスを提供できる。 

④ 農業機械のオペレーターの雇用が促進される。 
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PMEA が農業機械サービスを提供している地区（2022 年 8 月現地調査時点） 

ベケ州 ベリエ州 ヤムスクロ特別行政区 

1. AFRICA AGRECO 

5. CAP BÉRÉ SARL 

6. CI MOTORS CORPORATION 

9. GRACE AGRICOLE COTE 

D’IVOIRE (GRACI) 

1. AFRICA AGRECO 

6. CI MOTORS CORPORATION 

7. FERM BIO 

9. GRACE AGRICOLE COTE 

D’IVOIRE (GRACI) 

11. PAYSAN AUTONOME 

16. GREEN CONTROL 

5. CAP BÉRÉ SARL 

7. FERM BIO 

9. GRACE AGRICOLE COTE 

D’IVOIRE (GRACI) 

11. PAYSAN AUTONOME 

14 SIPSA 

16. GREEN CONTROL 

※表中に書かれている PMEA 名称は右の通りとなっている。 “PMEA 登録番号”+“PMEA 名称” 

位 置 図  

面積 : 32.2 万 km2  

人口 : 2,748 万人（2021 年、世界銀行） 

民族 : 
60 以上の民族 アカン系、クル系、ボルタ

系、マンデ系等 

言語 : 公用語：フランス語 

宗教 : キリスト教、イスラム教、その他 

主要産業 : 農業(コーヒー、ココア等)、石油・天然ガス 

外務省危険情報 
（2023 年 4月 17 日時点） 

危険情報レベル 1  対象地域とその周辺 

感染症危険レベル 1  対象地域とその周辺 

ベケ州 
（事業対象地域） 

ベリエ州 
（事業対象地域） 

ヤムスクロ特別行政区 
（事業対象地域） 

グラン=ラウ 

農業機械化訓練センター 

コートジボワール共和国
Republic of Cote d'Ivoire 
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【本事業の整備対象機材】 

1. トラクタ（中型） トラクタ（中型、大型）の作業機など 

 

 

2. トラクタ（大型） 

 

3. 耕耘機 

 
4. コンバイン 

 

5. モバイルワークショップ 

 

※写真はイメージ 

ロータリ、ディスクプラウ、ディスクハロー等作業機 

コンバイン運搬トレーラ 

（トラクタ（大型）のみに付属） 

作物運搬トレーラ 

（トラクタ（大型）のみに付属） 

アルミブリッジ 

（コンバインの圃場搬入用） 

牽引トレーラ 
鉄車輪 

車両内部 
搭載工具の一部 



  
 

xiv 

【対象地域の写真 その１】 

1. ベケ州 

  
修理に必要な交換部品を待つトラクタ。部品在

庫を確保する体制を構築することで即時の修

理が可能になり、稼働率の向上が期待される。 

ADERIZ から農業中小企業にリースされた中国

製トラクタ。駐機場でオイル漏れが発生。 

  
手作業による稲の収穫作業。（ブアケ郊外） コンバインの利用は限定的であり、圃場での脱

穀機の利用が主流となっている。（ブアケ郊外） 

 
現在 PMEA に申請中の生産者組合（CORISAK）が管理する灌漑整備された水田（450 ha）と旧河

道を活用した幹線排水路。灌漑設備の整備乾季においても灌漑水の供給が可能となっている。 

 
 

幹線排水路 

灌漑水田 
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【対象地域の写真 その 2】 
2. ヤムスクロ特別行政区・ベリエ州 

  
PMEA にリースする準備が整い、ADERIZ 種子管

理センターに駐車されている欧州製トラクタ。

（ヤムスクロ） 

本事業の機材配備先となる PMEA は、駐機場が

整備されていることを選定条件とする。（ヤム

スクロ） 

  
機材用車庫を有する PMEA。農業機械の保管の

重要性を説明しているオーナー。（ブアフレ） 

PMEA による耕耘サービス。狭い圃場では取り

回しの優れた耕耘機が活用されている（ヤムス

クロ） 

  
PMEA による耕耘サービス。広い圃場では作業

効率に優れるトラクタが活用されている（ヤム

スクロ） 

区画によって発育段階が異なる（手前と奥側）

圃場。機械不足により一斉耕起ができず、コメ

の品質に影響を及ぼしている（ヤムスクロ） 
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【対象地域の写真 その 3】 
3. アビジャン自治区ほか 

  
ADERIZ が調達した、本邦大手農業機械メー

カー製のコンバイン。現地の正規代理店で出荷

を待っている（アビジャン）。 

アビジャンには大手農業機械メーカーの正規

代理店が数件あり、交換部品のストックが十分

あり、部品在庫管理はコンピューターにより行

われている。 

4. その他 

  
グラ=ンラウ農業機械化訓練センター（CFMAG）

の整備工場の設備。本事業の初期操作指導、ソ

フトコンポーネントで活用することを計画し

ている（グラン=ラウ）。 

CFMAG の試験圃場。初期操作指導で活用するこ

とを計画している（グラン=ラウ）。 

  
JICA 技術協力プロジェクト（国産米振興プロ

ジェクト）を通じてリースする為に調達した小

型コンバイン（PRORIL2 事務所、ヤムスクロ）。 

ADERIZ 本部（アビジャン） 
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第 1 章 プロジェクトの背景 

1-1 当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

1-1-1-1 当該セクターの現状と課題に関する概要 

西アフリカを代表する農業大国であるコートジボワール共和国（以下「コートジボワール」と

言う。）は、カカオとカシューナッツの世界最大の生産国（2021 年）であり、また、アフリカ最大

の天然ゴムの生産国である。農林水産業は国内総生産（GDP）の 19.9％（世界銀行、2021 年）を

占め、同セクターは労働人口の 40％（2019 年、ILO）を雇用している。換金作物の生産・輸出が

盛んである一方で、コメ、小麦、メイズ、乳製品については輸入に依存する状況が続いている。

近年、コートジボワールでは食習慣の変化によりコメの需要の増加が著しい。自然環境および可

耕面積においても高い稲作生産ポテンシャルを備えているものの、2021 年の国内生産量は約 166

万トンで、国内のコメの推定消費量（280 万トン）を満たせていない状況にあり、外国産米を輸入

する状況が長く続いている。 

国家レベルの開発計画である国家開発計画（Plan National de Développement, PND）2021～

2025 において、農業セクターは重要なセクターとして位置づけられており、本事業の対象作物で

あるコメの自給自足の達成は、過去の開発計画から一貫して重要事項として強調されている。コ

メセクターに特化した開発戦略としては、2011 年に国家稲作開発戦略（Stratégie Nationale de 

Développement de la filière Riz, SNDR）が策定された。その後、2020 年 3 月に改訂版 SNDR の

概要に関する「閣議報告」が閣議にて採択され、改定版 SNDR は旧 SNDR に修正を加えた上で発展

的に引き継ぐ政府の姿勢が示された。現在では改訂版 SNDR の最終化作業が進められている。 

一方、稲作セクターにおける機械化投資が停滞していることによる農業機械へのアクセスの不

足は、耕作面積の拡大や収穫作業の効率化を通じた生産増の阻害要因となっており、同国のコメ

セクターに係る事業を担う中心機関である国家コメセクター開発機構（Agence pour le 

Développement de filière Riz, ADERIZ）は、2018 年より農家への農業機械リース事業の実施を

開始した。しかし、これらの機材は農家へ直接貸し出しを行った為、貸し出しを受けた農家には

維持管理体制が不十分であった等の理由により配備後まもなく故障や破損が頻繁に発生し、稼働

率は著しく低下した（本調査時点で残存機材は 5%程度にとどまり、殆どの機材が稼働していない

事を確認している）。このような背景から、ADERIZ は、「稲作緊急プログラム 2020」（Programme d

‘urgence Riz 2020, PUR）を契機に民間企業を活用した農業機械サービスを実施するため、一定

の条件を満たした中小農業機械サービス企業（Petites et Moyennes Entreprises Agricoles, 

PMEA）への農業機械のリース事業を開始した。PMEA も、各社の独自予算でサービスに必要な農業

機械を購入しているものの、増加傾向にある農家の農業機械サービス需要を満たすのに十分な農

業機械を完備できる PMEA は限定的であり、機械化不足の十分な改善には至っていない。PMEA 自

身で農業機械を入手するには商業銀行の融資は機会が少なく高利息なため容易ではなく、ADERIZ

所有の農業機械台数増強等による農業機械リース事業の拡充を通じた PMEA の農業機械サービス

拡大が喫緊の課題となっている。 
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1-1-1-2 灌漑圃場における機械化の重要性 

コートジボワールの稲作の全国的な特徴として、国内で生産されるコメの多くが陸田およびバ

フォン4で生産されていることがあげられる。一方で、対象地域であるベケ州、ベリエ州、ヤムス

クロ特別行政区（以下「ヤムスクロ」と言う。）は、他州に比べ、近代的な灌漑水田での稲作が行

われている地域といえる。上述した通り農業機械不足は、全国的な課題であるが、二期作が可能

な灌漑施設を備えた圃場における機械不足の改善は、同国のコメの自給率の達成、および、本事

業の効率性・事業効果の発現性の観点からも、重要度が高いといえる。 

コートジボワールで行われている稲作を圃場タイプで分類すると、灌漑圃場、バフォン、陸田

の 3 タイプを挙げる事が出来る。以下に、灌漑圃場にて活用する圃場機材の台数不足の改善を重

要視している理由について記述する。 

コートジボワールの 2021 年の圃場タイプごとのコメの生産量および圃場面積について着目す

ると表 1-1 に示す通り、同国のコメ生産の大部分は、陸田およびインフラ整備が不十分なバフォ

ンと通称される水田に依存していることが分かる（総生産量の 94%）。 

 

表 1-1 圃場タイプごとのコメ生産量および圃場面積（全国、2021 年） 

 灌漑圃場 バフォン 陸田 全体 

生産量 106,448 t 976,353 t 576,205 t 1,659,007 t 

割合 6 % 59 % 35 % 100 % 

圃場面積 27,235 ha 327,949 ha 318,009 ha 673,193 ha 

割合 4 % 49 % 47 % 100 % 

単収 3.9 t/ha 3.0 t/ha 1.8 t/ha 2.5 t/ha 

ADERIZ 統計データより調査団作成 

表 1-2 は本事業の対象地域のベケ州、ベリエ州、ヤムスクロにおける圃場タイプごとのコメの

生産量および圃場面積を示したものである。 

 

表 1-2 圃場タイプごとのコメ生産量および圃場面積（対象地域、2021 年） 

 灌漑圃場 バフォン 陸田 全体 

生産量 19,489 t 15,526 t 7,735 t 42,750 t 

割合 46 % 36 % 18 % 100 % 

全国に対する割合 18 % 2 % 1 % 3 % 

圃場面積  4,078 ha 6,443 ha 4,369 ha 14,890 ha 

割合 28 % 43 % 29 % 100 % 

全国に対する割合 15 % 2 % 1%  2 % 

ADERIZ 統計データより調査団作成 

全国と比較して、対象地域は二期作が可能で生産性の高い灌漑圃場でのコメ生産割合が高く（対

象地域の総生産の 46%）、生産性の低い陸田での生産割合が低いことが特徴的であるといえる。こ

のことは、対象地域は、農作業の機械化を進めるにあたり、効果の発現が得やすい地域であると

いえる。 

以降では、同国の中でも比較的灌漑圃場での稲作が盛んな本事業の対象地域における稲作に係

る現状と課題を、「稲作の圃場現場における現状と課題」と、「稲作に用いる農業機械における現

状と課題」に分類して整理する。 

 
4 バフォン：日本語では通常「内陸小低地」と称される、小規模な河川により形成された浅い谷の周辺に、農家の独力で形成

された、雨季の表流水を灌漑のための水源とする一期作が可能な水田。 
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1-1-1-3 対象地域における稲作圃場の現状と課題 

対象地域の稲作圃場における農業機械サービスに関連する課題として、以下の 2 点を挙げる事

が出来る。 

 

 
 

(1) 圃場における課題①（耕耘作業に必要な機械の不足） 

対象地域の圃場では耕耘機やトラクタ、コンバインなどの農業機械の不足により、同じ地域

の圃場内で耕耘や収穫のタイミングが著しく異なっている。 

現地調査で確認したベケ州サカス地区の栽培カレンダーを例に示すと、図 1-1 の上段の白黒

のカレンダーの通りであるが、まず、一期作目は機材不足の影響はそれほど大きくなく灌漑ダ

ムの恩恵で水も豊富で雨季でもあるため稲作に必要な水源の確保という意味では問題がない。

しかし、一期作目が遅延することにより二期作目で一部の圃場で稲の幼穂形成期に水不足とな

り二期作目の耕作を断念することとなる。 

更に二期作目の時期は周辺地域では綿花が栽培されていることからトラクタが綿花栽培圃

場の耕耘に使用され、水田圃場の耕耘用の機械不足が特に顕著になり、翌年の一期作目の耕作

に影響を及ぼす場合や、耕作が出来ない圃場もあることが確認された。 

このように耕耘用の農業機械の不足により、本来有している生産能力を十分に生かし切れて

いない圃場が数多く存在するといった課題を抱えている。 

 

【対象地域の圃場における課題 1】（耕耘作業に必要な機械の不足） 

  本来二期作できるポテンシャルを持った圃場で農業機械不足により二期作が行わ

れておらず収穫量が大幅に減っている圃場がある。 

 

【対象地域の圃場における課題 2】（収穫、脱穀作業に関する機械不足） 

  収穫した稲を山積みすることで籾の品質を著しく低下させている。 
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図 1-1 機械化により改善が期待される栽培カレンダーのイメージ（サカス地区） 

 
(2) 圃場における課題②（収穫、脱穀作業に関する機械不足） 

コートジボワールの多くの圃場では脱穀機もしくはコンバインが不足している為、脱穀作業

が追い付かず、刈り取られた稲の稲穂がついたまま山積みにされている（写真 1-1）。 

その為、写真 1-2 のように生籾が稲藁とともに発酵し、コメの品質を著しく低下させている

という課題を抱えている。 

 

 

 

 

    

1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 

一期作目 

1 月 

二期作目 

2 月 

機材不足により耕耘開始が 9月以降にずれ込む圃場が出てくる 

    一期作目 二期作目 

翌年の一期作目に

影響を及ぼす圃場

がなくなる。 

1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 

雨量 

※サカス・コメ生産者組合（CORISAK）へのインタビューをもとに調査団作成 

現在の耕作パターン 

耕耘前の圃場 
（8 月 2 日撮影） 

幼穂形成期の稲 
（8 月 2 日撮影） 

翌年の 

一期作目 

稲の育成期間は 4 ヵ月 

隣接した圃場にもかかわらず耕耘の

時期が異なるため生育課程が異な

る。二期作が出来ないだけではなく

農作業効率の低下にもつながる。 

どの圃場も 7 月中に耕耘を開始できる。 

翌年の 
一期作目 

水が少ない時期であるが

耕耘作業の時期である為

稲の育成に影響しない。 

稲の生育に十分な水を確保でき

ない時期。 

木綿の栽培開始と重なり機材（トラクタ）不足

が顕著となり、圃場ごとの耕耘開始時期が著し

くばらつく（7 月初旬～10 月上旬）。 

改善① 改善② 
改善③ 

PMEA による耕耘サービスが効果的に活用された場合の耕作パターン 

機械（トラクタ）不足のため、圃

場ごとの耕耘開始時期がバラつく

（1 月初旬～2 月中旬）。 

水を必要とする生育ステージ

で、十分な水を供給できな

い。 

翌年の一期作目の

耕耘開始時期に影

響を及ぼす。 

改善④ どの圃場も 1 月中に耕耘を開始できる。 

課題① 

課題② 

課題③ 

課題④ 
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コートジボワールの収穫後の課題点 

多くの圃場では農作業の機械化が遅れており、コンバインを使用した収穫作業はまれであり、手刈

りまたは刈取り機を使用し、圃場に脱穀機を持ち込んで脱穀作業が行われている。脱穀機の数も限

られていることから、穂が付いたままの稲を山積みにしており籾の品質低下に繋がっている。 

写真 1-1 対象地域における圃場作業の様子（ヤムスクロ） 

 

   

山積みの未脱穀の稲の中は湿気により発酵が始まり、温度が上昇（左写真と中央写真）。これによ

り、生籾が劣化し、玄米が白濁している事が確認された（右写真）。雨季の収穫～乾燥工程におけ

る不適切な生籾の取り扱い（未脱穀のまま圃場に山積みする等）により、多いときで収穫した生籾

の半分近くが出荷できなくなり、廃棄されている。コンバインにより収穫・脱穀を迅速に行う事に

より、籾の大量廃棄が減少する事が期待される。 

写真 1-2 発酵により品質劣化が発生している生籾 

 

 

 

 

 

根刈り後、山積みにされた、脱穀待ち

の稲 
乾燥場までの移動待ちの生籾 

本来であればこの位置に脱穀機がある 

刈取り直後の稲を運搬する少女達 
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1-1-1-4 対象地域における圃場機材の現状と課題 

対象地域の圃場機材の課題はとしては、以下の 3点を挙げる事が出来る。 

 

 
 

(1) 国家コメセクター開発機構(ADERIZ)により調達された機材の現状 

これまで ADERIZ は 2012 年～2018 年と 2020 年以降の 2 回に渡り、コートジボワール政府か

ら配分された予算で農業機械を調達している。 

これらの調達では機材の調達方針が異なり、現状以下のような状況となっている。 

 
1) 2018 年以前に国家コメセクター開発機構(ADERIZ)により調達された圃場機材の現状と課

題 

過去に ADERIZ は国務・農業農村開発省（Ministère d’Etat, Ministère de I‘Agriculture 

et du Développement Rural, MEMINADER）から配分された予算により、コメ生産者組合に対し

て直接的に農業機械（中国製）をリースする事業（事業期間：2012 年～2018 年、事業費：約

1,000 万ドル）を展開してきた実績がある。 

しかしこれらの事業は 2018 年に行われた事業の事後評価時に約 95%の機材が故障により稼

働していないという事が確認され、事業としては失敗に終わり、現在では専門的に農業機械

サービスを農家に提供する PMEA を活用するシステムに置き換わっている。 

この事業が失敗に終わった主な理由として ADERIZ は以下の点を認識している。 

 

a. オペレーター、メカニックに適切なトレーニングを実施していなかったため、適切な操

作や維持管理が出来ず、機材を壊してしまった。 

b. 予算の関係から機材価格が優先され、安価な製品が採用されたが、採用されたメーカー

（中国製）の機材では必要な時に交換部品を調達することが出来る正規代理店がコート

ジボワールになく、交換部品の調達ルートが確保されていなかった。そのため、他の機

械から部品取りをする運用方法で対処していた。 

 

【対象地域の圃場機材の課題 1】（ADERIZ により調達された機材の現状） 

  ADERIZは自己資金で農業機械を調達してコメ生産者組合にリースする事業を実施

した実績があるが、一部の機材はコートジボワール国内において、アフターサー

ビス体制が構築されていないメーカーの機材を採用した為、機材を継続的に運用

する事が出来ていない。 

 

【対象地域の圃場機材の課題 2】（PMEA の圃場機材の維持管理状況と課題） 

  一部の PMEA の中には、適切な駐機場が確保されていない、日常点検が十分に行わ

れていない等、最低限の維持管理が行われていない企業がある。 

  駐機場が確保され、日常点検は実施しているが、年次点検などの維持管理が一部

の PMEA では行われていない。 

 

【対象地域の圃場機材の課題 3】（圃場機材の台数不足） 

  圃場機材の台数不足の影響で適切な時期に作付けが出来ず、二期作を逃しコメの

生産量に影響が出ている。 
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このように、部品が調達できない為に稼働できない農業機械を現地調査時（2022 年 8月）に

複数のサイトで確認できた。写真 1-3 は、「共食い

整備」で 2 台の壊れた耕耘機から稼働できる 1 台

の耕耘機へとした事例である。つまり、2 台の壊れ

た耕耘機のうちエンジン部分が壊れていない機体

からエンジン部分が壊れている機体にエンジンを

載せ替えて一台の機体として稼働させている。 

このように2018年以前に調達した機材は価格を

優先したためにアフターサービスが脆弱な中国製

機材が調達され、現在殆ど稼働していない状況で

ある。 

 

2) 2020 年以降に国家コメセクター開発機構 (ADERIZ)により購入されている圃場機材の現状 

2018 年以降 ADERIZ は農業機械を専門に取り扱う PMEA に機材をリースすることで、コメ農

家に対し農業機械サービスを提供する事業5を展開している。 

PMEA は ADERIZ からリースされた農業機械、もしくは一部の PMEA に限られるが自己資金で

購入した農業機械を活用して農業機械サービス（耕起や刈取り、脱穀など）を提供している。

この制度では、農家は PMEA に作業依頼をして、それを受けた PMEA がオペレーターと農業機械

をセットで派遣して農業機械サービスを提供する。これらのサービスは PMEA と農家の間の契

約に基づき、有料で行われている。 

なお、安定したサービスを提供する為、ADERIZ は農業機械サービス業者に対する認定制度を

導入しており、この認定を受けた中小企業は PMEA に認定登録されることにより、ADERIZ から

農業機械のリースを受ける事が出来る。現地調査時点（2022 年 8 月）では 16 社が登録されて

いる（PMEA の詳細については「2-2-1-1 中小農業機械サービス企業」参照）。 

民間中小企業である PMEA を活用した農業機械サービスの提供については、以前から、我が

国の支援の下 2015 年に策定された国家農業機械化戦略（Stratégie Nationale de 

Développement de la Mécanisation Agricole, SNDMA）を踏まえ、ADERIZ により制度作りが行

われてきた。こうした中、2020 年に実施された PUR を契機に、2020 年からリース用農業機械

の調達と 2021 年から認定 PMEA へのリース事業が開始された。 

PUR は、新型コロナウイルス感染症（以下「COVID-19」と言う。）の影響による輸入米の輸入

停止による影響を避けるために、162 億 F.CFA の資金で、30 万トンの国産米の追加生産の達成

を目指すものである。 

PUR では、4 地域のアグロポール（農産物生産・加工拠点）リーダーとなっている民間企業

が、国との契約に基づいて追加生産を行うこととされた。また、本プログラムでは、上記の追

加生産に必要な機材が調達され、2022 年 8 月の調査時点で、ADERIZ の認定基準をクリアした

PMEA に対し、リース契約を締結のうえ順次、調達機材がリースされている状況である。PUR 関

連予算で調達した機材は、2018 年以前に、ADERIZ がコメ生産者組合に直接リースを行い、失

敗した時の経験を踏まえ、アフターサービスが脆弱な中国製の機材は極力導入しない方針がと

 
5 2020 年には新型コロナウイルス（COVID-19）に関連する PUR2020 において、配分された資金 で農業機械を調達している。 

写真 1-3 現地調査中に確認できた

ADERIZ が 2018 年に調達した耕耘機 

共食いされた機体 共食いした機体 
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られている。殆どの機材は現地正規代理店が確保されているメーカーの製品を調達しており、

維持管理状況は比較的良好で、稼働状況についても良好である。 

PUR で調達された機材のリストを表 1-3 に示す。 

  

表 1-3 ADERIZ が PUR で調達した圃場機材（2018～2022 年） 

 

現地調査中においても圃場で作業中の実機や、正規代理店から引渡し前の状態の実機を確認

する事が出来た（写真 1-4）。 

 

   
圃場で耕耘作業中のトラクタ

（70ps）（JOHN DEER 社製） 

正規代理店の協力会社の敷地で

ADERIZ へ引渡しの為に仮置き

中のコンバイン(70ps)（クボタ

社製） 

耕起中のトラクタ（70ps） 

（New Holland 社製） 

写真 1-4 PUR プロジェクトで ADERIZ が調達した機材 

 
(2) 中小企業機械サービス企業 (PMEA)における圃場機材の維持管理状況と課題 

殆どの PMEA では日常点検や、手工具によるフィルター交換などの部品交換程度の維持管理

は行われているが、写真 1-5 右下のような整備工場を所有している PMEA はほとんどなく、年

次点検や故障が発生した際は、修理の困難度合いにより一般の整備工場とメーカー正規代理店

を使い分けて維持管理が行われている。 

また、一部の PMEA では適切に維持管理が行われていない PMEA もあり、機材が頻繁に故障す

ることで稼働率が低下し、サービスを依頼した農家の農作業に影響を及ぼしている。 

極端な例では二期作が可能な地域でトラクタの故障により二期作（乾季作）のタイミングを

逃したコメ生産者組合があることを確認した。 

 

機材の種類 台数 メーカー 概略仕様 調達年 備考 

トラクタ 

24 

NEW HOLLAND/ 

JOHN DEER/ CASE 

40ps クラス 

2020- 

2022 年 

ロータリプラウ、ディス

クハロー、散水機が付属 

21 70ps クラス 

ロータリプラウ、ディス

クハロー、散水機、ト

レーラ（荷台）が付属 

コンバイン 
10 クボタ 

70ps クラス 
 

10 ヤンマー  

ミニコンバイン 61 中国メーカー、他 15ps クラス  

刈取り機 64 中国メーカー、他 15ps クラス  

脱穀機 63 中国メーカー、他 15ps クラス  

耕耘機 60 クボタ 14ps クラス  
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ADERIZ から PMEA にリースされた中国製トラク

タ。オイル漏れを放置した状態で稼働させてい

る。 

本事業の機材配備先となる PMEA は、駐機場が整

備されている事を選定条件とする。 

（ヤムスクロ） 

  
メカニック兼オペレーターが常備している手工

具。日常の維持管理は基本的にこの手工具のみ

で行う。 

最も整備機材が整っている PMEA でも移動式門型

クレーン等があるのみでその他は手工具のみと

なり大規模修理等には対応していない。 

写真 1-5 機材の維持管理状況 

 
(3) 圃場機材の台数不足 

上述した通り ADERIZ はコートジボワール政府により配分された資金により圃場機材を調達

しているが、必要な台数に対して殆どの PMEA で台数が不足しており、適切な作付け時期を逃

し二期作が出来ないためにコメの生産量に影響が出ていると言った課題を抱えている。 

 
1-1-2 開発計画 

1-1-2-1 農業セクターに関する国家開発計画・戦略 

(1) 国家開発計画 (PND) 2021～2025 

PND は、2011 年に就任したアラサン・ドラマヌ・ワタラ大統領のイニシアチブにより策定さ

れた国家レベルの開発計画であり、これまでに、PND2012～2015、PND2016～2020 が策定・実施

された。近年、PND2021～2025 が策定され、その中で、以下の「6つの戦略上の柱」が示されて

いる。①工業化と産業クラスターの発展による経済構造転換の加速、②人材育成と雇用促進、

③民間セクターの開発と投資、④包摂、国民的連帯、社会的活動の強化、⑤バランスの取れた

地域開発、環境保全、気候変動対策、⑥ガバナンスの強化、国家の近代化、文化の変革。 

第 1 の柱である「工業化と産業クラスターの発展による経済構造転換の加速」に関しては、

官民パートナーシップ強化の重要性が謳われ、対象セクター・領域のうちの 1 つとして農業セ
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クターが選定されており、目標として、同国の農業が持続可能で競争力を持つこと、富の公平

な分配、コメの自給自足の達成が強調されている。また、経済的ポテンシャルの観点から選定

された、「7 つの優先的産業クラスター」の 1 つとしてアグロインダストリーがあげられてお

り、コメは対象作物の 1つとなっている。 

農業分野の経済構造転換の基本戦略に関しては、特にアグロポール（農産物生産・加工拠点）

とバリューチェーンについて言及されており、農産物バリューチェーン開発政策として、以下

の 3 点があげられている。①9 つのアグロポールの創設による農産物の生産加工にかかる政策

の実施、②ライスポール（コメ生産加工拠点）の設定および砂糖生産の強化、③ココア、コー

ヒー、カシューナッツ、綿、マンゴー、パイナップル、デザート バナナ、ゴム、パーム油等の

商品作物の加工率の向上。 

また、農業・農村開発セクターに関する経済構造転換戦略では、以下の 8つの項目があげら

れている。①食用作物ならびに換金作物の生産性向上、②魚の輸入を減らし、輸出国になるた

めの水産養殖の迅速な発展、③農業専門職の正式化、④高品質なコメの自給自足の実現、⑤コ

メセクターにおける農作業の機械化率の向上、⑥農業統計情報収集システムの確立、⑦9 つの

アグロポール（農産物生産加工拠点）の実装、⑧農業保険の発展のためのシステムの確立。 

 

(2) 第二次国家農業投資計画 (PNIA 2)2018～2025 

第二次国家農業投資計画（Programme National d’Investissement Agricole 2, PNIA 2）

は、2016 年に承認された農業分野への官民投資を計画するための一貫した枠組みであり、農業、

畜産業、漁業、水産養殖業、および環境管理の各セクターがカバーされている。投資計画の全

体目標として、各セクターの成長による貧困の削減と飢餓の撲滅を掲げている。本計画の策定

にあたっては、国際レベル、国家レベルで策定された以下の枠組みとの連続性が示されている。

①アフリカ農業包括的開発プログラム（CAADP）、②西アフリカ諸国経済共同体（ECOWAS）の農

業政策である西アフリカ諸国農業政策（ECOWAP）、③2014 年のアフリカ連合サミットで採択さ

れた、「繁栄の共有及び生計向上のためのアフリカの農業変革・成長の加速化に係るマラボ宣

言」、④持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals, SDGs）、⑤ECOWAP＋10、⑥国家

開発計画（PND）2016～2020。 

PNIA2 では、以下の 3 つの戦略的目標の達成が強調されている。①農林畜産漁業における付

加価値の創造。②環境に配慮した農林畜産漁業の強化。③包括的な農村開発と住民の福利の保

証。また、これらの目標を達成するために以下の 5 つの実装上の原則が示されている。①農業

セクターにおける政策と投資計画、プログラムの策定、モニタリング・評価に係るガバナンス

構造の強化。②ビジネスニーズの統合による民間部門の参加と起業家精神の発展統合。③垂直

統合による、研究・生産・加工の各活動の相乗効果の向上。④水平統合による農業部門と関連

部門、特に環境・社会部門との調整能力の強化。⑤同国の各地域の特性を考慮した地域統合。 

本投資計画は、以下の 6 つの投資プログラムからなり、2018 年から 2025 年の期間に 4 兆

3,254 億 F.CFA の農業セクターへの投資が計画されている。①農林畜産漁業の生産性向上と持

続可能な開発、②付加価値と市場パフォーマンスの向上、③環境資源の持続可能な管理と気候

変動復元力（クライメイト・レジリエンス）、④農林畜産漁業関係者の生活条件の改善および同

セクターの振興、⑤金融および民間投資へのアクセス改善、⑥制度的枠組みの強化、農業セク

ターのガバナンスの改善、ビジネス環境の強化。 
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また、本投資計画では、アグロポール構想に関するビジョンならびに 9 つの対象ゾーンの特

徴と計画内容の記載があり、同計画における基本方針として以下の 5つが示されている。これ

によると、「地域のニーズと可能性に基づく、すべての関係者に利益をもたらす環境にやさし

い農林畜産漁業への投資」というビジョンの下、国内の 31 の地域を農業生態学的、行政的、社

会的、経済的観点から 9 つのゾーンに分類し、9 つのゾーンそれぞれについて、食糧安全保障

と付加価値創造の双方の観点から投資の対象とする優先されるセクターを選定（各ゾーンにお

いて、①対象食用作物、②対象換金作物、③対象家畜・家禽、対象魚を選定）している。 

 
(3) 国家稲作開発戦略（SNDR） 

アフリカ稲作振興のための共同体（Coalition for African Rice Development, CARD）の枠

組みにおける、同国の稲作振興計画を示す SNDR は、2008 年に制定されたが、内戦後の 2011 年

に「改定 SNDR2012～2020」（以下「旧 SNDR」と言う。）として公開された。旧 SNDR では、「輸入

米よりも高品質で競争力のある国産米で国内のコメ需要を満たし、備蓄米を確保するとともに

余剰米を輸出する」というビジョンを示すとともに、精米 190 万トンの国内生産により 2016 年

以降のコメの国内自給を目標に掲げた。しかしながら、想定を上回る国内米消費量（265 万ト

ン）に対し、生産量が 130 万トンにとどまったため、自給率は 50％程度となった。現在、旧

SNDR の教訓を踏まえ、改訂版の SNDR2022～20306（以下、「改訂版 SNDR」と言う。）の最終化作

業が進められている。以下に、現地調査において入手した資料を基に改訂版 SNDR のドラフト

の概要を示す。 

2020 年 3月に改訂版 SNDR の概要に関する「閣議報告」が閣議にて採択され、改定版 SNDR は

旧 SNDR に修正を加えた上で発展的に引き継ぐ政府の姿勢が示された。「閣議報告」によれば、

改訂版 SNDR の目的と目的達成のための活動として以下が示されている。 

 

【目標】 

1) 2025 年までにコートジボワールの良質なコメの自給を達成する 

2) 2030 年までにコートジボワールをアフリカ最大のコメ輸出国のひとつにする。 

 

【活動】 

1) 64 のダムと約 55,000 ヘクタール（ha）の稲作圃場の改修 

2) 総合的なコメ関連プロジェクトの実施 

3) ライスポール（コメ生産・加工拠点）と国から民間に移管されるコメの収穫後処理

施設の効果的な運用 

4) 7 つの種子生産センターでの高収量種子の生産の開始 

5) PMEA の活用による灌漑圃場での稲作の全面的な機械化 

 

2020 年以降、現在まで SNDR の改訂作業は続けられており、2021 年 9 月に関係者向けの説明

用に作成された ADERIZ 内部のドラフト資料によると、改訂版 SNDR に関連する具体的な指標

（案）が表 1-4～表 1-6 のとおり示されている。 

 
6 SNDR2022～2030：ADERIZ 内部で作成されている次期 SNDR 策定における原案段階の資料であり、本報告書作成時点（2023 年 5

月）では MEMINADER からの承認を得られているものではない。 
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表 1-4 国産米の生産量に係る主要計画指標（案） 

項目 2023 年 2025 年 2030 年 

栽培面積 (ha) 853,057 937,188 987,931 

籾生産量 (t) 2,989,837 3,855,425 4,786,737 

精米生産量 (t) 1,937,863 2,534,200 3,212,700 

コメ消費量 (t) 2,388,784 2,512,166 2,849,224 

消費量/精米生産量 (%) 81 100 113 
ADERIZ 作成内部ドラフト資料を基に調査団作成 

 

表 1-5 灌漑圃場面積の増加に関する計画指標（案） 

ADERIZ 作成内部ドラフト資料を基に調査団作成 

 

表 1-6 コメの品質向上に関する指標（案） 

ADERIZ 作成内部ドラフト資料を基に調査団作成 

 
1-1-2-2 農業機械化に関する国家計画・戦略 

(1) 国家農業機械化戦略（SNDMA） 

2015 年に国際協力機構（Japan International Cooperation Agency, JICA）の支援を受け、 

MEMINADER により、上述の PND ならびに PNIA に沿い、SNDMA が作成された。SNDMA では、同国

の農業機械化の現状と課題を整理するとともに、戦略目標と３つの戦略上の軸が提示された。 

SNDMA では、民間部門の活用が強調されており、以下の 5 つの目標が示されている。①農業

機械化の発展に有利な環境の創出、②農家のニーズおよび農地の農業生態学的条件を考慮した

農業機械化の推進、③対象農地における農作業における機械化の普及、④農家の農作業の負担

軽減と収入の向上、⑤農業機械セクターへの民間業者の参入促進。また、3 つの戦略軸は以下

のとおりである。①農家の農業機械サービスへのアクセス改善、②農業機械セクター関係者に

対するトレーニングの実施、③関連制度・規制の改善。このなかで、PMEA による農家への賃耕

サービスの提供の推進が示され、特に①と②に関する具体的活動案として、融資を求める PMEA

 
7 小河川取水システム 

活動 現状 2025 年 2030 年 

1 既存の灌漑圃場の改

修 

35,000ha 

27,000ha を改修 
8,000ha を改修 

【合計 35,000ha の改修が完了】 

2 灌漑圃場の新規開発 
34,500ha の新規開発 

（うち 25,000ha は

PFE7） 

35,500ha の新規開発 

（うち 20,000ha は PFE） 

【PFE45,000ha を含む 70,000ha

の新規開発が完了】 

3 灌漑圃場の維持管理 
30%の水田

圃場で実施 
50%の水田圃場で実施 75%の水田圃場で実施 

活動 現状 2025 年 2030 年 

1 生籾加工工程の改善と

高品質米の供給 

精米能力 2t/h の精米所 402 ヶ所 402 ヶ所 402 ヶ所 

品質基準を満たす精米

所の割合 
36% 36% 36% 

2 消費者の高品質米への

アクセス改善 

総精米量 96.2 万 ton 254.3 万 ton 321.2 万 ton 

うち良質米精米量 34.6 万 ton 139.8 万 ton 240.9 万 ton 



  
 

13 

に対する支援、PMEA に対する研修の実施等が提示されている。 

本案件の現地調査実施時点（2022 年 8 月）において、SNDMA を踏まえ、2020 年の PUR ならび

に、国産米振興プロジェクトフェーズ 2（Projet de Promotion du Riz Local en République 

de Côte d’Ivoire, PRORIL2）で調達された農業機械（コンバイン、トラクタ、耕運機、脱穀

機等）を、ADERIZ が認定した PMEA に対してリースが開始されている。 

 

1-1-3 社会経済状況 

1-1-3-1 社会状況 

西アフリカに位置するコートジボワールは、人口約 2,748 万人（世界銀行、2021 年）で、東に

ガーナ、北にブルキナファソ、マリ、西側ギニア、リベリアと国境を接し、南側は大西洋（ギニア

湾）に面する。同国の首都はヤムスクロであるが首都機能は旧首都のアビジャン自治区（以下「ア

ビジャン」と言う。）に所在する。 

コートジボワールは 1960 年の独立後、30 年以上安定した政権運営と年平均 8％の経済成長を達

成し、西アフリカの指導的役割を担っていたが 90年代後半から政治的不安定が続き、国を二分化

する事態が続いていた。しかし、2007 年 3 月に和平プロセス合意（ワガドゥグ合意）が成立し、

国を二分する状態は解消された。 

 

1-1-3-2 経済状況 

コートジボワールの主要産業は農業であり人口の約50%が農業に従事している。特にコーヒー、

ココアが主要な産業である。また、1993 年より産油が開始され、近年、石油・石油製品は、コー

ヒーの輸出と並び主要貿易品目となっている。国民の生活水準向上および新興国入りを目指し、

PND 2012～2015 を策定。国内インフラ整備への投資等により、2012 年以降毎年約 7～9％の高い

経済成長を維持している。それ以降も PND 2016～2020 の下、更なる経済社会開発に取り組んでお

り、経済の中長期的見通しも良好とされている。現在は、近年策定された PND 2021～2025 の下、

引き続き公共事業への投資を継続中である。 

実質 GDP 成長率を見ると、2020 年は COVID-19 の影響による内需低迷や、外需の落ち込みによ

りは 2.0％にとどまった。特に石油精製に関しては、世界的な原油価格の低迷から大幅なマイナス

成長となった。一方で、感染拡大直後からの積極的な封じ込め策と影響緩和に関連する大規模な

財政支出が功を奏し、2021 年から正常化に向かい、2021 年の実質 GDP 成長率は 7.4%となった。

なお、2020 年、2021 年の林業の大幅な成長率（マイナス成長）の落ち込みは、カカオ、パーム椰

子等の商品作物の農地拡大を目的とした森林の伐採制限強化が影響したと考えられる。  

2022 年 5月にコートジボワール経済財政省が発表した統計によると、2022 年の同国の実質 GDP

成長率は 6.8%の見込みであり、2023 年以降も 7％台の成長が予測されている。産業別にみると、

輸出用作物、建設、エネルギー、製造業、石油精製、鉱業などが好調に推移した。一方、食用作

物、林業、漁業、農産品加工部門は、天候不順や、世界的なサプライチェーンの混乱による原材

料調達の不安定、生産コストの上昇を受けて不振となった。 
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表 1-7 コートジボワール産業別 GDP 成長率と予測 

項目 2020 年 2021 年 2022 年 2023 年 

実質 GDP 成長率(%) 2.0 7.4 6.9 7.2 

第
一
次
産
業 

 2.2 2.3 2.0 4.2 

食用作物・畜産 2.0 △0.4 4.5 3.3 

輸出用作物 3.0 4.9 1.0 4.8 

林業 △10.0 △23.7 0.6 0.4 

漁業 △0.2 0.7 0.5 0.7 

第
二
次
産
業 

 1.9 4.4 9.9 10.0 

鉱物資源採掘 6.2 3.2 3.0 12.4 

農産品加工 △5.2 △2.5 4.8 4.5 

石油精製 △25.7 9.8 9.5 △1.4 

エネルギー 5.6 △5.5 17.2 25.9 

建設 5.5 8.3 14.2 10.7 

その他製造業 4.6 9.6 6.8 7.1 

第
三
次
産
業 

 0.7 10.5 7.7 7.7 

輸送 △2.0 15.1 8.2 8.3 

電気通信 30.3 11.8 6.6 7.1 

商業 △2.5 10.8 8.1 7.8 

その他サービス業 △2.2 8.0 7.4 7.4 
出典：JETRO 資料をもとに調査団作成 

 
1-2 無償資金協力の背景・経緯及び概要 

コートジボワールにおいて、農林水産業は GDP の 19.9％を占め、労働人口の 40％が従事して

いる（世界銀行、2021）。 

稲作について、2020 年のコメの国内生産量 148 万トンは、都市部を中心に拡大している主食

としてのコメの需要を満たしておらず、185 万トンのコメを輸入に依存している（FAO、2022）。 

稲作の現場では、換金作物（コーヒー、カカオ等）に比べると採算性が低いため機械化投資が

遅れており、これに起因する農業機械へのアクセスの不足は耕作面積の拡大や収穫作業の効率化

を通じた生産増の阻害要因となっている。また機械不足は、適時の圃場耕起や作付けが行われな

いことによる籾の生育状況・品質のばらつきや、非効率な収穫・出荷作業、そして籾の品質低下

や収穫後ロスの要因となっている。このように、機械化の遅れは、稲作生産性及びコメの品質向

上を阻害し、同国のコメ輸入依存度を高める構造的要因の一つとなっている。 

こうした状況を踏まえ、2022 年に更新された同国の PND 2021～2025 年では、「産業化とクラス

ター開発を通じた経済構造変革の促進」の中で持続可能で競争力のある農業セクター開発及びコ

メの自給自足が強調されている。コメに関する政策文書である SNDR を現在改定中であり、その概

要資料によると 2025 年までの高品質米による自給達成と 2030 年までのコメの大規模輸出国化を

目標に据えている。また、農業機械化の適切な利用促進・維持管理実現の観点から、SNDMA（2015

年策定）及び PNIA2 (2018～2025)では民間企業を通じた農業機械サービス提供の推進が謳われて

いる。具体的には、コメの生産・加工を所管する政府機関である ADERIZ が、一定の基準を満たす

民間の農業機械サービス業者を PMEA として認証し、PMEA が農家に対して農業機械サービスを提

供するものである。農家の農業機械サービスへのアクセスを向上させるため、ADERIZ は PMEA に

対して農業機械（トラクタ、コンバイン等）を賃借（リース）する制度を施行しており、同制度で

は農業機械のリース料金、リース機材の維持管理体制、PMEA による農家への機械化サービス標準

価格などが定められている。ベリエ州、ベケ州、ヤムスクロは同国の主要な稲作地域であり、さ

らに、コメの大消費地であるアビジャンへのアクセスが容易であるものの、同地域の稲作生産面
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積約 14,890ha（灌漑・天水を含む）のうち、機械化サービスが利用されている割合は約 9%に留まっ

ている。近年耕作面積の拡大や収穫作業の効率化に向け、農家の農業機械サービス需要は増加傾

向にあるものの、PMEA 自身で機械を入手するには商業銀行の融資の機会も少なく高利息なため容

易ではなく、如何に ADERIZ 所有の農業機械台数増強等による農業機械リース事業拡充を通じた

PMEA の農業機械サービスへの拡大が課題となっている。 

このような背景の下、同国政府は農業機械の整備によって PEMA を通じた機械化サービスをさら

に拡大・発展させ、農家の機械化サービスへのアクセス向上に寄与すべく、稲作分野における機

械化サービス向上計画（以下「本事業」という。）を我が国に要請した。 

本事業は 2022 年 7 月の調査段階において正式な要請書がコートジボワール側から提出されて

いなかったことから、我が国が本事業に資すると想定した機材（圃場機材8及び精米調製機材9）を

もとに調査が開始された（表 1-8）。 

 

表 1-8 調査開始当初に想定された整備機材 

分類 番号 機 種 概要 台数 

精
米
調

製
機
材 

1 石抜き機 精白米仕様。処理能力 1.0 トン／時 20 台 

2 色彩選別機 精白米用処理能力最大 2.0 トン／時、エアコンプレッサ 5 台 

3 穀類乾燥機 縦型循環型（30～50 石）、籾殻または軽油／灯油仕様 30 台 

圃
場
機
材 

4 トラクタ(中型) 
30～40 馬力、水田用ロータリ、代かきハロー、水田用車

輪、2 輪ディスクプラウ、トレーラ 
30 台 

5 トラクタ(大型) 

70～80 馬力程度。ディスクプラウ（2 輪か 3 輪）、ディス

クハロー（8 輪 x2）、播種機、トレーラ（コンバイン輸送

可能はサイズ） 

10 台 

6 コンバイン(中型) 70 馬力、刈幅 2000～2500mm 10 台 

7 耕耘機 12～14 馬力、水田用車輪付き、トレーラ 40 台 

- 8 スペアパーツ  1 式 

 

上述の内容を踏まえ、JICA は 2022 年 7月～9月に本事業の概略設計を目的とした現地調査を実

施するために調査団を同国に派遣した。調査の結果、稲作農家は PMEA の農業機械サービスによる

耕耘・収穫作業の需要は高く今後も農業機械の拡充が必要とされる一方、PMEA が所有している農

業機械は老朽化が激しく、台数不足も顕著である事が確認された。このことから、表 1-8 に分類

した圃場機材を調達する妥当性は高いことが確認された。 

一方、精米調製機材に関しては、コートジボワール国内の一部の比較的大規模な精米所におい

て乾燥機が配備されたものの、燃料コストの問題から乾燥機が有効に活用されていない事が現地

調査で確認された。また、乾燥機以外の石抜機、色彩選別機等の精米調製機材に限定して機材整

備を実施した場合、精米の全体的な品質（味、コメ粒が揃っている、白濁粒、砕米、小石など不純

物混入が少ない等）の改善は期待できず、機材投入の事業効果が限定される事が想定され、さら

にこうした現状に加え、最終的には、圃場機材の整備を注力したいとのコートジボワール側から

要請が出された事を考慮すると、精米調製機材を整備する事に対する妥当性は低いと判断した。 

よって、本事業では精米調製工程の機械整備は実施せず、引き続きコートジボワール政府は、

農家や精米業者に対して実施している生籾を乾燥するスペースの建設支援や乾燥用シートの調達

 
8 本報告書では耕耘機、トラクタ、コンバインなどの圃場で活用する機材のことを指す。 
9 本報告書では、籾収穫後の籾乾燥機や精米機器（粗選機、シフター、籾摺り機、精米機、石抜機、光選別機など）を指す。 
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支援等を継続しコメの品質向上対策を行う。 

この調査結果をもとに、JICA 調査団は本事業の監督機関である MEMINADER とその下部組織であ

り本事業の実施機関である ADERIZ と要請機材について協議を行った。 

協議の結果、本事業では上述の通り、精米調製機材に比べ優先度の高い圃場機材に事業を注力

することとした。更に、圃場機材の修理や点検を行うためのモバイルワークショップを整備する

ことにより、これらの圃場機材を持続的に運用できる体制を整備することを方針とした機材構成

として、要請書を提出することで JICA 調査団と MEMINADER 及び ADERIZ は合意し、現地調査後の

2022 年 11 月に、MEMINADER は表 1-9 に示す本事業の機材構成として正式に要請書を提出した。 

 

表 1-9 コートジボワール政府から要請された機材 

番号 機 種 概要 台数 

1 トラクタ（中型） 各種作業機 22 台 

2 トラクタ（大型） 
各種作業機、作物運搬用トレーラ、 

コンバイン運搬用トレーラ 
10 台 

3 耕耘機 作業機 21 台 

4 コンバイン  12 台 

5 モバイルワークショップ  1 台 

6 スペアパーツ一式  1 式 

 

その後、調査団は無償資金協力の活用を前提として、本事業の背景、目的及び内容を精査し、開

発効果、技術的・経済的妥当性の検討を行い、協力の成果を得るために必要かつ最適な事業内容・

規模につき概略設計を行い、概略事業費を積算した。加えて、本事業の成果・目標を達成するた

めに必要な相手国側分担事項の内容、実施計画、運営・維持管理等の留意事項などを検討した結

果、表 1-9 に示す機材構成を基本として本事業を計画した。 

2023 年 1 月に調査団は準備調査報告書（案）の説明のために再度現地へ渡航し、最終的に

MEMINADER、ADERIZ、JICA 調査団との間で本事業の協力内容について合意した（表 1-10）。なお、

現行のリース制度に規定されていない内容として、本事業の機材のリース先選定、リース料金の

決定方法、モバイルワークショップの運用等などがあるが、これらについては、事業開始後にコー

トジボワール側と協議の上で詳細を決定する。 
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表 1-10 概略設計で検討した機材とその仕様 

番号 機 種 概略仕様 アクセサリ 台数 

1 トラクタ（中型） • 40 ps クラス 

• 四輪駆動 

• ロータリ 

• ディスクプラウ 

• ディスクハロー 
25 台 

2 トラクタ（大型） • 70 ps クラス 

• 四輪駆動 

• ロータリ 

• ディスクプラウ 

• ディスクハロー 

• コンバイン運搬用牽引トレーラ 

• 作物運搬用牽引トレーラ 

12 台 

3 耕耘機 • 10～15 ps クラス • ロータリ 

• 牽引トレーラ 

• 鉄車輪 
23 台 

4 コンバイン • 70 ps クラス 

• 普通式 

• クローラ式 

• アルミブリッジ 

15 台 

5 モバイル 

ワークショップ 

• 10ton クラス 

• 4ｘ2（後輪駆動、後

輪ダブルタイヤ） 

• ユーロ 3 以下 

• ディーゼル発電機 

• ガス溶接機 

• エアコンプレッサ 

• メカニックツール 

• 計測器 

• 電動工具 

• パーツクリーナ 

• モノレールクレーン 

• ワーキングテーブル 

• 高圧洗浄機等 

1 台 

6 スペアパーツ一式  1 式 

 

1-3 我が国の援助動向 

コートジボワールの農業セクターに対して、我が国は技術協力プロジェクト PRORIL（2014 年～

2020 年）及び PRORIL2（2021 年～2026 年）を実施している。PRORIL では農作業の機械化の遅れが

耕地利用拡大の最大の障壁になっていることが確認されたため、PRORIL2 では精米業者や PMEA へ

の能力強化を通じた農作業の機械化促進の体制整備を支援している。本事業により整備される農

業機械も PRORIL2 が支援対象としている PMEA 等で利用されることが想定されている。また、これ

らプロジェクトでは PMEA の機械オペレーターの訓練等を実施しており、本事業で整備される機材

の適正かつ有効な活用が見込まれる。 

これまでに我が国が実施した同国農業セクターに対する援助（技協・無償・有償）の実績は表

1-11 の通りである。 
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表 1-11 我が国の対コートジボワール援助（農業セクター） 

 案件名 援助の分類 実施期間 総事業費 相手国機関 

1 

国産米振興プロジェク

ト（フェーズ 2）

〈PRORIL2〉 

技術協力プロ

ジェクト 

2020 年 4 月～

2025 年 4 月 
7.95 億円 

農業農村開発省

(MINADER、現

MEMINADER)、国家コメセ

クター開発機構(ADERIZ) 

2 

技術革新・普及に重点

を置いた産業政策策定

支援プロジェクト 

技術協力プロ

ジェクト 

2015 年 1 月～ 

2017 年 9 月 
3.58 億円 

商工省（旧産業・工業

省） 

3 
国産米振興プロジェク

ト〈PRORIL〉 

技術協力プロ

ジェクト 

2014 年 2 月～

2020 年 3 月 
9.50 億円 

農業農村開発省

(MINADER、現

MEMINADER)、国家稲作開

発機構(ONDR、現 ADERIZ) 

4 農業技術アドバイザー 長期専門家派遣 
2013 年 3 月～

2015 年 3 月 
- 

農業農村開発省

(MINADER、現

MEMINADER) 

5 
小規模灌漑稲作営農改

善計画〈PASEA〉 

技術協力プロ

ジェクト 

2000 年 3 月～

2002 年 3 月 

（中断） 

- 

農業動物資源省

（MINAGRA、現

MEMINADER）、農村開発支

援公社（ANADER） 

6 
中北部地域灌漑農業整

備計画 
無償資金協力 

1997 年度 

1998 年度 
8.00 億円 

農業動物資源省

（MINAGRA、現

MEMINADER） 

7 灌漑稲作機械訓練計画 
技術協力プロ

ジェクト 

1992 年 8 月

～5 年間 
- 

農業動物資源省

（MINAGRA、現

MEMINADER）、食糧開発

公社（現 ANADER） 

8 
農業機械訓練センター

建設計画 
無償資金協力 

1988 年度、

1989 年度 
9.54 億円 

農業動物資源省

（MINAGRA、現

MEMINADER）、食糧開発

公社（現 ANADER） 

 
1-4 他ドナーの支援動向 

1-4-1 他ドナーによる類似案件の実施状況の概要 

本事業と同分野の協力を他ドナーが実施している場合は本事業の計画に影響する事が考えられ

るが、現在、関連事業としてはアフリカ開発銀行（African Development Bank ,AfDB）や農業研

究・支援専門家間基金（Le Fonds Interprofessionnel pour la Recherche et le Conseil 

Agricoles , FIRCA) の事業が実施中であるが、以下の通り本事業と重複している事業はない。 

その一方で AfDB 等、他ドナーが整備した灌漑水田圃場において本事業で整備した機材が活用さ

れることが想定される。 
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1-4-1-1 アフリカ開発銀行（AfDB） 

本事業の対象地域の一つであるベリエ州

では AfDB の資金にてベリエ地域農産業クラ

スター計画（Le Projet de Pôle Agro-

Industriel dans la région du Bélier, 2 

PAI-Belier）が進行中である。 

ヤムスクロに所在するプロジェクト事務

所で事業内容を確認したところ、当該プロ

ジェクトにおいては、トラクタ、コンバイン

等の農業機械の調達や、農家等へのリースま

たは供与を行うことはない10ことを確認し

た。 

 

1-4-1-2 農業研究・支援専門家間基金（FIRCA） 

ヤムスクロに事務所を置く PMEA である FARM BIO 社は、欧州連合（European Union, EU）の資

金が入っている政府系基金 FIRCA からの資金援助を受けて、トラクタ 2 台を購入11した実績があ

る（2021 年）。 

 

1-4-1-3 その他のドナー 

ベリエ州、ベケ州、ヤムスクロに所在するコートジボワール政府系関連機関に対し、本事業と

類似の事業を展開しているドナー等があるかについても聞き取りを行い、調査時点ではないこと

を確認した。 

  

 
10 プロジェクトの HP に映っているコンバインは、HP の見栄えをよくするために、ヤムスクロで農業機械サービスを展開中の

PMEA である Green Control 社が自前で購入した機材を借用したものである。 
11 現地調査時点（2022 年 8 月）ではキャッサバ関連のプロジェクトを展開中であり、この事業の中で調達した機材。 

図 1-2 2 PAI-Belier プロジェクト

ホームページ 
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第 2 章 プロジェクトを取り巻く環境 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 

2-1-1-1 国務・農業農村開発省(MEMINADER)の組織・人員の組織・人員 

MEMINADER は、2022 年 4 月に MINADER から MEMINADER に名称が変更された。図 2-1 の通り、同

省は国務大臣を兼務する農業農村開発大臣の下、主要局である生産・食料安全総局、農村開発・

灌漑管理局、計画・プロジェクト管理及び戦略総局が配置され、地域出先事務所として州レベル

に州支部、県レベルに県支部が設置されている。このうち、特に本事業と関係の深い部局は、農

村開発・灌漑管理局である。 
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2-1-1-2 国家コメセクター開発機構(ADERIZ)の組織・人員 

ADERIZ は、2018 年 1 月に発表された政令 2018-10 号により、国家イネ開発事務局（Office 

National de Développement de la Riziculture, ONDR、2010 年設立）の業務を全般的に引き継

ぐ形で設立された、SNDR の実施機関であり、国務・農業農村開発省の技術監督と予算省の財務監

督を受けている。ADERIZ は、コートジボワール国のコメセクター開発の中心を担う組織であり、

人的リソースの殆どは前身の ONDR から継承しているものの、組織改編により、行政手続きや予算

手続きの点で、民間組織に近い性質を持つこととなり、専門機関としての独立性を保持しつつも

前身 ONDR よりもより柔軟な業務が実施できる体制となった。 

組織構成は図 2-2 の通り、監査顧問の下、総裁を組織の長として、「生産支援部」、「農業整備部」、

「情報システム部」、「開発支援部」、「統計モニタリング/評価部」、「総務・財務部」の 6つの部か

ら構成されている。本事業の実施機関である。 

 

 

図 2-2 ADERIZ 組織図 
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出典：ADERIZ 資料より調査団作成 

：事業対象部署      
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2-1-2 財政・予算 

2-1-2-1 国務・農業農村開発省(MEMINADER)の組織・人員の財政・予算 

本事業の実施機関の ADERIZ の監督機関である MEMINADER の直近 5 年間の年間予算を表 2-1 に

示す。COVID-19 の影響から 2020 年、2021 年については落ち込んでいるものの国家開発計画の「PND 

2021～2025」や「PNIA2 2018～2025」、「SNDR」の計画に従って予算が確保され、おおむね回復傾

向となっている。 

 

表 2-1  MEMINADER の直近 5 年間の年間予算とその傾向 

 
出典：ADERIZ から入手した 2021～2023 年度『BUDGET CONSOLIDE ADERIZ ET PROJETS RATTACHES』（ADERIZ 連結予算・

関連事業）をもとに作成。 

注）2023 年 4月閣議レート（0.20724 円/ F.CFA）を使用して日本円に換算した。 

注）2023 年については、収入に関する入手資料に集計上のミス（ダブルカウント）があり、修正したため、収入合計

と支出合計が一致していない。 

 

2-1-2-2 国家コメセクター開発機構(ADERIZ)の組織・人員の財政・予算 

ADERIZ の直近 3 年間の予算は表 2-2 の通りであり、増加傾向にあり、MEMINADER 同様、2021 年

の国からの助成金（MEMINADER からの予算）（13.2 億円（6,386 百万 F.CFA）が 2022 年は前年度比

318%の増加（42.2 億円（20,357 百万 F.CFA）となっており、2023 年にかけても前年度比 130％の

増加（55.0 億円（26,521 百万 F.CFA）となっている。 

また、ADERIZ 自身が提供したサービスによる収入も増加傾向であり、2022 年は前年度比 260%

（1.9 億円（906 百万 F.CFA）となっており、2023 年にかけても前年度比 117％の増加（2.2 億円

（1,060 百万 F.CFA）となっており、ADERIZ 全体として安定して予算が増加していることが確認

できる。 

  

百万FCFA 千円

2018 142,227 29,475,082

2019 156,091 32,348,212

2020 141,817 29,390,120

2021 136,102 28,205,785

2022 170,167 35,265,422

年間予算
予算年度
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表 2-2  ADERIZ の直近 3 年間の年間予算（収入）とその傾向 

単位：千円 

費目 2021 2022 2023 平均 

ADERIZ の収入合計 3,655,290 6,897,779 8,991,489 6,514,853 

うち国からの助成金 
（下段 :百万 F.CFA） 

1,323,526 4,218,697 5,496,301 3,679,508 

6,386 20,357 26,521  

うちドナーからの助成金 

（下段 :百万 F.CFA） 

2,259,831 2,491,360 3,275,446 2,675,546 

10,904 12,022 15,805  

うち ADERIZ 自身が提供したサービ

スによる収入 

（下段 :百万 F.CFA） 

71,933 187,722 219,742 159,799 

345 906 1,060  

ADERIZ の支出合計 3,655,290 6,897,779 9,031,350 6,528,140 

うち本案件関連支出     

農業機械 227,989 638,519 905,106 590,538 

機器の搬入・搬出 18,246 18,246 18,246 18,246 

維持管理 6,078 6,078 9,186 7,114 

継続的な職業訓練 2,097 1,890 1,890 1,959 

ナショナルスタッフの直接報酬 334,071 342,425 419,004 365,167 
出典：ADERIZ から入手した 2021～2023 年度『BUDGET CONSOLIDE ADERIZ ET PROJETS RATTACHES』（ADERIZ 連結予算・関連事

業）をもとに作成。 

注：2023 年については、収入に関する入手資料に集計上のミス（ダブルカウント）があり、修正したため、収入合計と支出

合計が一致していない。 

注：2023 年 4月閣議レート（0.20724 円/ F.CFA）を使用して日本円に換算した。 

 

表 2-1 で示した MEMINADER の予算の内、ADERIZ の予算として占める割合は、2021 年、2022 年

は 5～10%前後を占め安定して予算が配分されている。 

 

2-1-3 技術水準 

2-1-3-1 実施機関の機材運用に関する技術水準 

「2.2 プロジェクトサイト及び周辺状況」に示す通り、実施機関である ADERIZ は所有する農業

機械を用いた直接的な農業機械サービスの提供は行っていない。その為、農業機械を直接的に運

用する体制・技術は備えていないが、農業機械の運用を適切に行う事が出来る PMEA を認定する能

力、制度設計能力、PMEA の監督能力はこれまでの経験（2012 年～2018 に実施した農業組合への

リース事業）、現在実施中の技術協力プロジェクト PRORIL2 からの継続的な助言を踏まえ、発展途

上ではあるものの確実に、その能力を向上させている。 

これらの経験を生かして、本事業で機材が整備されることが想定される 2024 年には今より更に

能力が向上し、適切に運用されることが想定される。 

 

2-1-3-2 実施機関の機材維持管理に関する技術水準 

ADERIZ は農業機械の維持管理に関しても運用と同様、直接的には行っておらず、PMEA が行って

いる維持管理を監督している。具体的には、定期的に ADERIZ の担当者を農業機械のリースを受け

ている各 PMEA に派遣し、維持管理状況を監督している。 

ADERIZはメーカーの正規代理店の整備工場がある事の重要性を理解しており、現在 PMEAにリー

スされている農業機械のうち、修理等にある程度の技術力を必要とする農業機械（トラクタ、コ

ンバインなど）に関しては正規代理店の整備工場があり迅速に部品を調達できるメーカーを採用
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している。ADERIZ の担当者は、これらのメーカー正規代理店と常日頃から密接に連絡を取り、維

持管理を行いやすい体制を確保している。 

その為、PMEA は地域の一般的な農業機械や建設機械等の修理工場等で対応できない修理の場合

は、必要に応じて正規代理店に修理の依頼や部品発注をして農業機械を維持管理している。 

よって、本事業においてもコートジボワールにメーカーの正規代理店の修理工場が整っている

メーカーを選定することにより、整備機材を継続的に維持管理することが可能であると想定され

る。 

 

2-1-4 既存施設・機材 

本事業の実施機関である ADERIZ は、耕耘機、トラクタ、コンバイン等の農業機械を保有、維持

管するための施設、および圃場等での直接的な運用に係る体制は有しておらず、これまでに調達

した農業機械は、コメ生産者組合、PMEA 等にリースもしくは売却している。 

なお、現在 ADERIZ が実施している PMEA への農業機械リース事業に関する詳細は「2.2.1 関連

インフラの整備状況」で説明する。 

 

2-2 プロジェクトサイト及び周辺状況 

2-2-1 関連インフラの整備状況 

2-2-1-1 中小農業機械サービス企業（PMEA） 

(1) PMEA の概要 

ADERIZは 2012年～2018年に実施したコメ生産者組合への農業機械リース事業の失敗の経験

から、近年では、ADERIZ が調達した農業機械を民間の賃耕サービスを提供する PMEA にリース

する制度を通じ、コメ農家への農業機械サービスの提供を行っている。 

PMEA に関する制度は 2018 年に制定されたものの、本格的に事業が稼働したのは 2020 年末

になってからである。 

ADERIZ が設定した認証基準を満たした農業機械サービスを提供する中小企業は PMEA と呼称

され、PMEA に登録されるためには、その企業は有限会社（Société à Responsabilité Limitée, 

SARL）もしくは公開有限会社（Sociétés anonymes, SA）で、法的に認められた企業である必要

がある。 

なお、PMEA への登録料は年間 50,000 F.CFA である。 
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(2) PMEA の認定基準 

ADERIZ が定めた PMEA の認定基準は表 2-3 の通りである。 

 

表 2-3 PMEA の認定基準 

1. 構造的基準 

- 合法的に設立されている（株式会社、有限会社等として、登記（商業登記等）されており、税務

申告を行っている。財政的・社会的な合法性の証明書を提示できる）。 

- これまで実施して来た農業機械サービスの活動報告が存在する。 

- 資金力の担保を証明できる。 

2. 組織に関する基準 

- これまで農業機械サービスを農家に提供している。 

- 農業機械・機械の安全な保管場所がある。 

- 適切に整備された整備工場およびワークショップがある。 

- 農業機械の維持管理・修理サービスを実施している。 

- スペアパーツの倉庫がある（自社または代理店との契約）。 

3. 人材に関する基準 

- 会社経営に関する有資格者が在籍している（マネージャー、会計、等）。 

- 最低限必要な技術者が在籍している。 

- 有資格の貨物車両の運行管理者（農業技術者資格）が在籍している。 

- 有資格の機械整備士（機械/電気機械技術資格）が在籍している。 

- 有資格の機械工/運転手、オペレーター（同分野での現場実績あり）が在籍している。 

※参考資料：ADERIZ 作成プレゼンテーション資料『BONNES PRATIQUES EN MECANISATION DANS LA 

RIZICULTURE IVOIRIENNE :CAS DES PRESTATIONS DE SERVICES MECANISES』を基に調査団作成。 

 

上記のとおり、本資料では整備工場を設けることや、有資格の機械整備士が在籍しているこ

となどが示されているが、PMEA による農業機械サービス事業はスタート間もないこともあり、

過度に厳格な認定基準を設けると、登録可能な PMEA 数が極端に少なくなってしまうため、上

記の認定基準は緩和（整備工場はなくても可とする等）の上、運用されているのが実情である。 

 

(3) PMEA に認定された場合の優遇措置 

ADERIZ により PMEA に認定された企業は以下の 4 つの優遇措置が得られる。一方で、ADERIZ

によりリースされた農業機械は稼動状況などモニタリングされることとなる。 

 

① 農業機械のリース費用の支払い方法としては、農業機械の種類ごとに支払の期間や支払

金額が異なり、それぞれ、ADERIZ が設定したリース総額をもとに 2、3，4，5 年に分割し

て機材費を支払うプランが設定されている（「表 2-4 ADERIZ の農業機械リース単価表」

参照）。 

支払いは年 2 回あり、例えば 2 年間払いの場合であれば初めの 1 年目に 2 回、翌年 2 回

の合計 4 回に分けて支払うこととなる。 

これら分割払いに対して金利が発生しない優遇措置が取られる。 

図 2-3 にコンバインを 4年支払い（年 2回、2 回×4 年＝合計 8 回払い）でリースした際

の標準的な支払い例を示す。 
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図 2-3 PMEA リース費用に支払いイメージ 

 

② PMEA は、リース料総額の支払いが完了した時点で農業機械を返却するか、もしくは一定

の追加費用を支払う事により、農業機械を買取りするかを選択できる。 

③ メーカー正規代理店とのアクセス支援。 

④ 金融機関からの資金援助の優遇サービス。 

 

(4) リース費用とその支払い 

1) PMEA へのリース費用と支払いシステム 

ADERIZ から登録を受けた PMEA に対して農業機械がリースされる際には、PMEA がリースを希

望する農業機械リストを ADERIZ が審査し、リースする農業機械が決定される。契約書にはリー

スする農業機械のリストが明記されるとともに、各農業機械のリース費用の支払いスケジュー

ルも明記される。 

一方、PMEA が農家へ機械サービスを提供する際のサービス料金は、契約書の「付属書 2：提

供サービス料金表」として、ADERIZ が設定した各農業機械の推奨料金が添付されているが、実

際に各農家が PMEA に支払うサービス料金は、作業規模、対象圃場の立地、作業環境（土質等）

を踏まえ、PMEA と農家が協議の上、設定されている。なお、PMEA は、農家から農業機械サービ

スの依頼を受けた際には、まず、対象圃場の現地踏査を行い、GPS を使用して対象面積の計測

を行うとともに、対象圃場へのアクセス、圃場の土質等を確認の上、サービスに係る契約書案

を作成している。 

以上のように、PMEA と農業機械サービスを希望する農家との契約書案の作成前に、PMEA に

よるサービス対象圃場の現地確認の実施とそれを踏まえた、サービス料金の設定・協議が行わ

れており、市場価格が適切に反映される運用形態となっているといえる。 

2021 年から開始された認定 PMEA への農業機械のリース事業では、リースする農業機械ごと

の基準単価、支払いサイクルが表 2-4 のとおり設定されている。なお、これら、基準単価、支

払い回数は適宜見直され表 2-4 は 2022 年時点の基準単価表となる。 

B1 

1 年目支払い 2 年目支払い 

リース料総額（基準機械単価※） 

A+C=2,760,000+15,640,000 

=18,400,000 

3 年目支払い 4 年目支払い 

A 

A=預託金と 

前払金※ 

15% 

2,760,000 C=リース料総額-預託金と前払金 

=15,640,000 

Bn=C/支払いサイクル 

=15,640,000/8 回 

=1,955,000 

B2 B3 B4 B5 B6 B7 B8 

通貨：F.CFA 

※表 2-4 ADERIZ の農業機械リース基準単価表（2022 年版）参照 
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表 2-4  ADERIZ の農業機械リース基準単価表（2022 年版） 

      機材名 
項目 

トラクタ 
+アクセサリ 

コンバイン 
ミニ 

コンバイン 
脱穀機 刈取り機 

基準機械単価 
（F.CFA） 

26,004,400 18,400,000 3,200,000 2,400,000 2,400,000 

預託金と前払
金 

15 % 15 % 15 % 15 % 15 % 

支払いサイク
ル 

5 年（10 回） 4 年（8 回） 3 年（6 回） 2 年（4 回） 2 年（4 回） 

※契約書（ADERIZ-PMEA）を参考に調査団作成 

 

例えば、ある PMEA が ADERIZ より、ミニコンバイン 4 台を借りる場合のリース料金の支払い

は表 2-5 のようになる。 

 

表 2-5 PMEA から ADERIZ へのリース料の支払いサイクル（ミニコンバインの例） 

単位 F.CFA 

総支払額 
預託金と

前払金 

1 年目 2 年目 3 年目 

1 回目 2 回目 3 回目 4 回目 5 回目 6 回目 

12,800,000 1,920,000 1,813,333 1,813,333 1,813,333 1,813,333 1,813,333 1,813,333 

 

農業機械のリース料金は、現金、小切手、振込みの 3 種類から選択できるが、万が一リース

料金の支払いが滞れば、これらの農業機械は ADERIZ から差し押さえられる事になり、更にそ

の企業が倒産した場合は機材を元の通りにして返却する義務がある。 

 

2) PMEA へのリース状況と支払い状況 

各 PMEA から提出されたリース希望農業機械リストを ADERIZ 内で審査の上、ADERIZ - PMEA

間で締結される契約書を根拠として、ADERIZ から PMEA に農業機械がリースされる。表 2-6 は

現地調査時点（2022 年 8 月）に ADERIZ より入手した最新の PMEA リストと各 PMEA の支払い状

況を示したものである。 

  



  

29 

 
表 2-6 PMEA へのリース状況と支払い状況 

PMEA 

番号 
PMEA の名称 法的地位 

支払済額 

（F.CFA） 

1 AFRICA AGRECO SARL※ 5,994,200 

2 AGRITEC GIA SARL 0 

3 AGRO-KROBIS SARL 8,094,100 

4 AGRONEGOS SARL  

5 CAP BERE SARL SARL 11,379 900 

6 LES ENTERPRISES DU SOLEIL (CI MOTORS) SARL 7,882,050 

7 FERM BIO SARL 590,000 

8 GBEKE PREST AGRI SARL 0 

9 GRACE AGRICOLE COTE D’IVOIRE (GRACI) SARL 4,224,625 

10 MECA PREST INTER SARL SARL 0 

11 PAYSAN AUTONOME SARL 0 

12 SAMI (SOCOM CI) SARL 0 

13 SIMA PREST (AMC) SARL 8,362,050 

14 SIPSA SARL 8,764,400 

15 SYLLA PRESTATION  630,000 

16 GREEN CONTRÔLE  1,380,000 

17 DH AGRICULTURE  1,554,375 

18 LOCAGRI EXPERTISE SARL 0 

19 PRO AGRI MECA  0 

20 SUN OF RICE  2,460,000 

21 COGESI SARL 0 

22 EPAMIC SARL 0 

23 STAR HOUSE COTE D’IVOIRE SARL 0 

24 LA MAISON DU PLANTEUR  0 

※SARL : Société à Responsabilité Limitée（有限責任会社） 

 

(5) ADERIZ と PMEA の契約条件 

2021 年から実施されている ADERIZ と PMEA との間のリース契約では、ADERIZ が作成した契

約書標準フォーマットをベースに契約書が作成される。契約書は附属書を合わせ、19条（契約

により若干の増減あり）からなる本文と 5 種類の付属書からなる。表 2-7 に、条項および付属

書のタイトルを示す。 
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表 2-7 契約条項と附属書 

契約書本文 

第 1 条 ：契約書の構成と位置づけ 

第 2 条 ：目的 

第 3 条 ：農業機械の説明と状態 

第 4 条 ：農業機械の使用 

第 5 条 ：サービスの対象地域 

第 6 条 ：リース料金と支払い条件 

第 7 条 ：預託金および前払金 

第 8 条 ：契約期間 

第 9 条 ：農業機械のメンテナンス 

第 10 条：農業機械の購入 

第 11 条：農業機械の返却 

第 12 条：協定の履行状況のモニタリングおよ

び評価 

第 13 条：貸主による追加サポート 

第 14 条：両契約当事者の関係 

第 15 条：不可抗力 

第 16 条：解約  

第 17 条：紛争解決および準拠法 

第 18 条：通知等の送付先住所 

第 19 条：附属書リスト 

付属書 

付属書 1：農業機械のリース開始時の状態報告書 

付属書 2：PMEA が農家に対して提供する機械化かサービスの各機材の料金表 

付属書 3：各機材の支払支払いスケジュールと支払額の一覧表 

付属書 4：モニタリング評価の書式 

付属書 5：リース機材のメンテナンスに関する記録用紙 

 

巻末「資料 6. ADERIZ と PMEA の契約条件に関する概要」に、上記 19 条の、各条の記載内

容の概要を示す。 

 

(6) PMEA のサービス地域について 

現地調査時（2022 年 8 月）に実施した、PMEA や ADERIZ へのインタビューで、PMEA がサービ

スを実施する地域を頻繁に変更していることが確認された。サービスを実施する地域を変更す

る主な理由は以下の通りである。 

 

① 民間企業であるため競争力の劣る企業は他の地域に移る。 

② 稲作だけではなく、メイズや木綿栽培が盛んである地域では農業機械の需要に合わ

せてサービス対象地域を変更することがある。 

③ 事業拡大でサービス地域を拡大することがある。 

④ 収益が見込めない地域ではその地域から撤退することがある。 

 

(7) PMEA に登録されている企業とその概要（2022 年 8月準備調査時点） 

2022 年 8 月の調査時点で PMEA に登録されている企業のうち本事業の対象地域のベケ州、ベ

リエ州、ヤムスクロで農業機械サービスを実施している企業の概要を表 2-8 に示す。 
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(8) PMEA に登録申請中の団体 

現地調査時点（2022 年 8月）で PMEA に登録されている企業は表 2-8 の通りであるが、現在、

サカス・コメ生産者組合（CORISAK）が、PMEA に登録申請をしていることを確認する事ができ

た（2022 年 8 月の調査時点）。サカス・コメ生産者組合（CORISAK）は組合の圃場 450ha に加え、

周辺には約 1,000ha の圃場があり組合としては将来 PMEA に認定されればこれらの圃場で農業

サービスを実施する事が可能であるとしている。 

 

(9) PMEA に配備されている圃場機材の概要 

現地調査時点（2022 年 8 月）に確認した、各 PMEA が所有している現有機材のうち耕耘機、

トラクタ、コンバインに関して台数、コンディション等について整理・分析する。 

 

1) 耕耘機 

表 2-9 に PMEA が所有する耕耘機のリストを示す。 

表 2-9 から稼働状況に着目すると、各 PMEA が所有する

耕耘機の稼働率は図 2-4 の通り、67%である。 

機材の状況の傾向として、3 点あげる事が出来る。 

一つ目の特徴としては、PMEA 番号 2 の「Garage Ivoire 

Agri (G.I.A)」や、6の「CI-MOTORS CORPORATION」は、農

業機械の販売を行っている農業機械の代理店を起源とする

PMEA であり、これらの PMEA は代理店が持つ維持管理能

力を生かして、製造後 5 年以上経過している農業機械

にもかかわらず稼働状態を維持している。中には製造

から 10 年以上経過した機体も稼働中であることが確

認できる（稼働状況などの詳細については、巻末資料

「7.添付図表」を参照）。 

適切な維持管理を行う事で耕耘機を長期間運用する

事が可能であることが確認できる。 

二つ目の特徴としては、図 2-5 の通り、中国以外の

日本やブラジル、インド等の農業機械メーカーで製造

された製品の稼働率が 75%であるのに対し、中国メー

カー製の耕耘機の稼働率は58%と著しく低いことが確

認できる。 

特に中国 YITWO 社製の耕耘機は 8 台中 5 台が稼働で

きない（稼働率 37%）状況にあり、同じく他の中国メー

カー製の耕耘機（稼働率 67%）であっても稼働率に差が

あることが確認できる（図 2-6）。 

なお、日本メーカー製に関しては、製造年式が浅い

ことも有り稼働状況が良好な結果であると思われ、今

後の運用状況により特徴が確認できると思われる。 

 

36台
67%

18台
33%

稼働中の耕耘機
稼働できない耕耘機

図 2-4 PMEA が所有する耕耘機の稼働率 

中国メーカー; 
15台; 58%

中国メーカー; 
11台; 42%

中国以外の
メーカー; 
21台; 75%

中国以外の
メーカー; 7

台; 25%

稼働中 稼働できない

図 2-5 メーカー毎の稼働率の違い 

中国
YITWO
社; 3台; 

37%中国
YITWO
社; 5台; 

63%

それ以外
の中国
メー

カー; 12
台; 67%

それ以外
の中国
メー

カー; 6
台; 33%

稼働中 稼働できない

図 2-6 中国メーカー毎の稼働率の違い 
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表 2-9 PMEA が所有する耕耘機 

 
注：「8.Gbeke Prest」は調査の協力を得る事が出来なかった。 

詳細なデータは巻末「資料 7. 添付図表」参照 
 

2) トラクタ 

表 2-10 に PMEA が所有するトラクタのリストを示す。 

表 2-10 からトラクタの稼働状況に着目すると、各 PMEA が所有するトラクタの稼働率は図 2-

7 の通り耕耘機に比べ高く 78%である。 

高い稼働率の理由としては、トラクタは耕耘機と異なり「CI-MOTORS CORPORATION」、「SIMA 

PREST」等の資本力が高く、維持管理能力が高い大規模な PMEA が数多くの台数を運用している

ことが影響していると考えられる。 

また、稼働できないトラクタのうち、「MASSEY FERGUSON」、「McCORMICK」、「河南千里機械有限

公司」社製に関しては代理店が脆弱もしくは存在しない為、部品調達が困難なことが原因で稼

働できない状態であり農業機械を運用する上で、現地代理店の存在は重要となる。 

なお、「CASE」、「NEW HOLLAND」「JOHONE DEER」の欧米製のトラクタのうち数台が稼働できな

い状態となっているがこれは調査時、交換部品待ちの機体であり部品交換が終われば稼働でき

る機体である。 

次に、トラクタの採用クラスに着目すると小型の 20ps クラスから、中型の 40ps クラス、大

型の 80ps クラスが多く採用されておおり、一部 100ps を超える超大型の 120ps クラスも採用

されているが、図 2-8 に示す通り本事業では大型と分類している 60～80ps クラスのトラクタ

が半数以上を占めている。 

また、数値としては現れていないが「河南千里機械有限公司」をはじめ、中国製のトラクタ

はボディー剛性が低く操作性が悪いと言った意見もオペレーターからあった。 

稼働状況などの詳細については、巻末資料「7.添付図表」を参照。 

A B C
1 AFRICA AGRECO 2 2 中国

2 Garage Ivoire Agri (G.I.A) 2 2 4 ブラジル

3 AGRO-KROBIS 0
4 AGRO NEGOC 4 4 3 11 日本、ブラジル、中国

5 CAP BERE 4 4 日本

6 CI-MOTORS CORPORATION 3 1 4 中国

7 FERM BIO 0
8 Gbeke Prest 0
9 GRACI (Grace Agricole De Cote D'Ivoire) 2 3 3 8 ブラジル、インド、中国

10 MECA PREST INTER 1 1 中国

11 PAYSAN AUTONOME 1 1 2 4 ブラジル、中国

12 SAMI (SOCOM-CI) 0
13 SIMA PREST 2 1 3 6 日本、中国

14 SIPSA 2 2 中国

15 SYLLA PRESTATION 1 1 中国

16 GREEN CONTROL 3 1 4 中国

99 CORISAK 2 1 3 中国

15 21 18 54合計

PMEA
 No. PMEA 名称

状態

A：Good
B: Possible to use

C: Broken
主な製造メーカー国

所有
台数
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表 2-10 PMEA が所有するトラクタ  

 
注：「8.Gbeke Prest」は調査の協力を得る事が出来なかった。 

詳細なデータは巻末「資料 7. 添付図表」参照 

 
3) コンバイン／ミニコンバイン／刈取り機 

表 2-11 に PMEA が所有するコンバイン、ミニコンバイン、刈取り機のリストを示す。 

表 2-11 から稼働状況に着目すると、各 PMEA が所有するコンバインは稼働間もないことも有

り 49台のうち、47台は稼働している。 

また、15ps クラスの小型コンバインが主流であったが、2021 年以降は小型のコンバインだ

けではなく、日本メーカー製の 70ps クラスの本格的なコンバインの調達が顕著で、収穫・脱

穀作業の機械化進めている事が分かる。 

稼働状況などの詳細については、巻末資料「7.添付図表」を参照。 

 

 

 

A B C
1 AFRICA AGRECO 1 1 2 アメリカ、イタリア

2 Garage Ivoire Agri (G.I.A) 1 1 2 ドイツ、ブラジル

3 AGRO-KROBIS 3 4 1 8 フランス、イタリア、アメリカ

4 AGRO NEGOC 4 1 5 イギリス、インド、中国

5 CAP BERE 0 13 4 17 イタリア、フランス

6 CI-MOTORS CORPORATION 7 3 10 中国

7 FERM BIO 3 3 トルコ、アメリカ

8 Gbeke Prest 0
9 GRACI (Grace Agricole De Cote D'Ivoire) 1 1 イタリア

10 MECA PREST INTER 0
11 PAYSAN AUTONOME 1 1 2 中国

12 SAMI (SOCOM-CI) 6 4 10 アメリカ、中国

13 SIMA PREST 13 9 4 26 アメリカ、イタリア、中国

14 SIPSA 1 1
15 SYLLA PRESTATION 0 イタリア

16 GREEN CONTROL 3 1 4 アメリカ

99 CORISAK 0
21 50 20 91

PMEA
 No. PMEA 名称

状態

A：Good
B: Possible to use

所有
台数

主な製造メーカー国

合計

71台
78%

20台
22%

稼働中のトラクタ

稼働できないトラクタ

図 2-7 採用クラスの比率 

12台
13%

51台
56%

28台
31%

20〜55psクラス

60〜80psクラス

それ以上のクラス

図 2-8  PMEA が所有するトラクタの稼働率 
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表 2-11 PMEA が所有するコンバイン／ミニコンバイン／刈取り機 

 
注：「8.Gbeke Prest」は調査の協力を得る事が出来なかった。 

詳細なデータは巻末「資料 7. 添付図表」参照 

 

4) 脱穀機／選別機 

表 2-12 に PMEA が所有する脱穀機／選別機のリストを示す。 

コートジボワールでは未だ脱穀機による脱穀が中心で多くのPMEAで数多く所有している為、

市場にも交換部品が広く出回り、入手が容易かつ安価である為、必要に応じて部品を交換出来

ている。その為、稼働率は非常に良好である。 

しかし、農業機械の導入後 1～3 年程度しか経過していない機体が多く、農業機械の寿命が

短いことが考えられる。 

また、農業機械のコンディションも最適な状況ではなくとりあえず稼働できる状態の機体が

多いことも特徴である。 

稼働状況などの詳細については、巻末資料「7.添付図表」を参照。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A B C
1 AFRICA AGRECO 8 8 中国

2 Garage Ivoire Agri (G.I.A) 0
3 AGRO-KROBIS 7 1 8 中国

4 AGRO NEGOC 8 2 10 タイ、中国

5 CAP BERE 2 2 日本

6 CI-MOTORS CORPORATION 1 1 2 中国

7 FERM BIO 0
8 Gbeke Prest 0
9 GRACI (Grace Agricole De Cote D'Ivoire) 1 1 2 タイ、中国

10 MECA PREST INTER 0
11 PAYSAN AUTONOME 0
12 SAMI (SOCOM-CI) 3 1 4 日本、タイ

13 SIMA PREST 9 2 11 中国、タイ

14 SIPSA 0
15 SYLLA PRESTATION 1 1 中国

16 GREEN CONTROL 1 1 タイ

99 CORISAK 0
25 22 2 49

主な製造メーカー国

合計

PMEA
 No. PMEA 名称

状態

A：Good
B: Possible to use

C: Broken

所有
台数
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表 2-12 PMEA が所有する脱穀機／選別機 

 
注：「8.Gbeke Prest」は調査の協力を得る事が出来なかった。 

詳細なデータは巻末「資料 7. 添付図表」参照 

 
(10) PMEA のオペレーターの技術力 

以下に PMEA の技術レベルについて整理する。 

 

1) オペレーターのトレーニング経歴 

図 2-9 に PMEA に所属しているオペレーターのうち、

グラン=ラウ農業機械化訓練センター（Centre de 

Formation à la Méchanization Agricole de Grand-

Lahou, CFMAG）でのトレーニングの受講経験者と非受講

経験者について示す。 

PMEA に所属するオペレーターの内、約半数程度が

CFMAG での受講を経験していることが分かる。 

図 2-10 は PMEA に所属するオペレーターの内、CFMAG

でトレーニングを受講したオペレーターと受講してい

ないオペレーターを経験年数で整理した図である。 

オペレーターとしての経験が 3 年未満のオペレー

ターは CFMAG でのトレーニングの受講率は 70％であ

るのに対し、経験が 3 年以上のオペレーターは CFMAG での受講率が 40%と低く、経験が少ない

オペレーターほど CFMAG でのトレーニングを受講して、技術強化を図っていることが分かる。 

各PMEAに所属するオペレーターのうち、基本的に農業機械の操作経験が豊富なオペレーター

は実績で技術力を評価されてリクルートされ採用されている為、CFMAG でのトレーニングは不

A B C
1 AFRICA AGRECO 4 1 5 中国

2 Garage Ivoire Agri (G.I.A) 0
3 AGRO-KROBIS 5 2 7 中国

4 AGRO NEGOC 4 4 タイ、中国

5 CAP BERE 3 1 4 日本

6 CI-MOTORS CORPORATION 2 2 中国

7 FERM BIO 3 3
8 Gbeke Prest 0
9 GRACI (Grace Agricole De Cote D'Ivoire) 1 1 1 3 タイ、中国

10 MECA PREST INTER 0
11 PAYSAN AUTONOME 2 2
12 SAMI (SOCOM-CI) 10 10 日本、タイ

13 SIMA PREST 24 6 30 中国、タイ

14 SIPSA 2 2
15 SYLLA PRESTATION 2 2 中国

16 GREEN CONTROL 3 3 タイ

99 CORISAK 2 2
6 60 13 79

主な製造メーカー国
PMEA

 No. PMEA 名称

状態

A：Good
B: Possible to use

C: Broken

所有
台数

合計

30人
43%39人

57%

講義受講経験者 講義受講未経験者

図 2-9 PMEA 所属のオペレーターの

CFMAG でのトレーニング受講者と未受

講者の割合 
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要であると判断したベテランオペレーターが多いと想定される。 

今後もCFMAGでの技術研修は経験の浅いオペレーターの育成という意味では重要な役割を担

う事となる。 

 

図 2-10 オペレーター歴による CFMAG でのトレーニング受講比率 

 

2) オペレーターが操作可能な農業機械 

図 2-11 は各 PMEA に所属するオペレーター

が操作できる農業機械の割合を示したもので

ある。PMEA が所有している台数が多く汎用性

の高いトラクタや耕耘機を操作できるオペ

レーターが多いことが分かる。また、現時点で

は操作が容易で脱穀作業の殆どを担っている

脱穀機を操作できるオペレーターが多いこと

もわかる。 

一方、現状、所有台数は少ないが現場への配

備が進みつつある本格的なコンバインに関し

てはその台数に合わせてオペレーターの人

数が増加しており、全体の 8％を占めており

今後増員される事が期待される。 

 

3) 農業機械オペレーターとしての経験年数 

オペレーターの技術力の指標として図2-12に各 PMEAに所属するオペレーターの経験年数に

ついて整理する。 

殆どの PMEA で 5 年以上の経験を積んだベテランもしくは自立したオペレーターが所属して

おり、経験年数の多いオペレーターが経験年数の浅いオペレーターに教育する体制が確保され

ている。 

 

70%

30%

オペレーター歴3年未満

受講者割合 未受講割合

40%
60%

オペレーター歴3年以上

受講者割合 未受講割合

43人
32%

31人
23%

10人
8%

11人
8%

38人
29%トラクター

耕耘機
コンバイン
刈り取り機
脱穀機

図 2-11 オペレーターが操作可能な農業機械 



   

38 

 
注：「8.Gbeke Prest」は調査の協力を得る事が出来なかった。 

図 2-12 PMEA に所属するオペレーターの経験年数 

 
(11) PMEA の維持管理能力 

現在 ADERIZ から PMEA にリースされている農業機械は、一部の PMEA ではメーカー推奨のタ

イミングで点検や部品交換が行われているが、多くの PMEA では故障で動かなくなるなど問題

が生じた段階でPMEAのメカニックもしくはPMEAの最寄りにある民間整備工場で修理や部品交

換を行っている。更にこれらの設備で対応できない場合はアビジャン等にある正規代理店に修

理や部品交換を依頼して対応している。現地調査時点（2022 年 8月）において、定期点検と部

品交換を十分に実施している PMEA は限られており、多くの PMEA は故障して初めて修理や部品

交換する体制で維持管理されている。そのため、交換部品の在庫が代理店や民間整備工場にな

い場合は部品をタイムリーに調達できないなど修理に時間を要し、必要な時期に農業機械が稼

働できない為に作期を逃している事例もある。年次点検等の定期点検の必要性に関して本事業

で技術支援の必要がると思われる。 

 

2-2-2 自然条件 

2-2-2-1 地形 

コートジボワールは、地形的には西アフリカ楯状地の中央部南側に位置する。国土は、ギニア

湾沿岸部から内陸に向かって緩やかに標高が増し、南部が海岸平野、中部～北部が丘陵地、西部

の南部～中部は国内最高峰のニムバ山（標高 1,752m）を含む山岳地域となっている。 

本事業の対象地域であるヤムスクロ、ベリエ州、ベケ州は中部に相当し、ヤムスクロで標高182m、

ヤムスクロの北西 100km に位置するベケ州の州都ブアケで標高 312m である。一方、北部の平均標

高は約 600m、西部の山岳地帯の標高は約 1,000m～1,500m となっている。 

対象地域が含まれる中部は、比高差数十 m 程度の起伏を持つなだらかな丘陵地帯で、森林、農
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経験年数 1年以下 経験年数 2〜4年 経験年数 5〜10年 経験年数 15年以上
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業地帯となっている。また、これらの地域は同国最大の河川であるバンダマ川（全長約 700km）の

流域であり、対象地域の灌漑水田の多くは、バンダマ川の支流の周辺部に形成された内陸小低地

（バフォン）（図 2-13）に形成されている。 

内陸小低地（バフォン）とは、穏やかに起伏する準平原地形の低地部であり、河川の川底部と

外縁部からなる。対象地域である、ベケ州、ベリエ州、ヤムスクロが含まれる同国中部では、約

1,100mm～1,300mm の年間降水量があり、雨季には降雨により冠水する内陸小低地の川底部および

外縁部においては、貯水施設を持たなくとも、灌漑稲作が可能である。一方、灌漑用ため池、取

水堰、用水路、排水路等の整備により、乾季の水源を確保し、乾期作が可能となっている地域も

ある。 

 

図 2-13 内陸小低地（バフォン）に整備された近代的灌漑水田 

 
2-2-2-2 気候・気象 

(1) ヤムスクロ 

ケッペンの気候区分ではサバナ気候（Aw）に属し、3月～10 月までが雨季、11 月～2 月が乾

季である。西アフリカの他の多くの都市と同様に、ハルマッタンの影響を受け、乾季の主な原

因となる。雨季は長いが、アビジャンほどの降雨量はない。年間平均降水量は 1,098 mm であ

る。表 2-13 に月ごとの平均気温ほか主要な気象データを示す。 

 

表 2-13 ヤムスクロの気候・気象 

 
Climate-Data.org のテータを基に調査団作成 

 
 

 

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

平均気温 (℃) 27.5 28.1 27.9 27.5 26.7 25.5 24.9 24.7 25 25.4 25.8 26.6

最低平均気温 (℃) 22.7 23.8 24.1 24.1 23.7 22.8 22.2 22.1 22.4 22.6 22.7 22.6

最高平均気温 (℃) 33.3 33.8 33.5 32.7 31.6 29.8 28.8 28.5 29.1 29.8 30.2 31.8

平均降水量 (mm) 23 53 94 117 115 119 95 113 162 124 61 22

平均湿度 (%) 58 63 71 76 78 80 78 79 82 83 81 70

平均日照時間（時間） 7.6 7.1 6.4 5.8 5.3 4.4 3.9 3.1 4.1 4.6 4.9 6.4

乾季 雨季 乾季

出典：南谷 2004 を基に調査団作成 
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(2) ブアケ（ベケ州） 

ケッペンの気候区分ではサバナ気候（Aw）に属し、3月～10 月までが雨季、11 月～2 月が乾

季である。西アフリカの他の多くの都市と同様に、ハルマッタンの影響を受け、乾季の主な原

因となる。雨季は長いが、アビジャンほどの降雨量はない。年間平均降水量は 1,373 mm であ

る。表 2-14 に月ごとの平均気温ほか主要な気象データを示す。 

 

表 2-14 ブアケの気候・気象 

 
Climate-Data.org のテータを基に調査団作成 

 
2-2-3 環境社会配慮 

本プロジェクトは、国際協力機構環境社会配慮ガイドライン上、環境への望ましくない影響は

最小限であると判断されるため、JICA の環境社会配慮カテゴリー「C」に位置付けられる。 

 

2-3 当該国における無償資金協力事業実施上の留意点 

本事業の実施機関を含めコートジボワールの農業セクターに係る我が国の援助は「1.3 我が国

の援助動向」に記述した通り近年、技術協力プロジェクトに関しては実施しているが無償資金協

力事業に関しては、最後の実施から 25 年以上経過しており我が国の無償資金協力の手順を把握し

ていない事が想定される。 

その為、本体事業を担当するコンサルタントは事業の主要な工程で、銀行口座開設、相手国負

担事項実施のための予算確保や実施、輸入時の免税等の諸手続き等に関して適切なタイミングか

つ内容でサポートする必要がある事が想定される。 

 

  

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

平均気温 (℃) 27.3 28 27.9 27.4 26.6 25.4 24.5 24.2 24.7 25.3 26 26.8

最低平均気温 (℃) 20.9 22.5 23.6 23.7 23.3 22.4 21.8 21.7 21.8 22.1 22.2 21.2

最高平均気温 (℃) 34.3 34.6 33.9 32.8 31.6 29.9 28.6 28.2 29.2 30.3 31.3 33.2

平均降水量 (mm) 22 49 98 129 133 146 152 190 228 148 60 18

平均湿度 (%) 42 51 67 74 78 80 81 82 83 82 76 55

平均日照時間（時間） 9.3 8.4 7.2 6.2 5.3 4.3 4 3.5 4.4 4.9 6.1 8.4

乾季 雨季 乾季
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第 3 章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

本事業は、主要稲作地域であるベリエ州、ベケ州及びヤムスクロ特別行政区を中心としたコメ

生産地域において、コメの耕作・収穫農機等の機材を整備することにより、農家の機械化サービ

スへのアクセス向上を図り、もってコメの生産性及び品質向上を通じた、コートジボワールの持

続的な経済成長の推進に寄与する。 

なお本事業では農業機械を安定的かつ持続的にすることを目的としてモバイルワークショップ

を整備する。 

 

3-2 協力対象事業の概略設計 

3-2-1 設計方針 

3-2-1-1 基本方針 

(1) 圃場機材の基本方針 

現地調査の結果からコートジボワールの国産米生産における圃場作業の機械化の重要性は

高い事が確認された。また、ADERIZ は 2020 年以降に自己資金による PUR で調達した圃場機材

の整備を進めているがその台数は十分ではない事も確認された。これらの状況を改善する為に

は耕耘、収穫、脱穀の作業を迅速に行うことを目的として、更なる圃場機材の整備が必要であ

ると言える。圃場機材の整備により、これまで二期作が出来なかった圃場で二期作が可能とな

り対象地域におけるコメの生産量増加と品質向上につながる。 

よって、本事業において圃場機材を整備する方針とする。 

 

(2) 精米調製機材 

本調査開始時点において日本側が想定していた機材に精米調製機材が含まれていたが、現在

コートジボワール国内の一部の比較的大規模な精米所において乾燥機が配備されたものの、燃

料コストの問題から乾燥機が有効に活用されていない事が確認された。こうした現状に加え、

最終的には、コメ生産能力の向上のために本事業を注力したいとのコートジボワール側から要

請が出された事を考慮すると、乾燥機の整備の妥当性は低いと判断した。 

また、コメの品質向上のためには適切な乾燥工程が不可欠であることから、本事業において

乾燥機を整備しない場合、乾燥機以外の粗選機、籾

摺り機、精米機、石抜機、光選別機等を整備したと

しても精米の全体的な品質（味、コメ粒が揃ってい

る、白濁粒、砕米、小石など不純物混入が少ない

等）の改善は十分期待できない。よって本事業にお

いては精米調製機材の導入は実施しない方針と

し、引き続きコートジボワール政府は、農家や精米

業者に対して実施している生籾を乾燥するスペー

スの建設支援や乾燥用シートの調達支援（写真 3-

1）等を継続しコメの品質向上を目指すこととなる。 

 

写真 3-1 コートジボワール政府の補

助金により精米所に整備された生籾乾

燥所と乾燥用シート 

乾燥用シート 
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(3) 維持管理機材 

現在 ADERIZ から PMEA にリースされている農業機械は、一部の PMEA ではメーカー推奨の交

換タイミングで点検や部品交換が行われているが、多くの PMEA では故障で動かなくなるなど

問題が生じた段階でPMEAのメカニックもしくはPMEAの最寄りにある民間整備工場で修理や部

品交換を行っている。更にこれらの設備で対応できない場合はアビジャン等にある正規代理店

に修理や部品交換を依頼して対応している。現地調査時点（2022 年 8月）において、定期点検

と部品交換を十分に実施している PMEA は限られており、多くの PMEA は故障して初めて修理や

部品交換する体制で維持管理されている。そのため、交換部品の在庫が代理店や民間整備工場

にない場合は部品をタイムリーに調達できないなど修理に時間を要し、必要な時期に農業機械

が稼働できない為に作期を逃している事例もある。 

そこで、本事業ではモバイルワークショップを整備して ADERIZ がモバイルワークショップ

で定期的に巡回し、定期点検と部品交換をする事により本事業により整備された機材を運用し

ている PMEA の機材運用を支援し「予防メンテナンス17」を行う維持管理体制を構築して農業機

械の稼働率向上を目指す方針とする。 

 

3-2-1-2 自然環境条件に対する方針 

本事業で計画している機材の仕様検討に関連して特別に配慮すべき自然環境条件（降雨、標高、

気温等）はない為、標準的なモデルを選定する。 

 

3-2-1-3 運営・維持管理に対する方針 

(1) 基本方針 

本事業で整備する機材は ADERIZ が現在運用するリース制度を通じて PMEA にリースされ、

PMEA により賃耕等の機械化サービスが農家等へ提供される。 

本事業の実施機関である ADERIZ には機械化支援課が設置されており、本事業は同課を中

心に実施される予定である。そして、機材リース料金の回収や研修・人材確保のために必要

な予算措置は ADERIZ の総務・財務部が講じる。 

本事業で整備する機材を PMEA にリースする際には、ADERIZ の現行リース制度に準じて

PMEA からリース料金を徴収し、その費用を機材の維持管理の運用資金として積み立てる方針

とする。現在 ADERIZ が運用している PMEA への農業機械リース事業では、PMEA が支払うリー

ス料金の内訳として維持管理費用は考慮されていないが、本事業では PMEA から徴収するリー

ス料金に維持管理経費を含め、管理のための運用資金として積み立てる方針とする。これら

の資金は専用口座を ADERIZ が開設し、整備機材の運用資金として活用する方針とする。 

また、機材をリースする PMEA の選定にあたっては、PMEA の財務状況や農機サービスの実

施状況等を確認の上決定する。機材の適切な維持管理のため、PMEA に対して運用記録の報告

を義務付けるとともに、モバイルワークショップを活用した定期巡回点検の体制を構築する。

これら維持管理に必要な費用は、リース料金から拠出するものとする。 

 

 
17 本調査では車両などに対して、普段から点検やメンテナンスなどをメーカー指定のタイミングに合わせて定期的に行い、故

障の発生確率を低減し車両の稼働率を向上させることを目的として、事前予防を兼ねた整備を行う事を予防メンテナンスと

定義する。 
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(2) 整備機材のリース料金 

ADERIZ から PMEA へのリース料金は、定期点検等を担当するメカニックの人件費やモバイル

ワークショップの燃料費等の運営費、交換部品等の購入費などを考慮して設定する。PMEA から

回収したリース料金は ADERIZ の現行リース制度及び PRORIL2 の実施方法に準じて、本事業専

用の口座に積み立てられ、以下に記載の通り、機材の維持管理等に活用される。なお、PMEA が

農家に提供する機械化サービス価格は、公共サービスとしての観点から、市場価格を過度に上

回らないよう必要な経費を加味した上で標準推奨価格を設定する。 

 

(3) 機材の維持管理 

機材の運用状況の確認のため、ADERIZ の現行リース制度では、PMEA に対して機材ごとに運

用記録（稼働実績やメンテナンス記録）の報告を義務付けており、本事業でも同様に定期的な

報告を必須とする。運用記録の報告がなされない場合、PMEA との契約に基づき ADERIZ は機材

の返還を求めることを契約書に規定する。 

また、ADERIZ は本事業で整備するモバイルワークショップを活用し、PMEA に配備した機材

の巡回定期点検を実施する。定期点検を担当するメカニック 2 名が機材引渡し前までに新たに

ADERIZ にて雇用・配置される予定である。なお、リースされた機材の日常的な点検・故障修理

は PMEA が行い、ADERIZ に対して報告することが義務付けられている。燃料油脂類の交換等の

定期的な維持管理作業は ADERIZ が実施し、さらに、ADERIZ が回収したリース料金を活用して

交換部品等の在庫を確保することで、より迅速かつ適切な維持管理作業を実現する。なお、リー

ス回収金は機材更新に活用することも検討されている。これら維持管理に必要な費用は先方負

担事項として ADERIZ が支出することになっているが、その原資は PMEA から回収するリース料

金とする。 

 

(4) 積立資金の活用例 

PMEA から徴収した費用の活用例として現時点では以下の項目で活用することを想定してい

る。 

1) 定期交換部品調達費用 

ADERIZ と PMEA には機材の「予防メンテナンス」の概念を定着させ、機材が壊れてから初め

て部品を交換するのではなく、メーカーが推奨する交換時期に合わせて事前に部品を交換する

ことにより、長期にわたり農業機械を活用できる体制を構築する。 

これら、交換部品を調達する為に積み立てられた資金を活用する。 

農業機械がリースされる PMEA としてはこれまでと同額もしくはそれ以下のリース料金で部

品交換サービスが付加され、農業機械を安定して運用する事が可能となり、結果安定した収入

を得る事が可能となる。 

農業機械サービスを受ける農家も安定して二期作が可能となり収入の安定化が期待される。 

一方、適切なタイミングで部品を定期的に交換することで農業機械も長期的に活用できるこ

とが期待される。 
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2) モバイルワークショップ運用費用 

本事業では ADERIZ が実施する、PMEA がリースを受けている農業機械の運用支援の為に、モ

バイルワークショップを整備するが、この機材の運用にも積み立てた資金を活用する。 

具体的にはモバイルワークショップの燃料油脂類や交換部品費、搭載工具が老朽化や破損し

た際の置き換え費用、メカニックの人件費などである。 

 

3) 今後調達する農業機械の購入費用 

今後、ADERIZ が農業機械リース事業をさらに拡大するため、農業機械を調達する際に積み立

てられた資金を活用する。 

 

3-2-1-4 交換消耗部品の調達に対する方針 

本事業では、機材整備直後から 1 年間の運用初期に必要となる定期交換部品、消耗部品等を中

心に調達し、整備機材の稼働率向上を図る。本事業では、約 1 年間の稼働（二期作、一期作当た

り 2 カ月稼動、一日あたり 7 時間稼働と仮定：二期作×2 ヵ月×30 日×7時間＝840 時間）を対象

とした定期交換部品、消耗品等を調達する。この 1 年間で部品消費状況を確認し、それ以降はコー

トジボワール側が各メーカー代理店を経由して定期交換消耗部品、消耗部品等の調達を行う事と

なる。 

 

3-2-1-5 機材の品質、基本仕様に対する方針 

本事業で整備する農業機械はこれまでも ADERIZ で運用してきた一般的な仕様の農業機械であ

り特殊な機材は含まれていない。また、ADERIZ が PRORIL2 を通じて調達した農業機械や 2018～

2022 年に自己資金で調達した農業機械は日本および欧州メーカー製のものであるが、ADERIZ はこ

れらの日本・欧州メーカー製農業機械の品質及び操作性を高く評価している。よって、整備機材

は、性能・品質面で優れている日本もしくは欧州メーカーと同等の性能・品質を満足した製品と

する。 

 

3-2-1-6 調達方法に係る方針 

(1) 採用メーカー 

整備機材が故障した際、速やかに代理店からのアフターサービスを受ける事が出来る等機材

の維持管理に配慮して、本事業で整備する機材は、アビジャンもしくはヤムスクロに現地正規

代理店があるメーカーの農業機械を採用することとする。 

 

(2) 調達ロットに係る方針 

本事業による整備予定機材のうちトラクタ（中型）、耕耘機に関しては調達できるメーカー

が限定される為、ロット分けする。ロット分けについては、応札業者の競争性を確保したロッ

ト分け方針とする。ロット分けを表 3-1 に示す。 
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表 3-1 機材調達ロット分け 

調達ロット 機 種 台数 

Lot 1 
トラクタ（中型） 25 台 

耕耘機 23 台 

Lot 2 

コンバイン 15 台 

トラクタ（大型） 12 台 

モバイルワークショップ 1 台 

 

各機材の製造工程は 6～8 ヶ月程度と若干幅があるが、可能な限り機材の引き渡し時期が同

時になるように船積み時期の調整を図る。 

 

3-2-2 基本計画（機材計画） 

3-2-2-1 全体計画 

(1) 圃場機材 

本事業で整備する圃場機材は大きく分類して耕耘機材と収穫機材に分類できる。さらに耕耘

機材に関しては圃場の規模に合わせ、広大な圃場に対しては大型のトラクタ、中規模の圃場に

関しては中型のトラクタ、小規模な圃場に対しては耕耘機を整備することとする。 

さらに圃場規模が広い場合でも水田圃場特有の低い地盤支持力等による劣悪な走行条件（ス

タックなど）を考慮して中型のトラクタに関しては軽量且つ水田圃場での実績の多い防水性に

優れたモデルを採用する。 

 

(2) 維持管理機材 

現在 ADERIZ 含め PMEA には定期点検に必要な維持管理機材が十分に備わっていない。本事業

において維持管理体制を構築する為にモバイルワークショップを整備する。 

 

3-2-2-2 機材計画 

(1) 要請機材の妥当性と方針 

1) 圃場機材 

コートジボワール側と調査団との協議の際、コートジボワール側より要請機材として示され

た機材は、耕耘作業に必要なトラクタ（中型）、トラクタ（大型）、耕耘機に加え、収穫作業に

必要なコンバインであり、これまで記述したとおり、これらの機材の整備により安定的に二期

作が行えることや、籾を山積みにすることによる生籾の発酵が原因による大量廃棄の削減など

コートジボワールにおける稲作に関する課題の解決に関し、これらの機材の投入効果が高いこ

とが期待される為、本事業で機材整備する妥当性は高いといえる。 

耕耘作業の機材としてトラクタ（中型）、トラクタ（大型）、耕耘機の 3 種類の機材が要請さ

れているが、これは圃場規模や土質条件により使い分ける必要がありこれらの 3種類の機材が

要請されている妥当性も高いと言える。 

一方、コンバインに関しては大型のモデルが効率性を考えると有利ではあるが、軟弱な圃場

の土壌条件、圃場までの進入路の状況に加え ADERIZ が PUR で調達したコンバインの実績に配

慮して中型のモデルを採用する方針とする。 
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2) 維持管理機材 

当初日本側が想定していた機材に維持管理機材が含まれていなかったが、整備機材を継続的

に運用し、安定的にコメ生産を実現する為にモバイルワークショップを整備し、整備機材の維

持管理体制を構築する。モバイルワークショップの主な仕様と主な搭載整備機材を表 3-2 に示

す。 

 
 

表 3-2 モバイルワークショップに搭載する主な仕様と搭載整備機材 

主な仕様 概略仕様 

車両本体 

G.V.W 10 ton クラス 

駆動形式 4x2 

ボディー アルミ 

クレーン 2.45 ton(at 3.9m) 

搭載整備機材 

ディーゼル発電機 定格出力：10kVA 

ガス溶接機  

エアコンプレッサ 最高使用圧力：0.95MPa 

メカニックツール、計測器 農業機械用手工具、サーキットテスターなど 

電動工具 電動ドリル、ディスクグラインダーなど 

パーツクリーナ  

モノレールクレーン  

ワーキングテーブル  

作業台 キャビネット、引き出し付き 

高圧洗浄機  

車載水タンク 100Lit 

その他 消火器、ポータブルジャッキ（10ton） 

出典：調査団作成 

 

 

写真 3-2 モバイルワークショップ参考写真 
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(2) 整備機材の配備先と台数に関する方針 

1) 配備先選定の基本方針 

整備される機材は ADERIZ を通して PMEA にリースされることとなる。しかし PMEA は民間企

業であるため、より利益が得られる地域はどこかという観点から、サービス対象地域を変更し、

いくつかの PMEA はよりビジネス環境が整っていると判断した場所に本社・駐機場の所在地を

移動させている（GIA 社、CAP BERE 社等）。本調査の現地調査の時期（2022 年 8月）から実際

に機材が整備される時期までに PMEA のサービス対象地域、駐機場等の整備状況が変わり、本

事業の対象地域から撤退している可能性や新規参入している可能性がある。 

よってこのような状況に柔軟に対応する為、本事業では図 3-1 に示す手順によって事業を進

めていく。 

機材配備先の選定の際には、関心表明を提出した PMEA に対し、最新の事業地域やオペレー

ター雇用者数、財務状況、機材の駐機スペース等を機材整備前に確認する。ADERIZ はコンサ

ルタントとともに選定基準を作成し、これらの情報を収集し、機材の運用・維持管理能力が

より高い PMEA を選定する。 

なお、調査時点において PMEA ではないが実際に調達する時期に PMEA となっている可能性が

ある企業として、調査段階で PMEA に申請している企業やコメ生産者組合も対象 PMEA として検

討する方針とする。よってこのような状況に柔軟に対応する為、本事業では図 3-1 に示す手順

によって事業を進めていく。 

さらに本事業では上記機材に加え適切な運用を可能とするために、訓練専用機材として

CFMAG にすべての機材を 1 台ずつ配備する。 
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図 3-1 準備調査から機材が整備されるまでの機材配備先と台数の選定フロー 

 
2) 圃場機材の配備先と台数 

本調査時点で本事業の対象地域でサービスを行っている、もしくは PMEA に登録もしくは申

請中の企業や団体は表 3-3（現地調査時点（2022 年 8 月）では対象地域外を拠点としているが

今後対象地域への参入を計画している PMEA として 2 つの PMEA を追加）のとおりであるが、こ

れらの企業や団体は ADERIZ が設定した PMEA の認定条件を満足した企業であるが、本事業で整

備する機材を配備する PMEA の認定基準としては、機材の老朽化と盗難を防ぐことを目的とし

て駐機場があることを認定条件に加え、駐機場の規模に合わせて台数決定をする方針とする。 

 

詳

細

設

計

・

調

達

監

理 

準

備

調

査 

PMEA の仮設定 
現地調査時点（2022 年 8 月）において本事業の対象地域であるベケ州、ベリエ

州、ヤムスクロにおいて農業機械サービスを実施している PMEA を選出する。 

整備先と台数の設定 

上記 PMEA のうち、駐機場がある PMEA を配備先とし、最低台数を 1 台と

して駐機場の規模に合わせて機材台数を設定する。 

準備調査の事業費を算定 

PMEA から機材配備先の要望確認 

機材が実際に整備される数カ月前に ADERIZ は PMEA に登録されている企

業から関心表明を取り付ける 

配備先とする PMEA の選定 

関心表明のあった PMEA についてコンサルタントと ADERIZ が最新の在席

もしくは雇用予定オペレーターの人数や資金の収支等、運営状況を分析

して選定 

配備先の最終決定 

選定結果を PMEA に報告しリース契約手続きを進める 

最終機材整備 

準備調査で決められた機材と台数を上記選定した PMEA に配分し機材整備

する 

JICA

へ
の
報
告
と
確
認
・
承
認 

OD/DD 比較 

閣議 

E/N※1、G/A※2 

※1 E/N :Exchange Note、  ※2 G/A :Grant Agreement 
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3) 配備先中小企業機械サービス企業(PMEA)との契約方針（原契約の課題と改善方針） 

基本的には、ADERIZ と PMEA がこれまで行ってきた契約方針を継承する。特に日常点検の

義務や、故障時の対応については PMEA の責任でこれまで通り実施する。 

一方、これまでの契約条項に加え、本事業で整備する機材に関しては以下の点について注

意しながら契約支援を行う。 

現在 ADERIZ と PMEA で交わされている契約の課題としては、特に小規模の PMEA にとって、

現行のリース代金の返済スケジュールでは 1 回の返済額が高額となることが大きな負担と

なっている。 

その為、メーカーが推奨する間隔で、消耗品などの定期交換部品を交換する事が困難な状

態となっている。 

こうした状況を改善するため、本事業で整備する機材に関しては、ADERIZ がモバイルワー

クショップを運用し、定期交換部品の交換をメーカー指定の間隔で行うとともに、簡易な整

備を行う事で整備機材の故障のリスクの低減を図る。これにより、PMEA の維持管理の負担が

低減され、リース代金を契約通り支払う事が出来るようにする。 

なお、定期交換部品の費用やモバイルワークショップによるサービス費用は、ADERIZ と

PMEA との契約時の費用にあらかじめ含むことを検討している。 

また、これまでは実質、新車価格を特別割引価格で購入しそれを分割払いで返済しているよ

うな状態であったが、本事業は無償援助である為、初めの 1年目に支払う初期投資額（＝預託

金 + 前払金+初年度のリース代）も安価にすることを検討している。 

なお、上記の契約に際し、コートジボワール側と契約したコンサルタントは、上述した

ADERIZ と PMEA との契約の支援を行う。 
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械
サ

ー
ビ

ス
対

象
エ

リ
ア

 

（
太

字
は

本
事

業
の

対
象

地
域

を
示

す
）

 
駐

機
場

 
保

有
機

材
 

の
状

況
と

保
管

状
況

 

1
 

A
F
R
I
C
A
 
A
G
R
E
C
O
 
 

サ
カ

ス
（
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、
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ボ
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（
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州
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認

 

5
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L
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0
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収
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さらに現地調査時（2022 年 8 月）に確認した機材の運用状況が適切でない PMEA についても

候補から除外した。その結果、表 3-4 に列記した PMEA に配備することと仮定して計画する。 

 

表 3-4 配備先 PMEA と機材の種類と台数（仮） 

PMEA

番号 
配備先 

機材 

トラクタ 

（中型） 

トラクタ 

（大型） 
耕耘機 コンバイン 

2※1 Garage Ivoire Agri (G.I.A) 1 台 1 台 1 台 1 台 

3※1 AGRO-KROBIS 2 台 1 台 1 台 2 台 

5 CAP BÉRÉ SARL 4 台 2 台 2 台 2 台 

6 CI MOTORS CORPORATION 4 台 1 台 2 台 2 台 

7 FERM BIO 1 台 1 台 4 台 1 台 

9 GRACE AGRICOLE COTE D'IVOIRE (GRACI) 1 台 1 台 4 台 1 台 

14 SIPSA 1 台 1 台 4 台 1 台 

16 GREEN CONTROL 5 台 2 台 2 台 2 台 

申請中 サカス・コメ生産者組合（登録申請中） 5 台 1 台 2 台 2 台 

-- CFMAG※（訓練用） 1 台 1 台 1 台 1 台 

合計 25 台 12 台 23 台 15 台 
出典：調査団作成 

※1現地調査時点（2022 年 8 月）では対象地域外を拠点としているが今後対象地域への参入を計画している PMEA 

 
4) 維持管理機材 

本事業では維持管理機材としてモバイルワークショップの整備を計画するが、本機材は本事

業の対象地域で機材の整備を行う必要がある為、どの対象地域にも近い場所にある必要がある。

上記の条件に加え、モバイルワークショップの駐機場とメカニックが常駐するための事務所、

スペアパーツの部品庫を確保する必要がある。 

これらの条件からヤムスクロにある ADERIZ 種子センター（以下「種子センター」と言う。）

に配備する方針とする。 

 
(3) トラクタ、耕耘機に装着する作業機と運搬トレーラの検討 

1) 作業機と運搬トレーラの選定基本方針 

圃場機材のうち、トラクタ（中型）、トラクタ（大型）、耕耘機に装着する作業機と運搬トレー

ラの選定方針について記述する。 

現在、ADERIZ がリースしているトラクタに装着している作業機と運搬用トレーラの使用目的

と本事業で選定する方針を表 3-5 と表 3-6 で解説する。 

以下に表 3-5 と表 3-6 の補足説明を記述する。 

 

【基本方針】 作業機の選定方針としてはトラクタ（大型）、トラクタ（中型）の 2 機種とも

に同種の作業機をアクセサリとして整備する方針とする。 

【作物運搬用牽引トレーラ】 現地調査中に ADERIZ から要望のあった作物運搬用牽引トレー

ラに関しては収穫した生籾の運搬をする必要がある事から、整備機材に含める方針とする。 

【コンバイン運搬用トレーラ】 コンバイン運搬用のトレーラについては現時点で ADERIZ で

は採用実績はなく、コンバインは低床トレーラで運搬されている。 

しかし、幹線道路から圃場までの道路は狭小かつ悪路であるため大型の低床トレーラでは
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進入が困難であるため、本事業ではコンバインを運搬する為にトラクタで牽引するトレーラ

を整備する方針とする。 

【播種機】 現地調査中に PMEA の関係者から要望の多かった播種機に関しては基本的に陸稲

の播種に目的が限定される為、整備機材から除外する方針とする。 

 

表 3-5 ADERIZ が採用している作業機の作業目的と本事業での整備方針 

作業機 作業目的 整備方針 

ロータリ 

 

耕耘爪を多数配列した軸（爪軸）

をトラクタや耕耘機の PTO24動力で

駆動し、耕耘爪で土壌を砕きなが

ら攪拌する作業機。ディスクプラ

ウと比べると耕深は浅く、草や藁

の埋没効果は少ないが、砕土が細

かく、土壌の均平効果が高い。ト

ラクタは耕耘作業の中では最もス

タンダードな作業機。水田での代

掻きにも利用する。 

様々な圃場に対応可能とする

ためにすべての耕耘機とトラ

クタにアクセサリとして付属

させる方針とする。 

整備する 

ディスクプラウ 

 

ディスクプラウは円板が回転しな

がら土壌の反転を行う作業機であ

り、円板が回転する為、土中に石

や根株等の障害物があっても乗り

越えることができ、反転による乾

土効果や刈り株の埋め戻し効果が

高く、水田の荒起こし作業に適し

ている。 

様々な圃場に対応可能とする

ためにすべてのトラクタにア

クセサリとして付属させる方

針とする。 
ディスクハロー 

 

ディスクプラウの作業後に用い、

土塊をさらに細かく粉砕する為に

用いる。 

整備する 

播種機 

 

トラクタに牽引させて肥料と種子

を播く作業機。 

現地調査中に一部の PMEA 関係

者から要望のあった作業機で

あるが、コートジボワールで

は主に陸稲の播種に活用され

ているため、本事業で整備し

ない方針とする。 

整備しない 

鉄輪 

 

トラクタや耕耘機を使った水田で

の作業時に車両がスタックするこ

とを防ぐ車輪 

水田での代掻き作業では必要

とする圃場が多い為、様々な

圃場に対応できるよう、すべ

ての耕耘機にアクセサリとし

て付属させる方針とする。 

整備する 

出典：調査団作成 

 
24 PTO (Power Take Off)：ドライブシャフトを通して作業機にエンジンの動力を伝える機構 
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表 3-6 ADERIZ が採用している運搬トレーラの使用目的と本事業での整備方針 

作業機 作業目的 整備方針 

耕耘機用牽引トレーラ 

 

耕耘機に牽引させ、荷台

には作業機を積載し、オ

ペレーターは座席に座っ

て圃場まで移動する 

圃場の移動には必須でありすべての耕

耘機にアクセサリとして付属させる方

針とする。 

整備する 

コンバイン運搬用牽引トレーラ 

 

 

 

トラクタに牽引させ、コ

ンバインを運搬する為に

用いるトレーラ。現時点

では ADERIZ では採用さ

れていない。 

本事業で整備するコンバインを運搬す

る為にトラクタにアクセサリとして付

属させる。ただしコンバインの重量か

らトラクタ（大型）でないと牽引でき

ない為トラクタ（大型）にアクセサリ

として付属させる方針とする。 

整備する 

作物運搬用牽引トレーラ 

 

トラクタに牽引させ、主

に脱穀した籾を運搬する

為に利用する。 

本作業機は ADERIZ へのインタビューで

要望のあった機材で、トラクタ（大

型）で牽引することとしてトラクタ

（大型）にアクセサリとして付属させ

る方針とする。 

整備する 

出典：調査団作成 

 

2) 作業機の選定 

表 3-7 に上記方針のもと選定した作業機を示す。 

 

表 3-7 装備する作業機 

機 種 

装着する圃場機材 

トラクタ 

（中型） 

トラクタ

（大型） 
耕耘機 

作業機 

ロータリ 〇 〇 〇 

ディスクプラウ 〇 〇 --- 

ディスクハロー 〇 〇 --- 

播種機 --- --- --- 

鉄輪 --- --- 〇 

運搬 

トレーラ 

耕耘機用牽引トレーラ --- --- 〇 

コンバイン運搬用牽引トレーラ --- 〇 --- 

作物運搬用牽引トレーラ --- 〇 --- 
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(4) 調達機材計画 

表 3-8 に調達機材を示す。 

 

表 3-8 整備機材 

 機 種 概略仕様 アクセサリ 台数 

1 トラクタ（中型） • 40 ps クラス 

• 四輪駆動 

• ロータリ 

• ディスクプラウ 

• ディスクハロー 
25 台 

2 トラクタ（大型） • 70 ps クラス 

• 四輪駆動 

• ロータリ 

• ディスクプラウ 

• ディスクハロー 

• コンバイン運搬用牽引トレーラ 

• 作物運搬用牽引トレーラ 

12 台 

3 耕耘機 • 10～15 ps クラス • ロータリ 

• 牽引トレーラ 

• 鉄車輪 
23 台 

4 コンバイン • 70 ps クラス 

• 普通式 

• クローラ式 

• アルミブリッジ 

15 台 

5 モバイル 

ワークショップ 

• 10ton クラス 

• 4ｘ2（後輪駆動、後輪ダ

ブルタイヤ） 

• ユーロ 3 以下 

• ディーゼル発電機 

• ガス溶接機 

• エアコンプレッサ 

• メカニックツール 

• 計測器 

• 電動工具 

• パーツクリーナ 

• モノレールクレーン 

• ワーキングテーブル 

• 高圧洗浄機等 

1 台 

6 スペアパーツ一式  1 式 

出典：調査団作成 
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3-2-3 調達計画 

3-2-3-1 調達方針 

(1) 事業実施主体 

本事業が日本国政府の無償資金協力により実施される場合の両国関係機関の体制を図3-2に

示す。 

 
図 3-2 事業実施関係図 

 

本事業のコートジボワール側実施機関は ADERIZ である。我が国の無償資金協力の制度に従

い、実施設計及び調達監理は日本法人のコンサルタントが担当し、本事業の機材調達について

も日本法人が主契約者となる。 

 
(2) 相手国政府 

相手国の実施機関は ADERIZ で、整備機材を活用・運営・維持管理するのはリースを受けた

PMEA である。 

 

(3) コンサルタント 

交換公文（Exchange Note, E/N）及び贈与契約（Grant Agreement, G/A）締結後、ADERIZ は

速やかに日本のコンサルタントとの間で役務契約（コンサルタント契約）を締結する。契約し

たコンサルタントは本事業の実施設計、入札図書作成、入札執行補助及び調達監理業務等につ

いてエンジニアリングサービスを提供し、本事業の機材引渡し完了まで責任を負う。 

 

(4) 機材調達業者 

入札参加資格制限付き一般競争入札により、要求された品質・仕様について審査に合格し、

落札した調達業者は、ADERIZ と本事業で計画された機材の調達に関し、契約を締結する。 

 

 

日本国政府 
コートジボワール国政府 

日本法人のコンサルタント 

各契約書の認証 
実施機関 

（ADERIZ） 

交換公文

機材調達契約 

国際協力機構 贈与契約

・実施設計（入札図書作成） 

・入札補助、機材調達監理 

・検収管理 

・操作、取り扱い指導監理 

日本法人の調達業者 

・資機材調達 

・輸送 

・納入、検収 

・操作、取り扱い指導 

コンサルタント契約 

機材調達監理 
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3-2-3-2 調達上の留意事項 

(1) 無償資金協力のシステムについて 

実施機関となる ADERIZ は、近年の我が国の無償資金協力事業の実績がなく、当該事業の概

要、実施手順については、各実施段階で十分説明・協議を行い、遅延や不履行が発生しないよ

うに留意する必要がある。 

 

(2) 輸送期間における機材の破損、紛失等の責任について 

整備予定の機材は、調達国（日本、第三国（インド、インドネシア、タイ、中国を想定）か

ら海上輸送され、アビジャン港で陸揚げされ、通関後、ヤムスクロの種子センター（最終仕向

け地）まで内陸輸送される。 

この輸送期間に関する機材の破損紛失等の責任は、輸送保険を用いて調達業者が負うことと

なる。 

 

(3) 据付工事、初期操作・運用指導における機材の破損、紛失の責任について 

輸送後に行われる、据付工事（機材組立）、初期操作・運用指導中における機材の破損、紛失

等の責任は、工事保険を用い、調達業者が負うこととなる。 

その後、引渡・検収後に所有権はコートジボワール側へ引き継がれることになる。 

 

3-2-3-3 調達・据付区分 

ヤムスクロの種子センターまでの輸送費、荷下ろし時の組立費用を含む機材調達に係る全ての

コストは日本側負担となる。ヤムスクロの種子センターでの機材荷下ろし以降、各 PMEA までの輸

送費等一切の費用はコートジボワール側負担とする。表 3-9 に両国の負担区分を示す。 
 

表 3-9 両国政府の負担区分 

実 施 内 容 

負担区分 

備    考 
日本国 

コートジ

ボワール 

機材調達 機材調達 ○   

海上・陸上輸送 ○  通関場所まで 

通関手続き ○ ○ 免税措置含む 

内陸上輸送 

○  荷揚げ港～ヤムスクロの種子センター 

 ○ 

初期操作・運用指導とソフトコンポーネント時

に利用する為の機材の輸送（ヤムスクロ種子セ

ンターとグラン=ラウにある CFMAG の訓練セン

ターの往復輸送 

車両登録  ○  

初期操作・運用指導及びソフトコン

ポーネント等のトレーニング 
○ ○ 

トレーニング参加者の人件費・旅費、燃料費、

材料費は相手国負担 

機材管理 保管場所  ○ PMEA の保管状況の監督 

運用維持管理  ○ 

• CFMAG によるオペレーター、メカニックの定

期的なトレーニング 

• モバイルワークショップの運用 

日常のトレーニング  ○  

機材維持管理用の専用銀

行口座の開設と運用 
 ○  

機材配備先となる PMEA

の最終決定 
○ ○ 

• 機材調達時に ADERIZ とコンサルが配備先と

なる PMEA を選定し JICA に最終確認をとる 
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3-2-3-4 調達監理計画 

(1) 基本方針 

E/N および G/A 締結後、無償資金協力の枠組みに基づき E/N に示された業務範囲において、

日本法人のコンサルタントがコートジボワール国政府とのコンサルティング業務契約を結び

実施設計および調達監理業務の実施に当たる。コンサルタントは、事業実施の背景、協力内容

の策定に係る概略設計の経緯・趣旨を十分に理解した上で業務に当たることが重要である。 

調達監理者に求められる専門性は、機材の機構や操作方法に明るく、操作指導や点検整備指

導の経験を有することである。特に、コートジボワール側が整備機材を有効かつ長期に渡り使

用していくために、日常点検整備の指導は重要であり、機材に関する知見と経験に基づいた整

備指導が求められる。 

 

(2) 実施設計業務 

実施設計業務の主要内容は次の通りである。 

① 着手協議、現地確認 

② 機材仕様のレビュー 

③ 入札図書作成 

④ 入札図書の説明･承認取得 

⑤ 入札業務補助（公示、図書配布、入札執行、結果評価） 

⑥ 契約促進補助（契約交渉、契約立会い、契約認証手続き） 

 

(3) 調達監理業務 

調達監理業務の主要内容は次の通りである。 

① 機材発注書の発行確認 

② 工場検査・出荷前検査 

③ 船積み前検査（第三者機関へ委託） 

④ 現地事前打合せ（搬入スケジュール、免税措置確認、初期指導実施要領） 

⑤ 初期操作指導・点検整備指導立会い 

⑥ 検収・引渡し 

⑦ 完了報告書の作成 

 

3-2-3-5 品質管理計画 

調達業者が調達した機材が、契約によって定められた品質・仕様を満たしていることを確認す

るために、調達業務の各段階において下記の検査を実施する。 

① 調達業者発行の機材発注書の内容確認 

② 機材製造工場における工場検査・出荷前検査 

③ 船積み前検査 

④ 機材引渡し時の検査 
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3-2-3-6 資機材等調達計画 

(1) 調達先 

本調査では、中国製圃場機材の交換部品の調達性が悪いことが起因して圃場機材の稼働率が

悪くなり農作業に影響を与えている事が ADERIZ や農家、各 PMEA へのインタビューで確認でき

た。 

この主な原因は適切なアフターサービスを提供できる正規代理店が確保出来ていない事に

よる所が大きい。 

よって本事業で整備する機材はコートジボワールのアビジャンもしくはヤムスクロにメー

カー正規代理店があることを調達条件とする。 

本事業ではこの条件を満たすメーカーが製造している圃場機材を選定することとする。 

これらのメーカーがコートジボワール向けに製造している圃場機材の原産国は表 3-10 で示

す通りである。 

 

表 3-10 本事業で整備計画されている機材の調達可能な国とその機材の原産国 

出典：調査団作成 

 

(2) 調達ルート 

1) 輸送概要 

本事業における機材の輸送ルートは図 3-3 のとおり、本邦調達品、第三国調達品、現地調達

品に分類できる。 

最終仕向け地としてはヤムスクロの種子センターとする。現在、ADERIZ がリース用の農業機

材を調達する際には、種子センターを納品場所としており、PMEA は種子センターで機材を受領

している。 

しかし、現地調査時点（2022 年 8 月）に ADERIZ へ聞き取りを行ったところ種子センターは

現在、ヤムスクロ内の別の場所に新設のため移転中で、機材が調達される 2024 年中旬までに

は移転が完了する計画であることが判明した為、本事業では日本側負担による最終仕向け地は

移転後の種子センターとする。 

一方、初期操作・運用指導とソフトコンポーネントはグラン=ラウ（グランド・ポーンツ州）

の CFMAG で行うため、初期操作・運用指導に使用する一部の機材（トラクタ（中型）5 台、ト

ラクタ（大型）2 台、耕耘機 7 台、コンバイン 3 台）と、初期操作・運用指導に加えソフトコ

No. 機材名 
調達可能国 

原産国 
ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ 第三国 日本 

1 トラクタ（中型） インド製が調

達可 

競争性を確

保できるた

め検討しな

い 

タイ製を調達

可能 
インド、タイ 

2 トラクタ（大型） 

3 耕耘機 不可 
インドネシア

製が調達可 
インドネシア 

4 コンバイン 不可 
中国、タイ製

が調達可能 
中国、タイ 

5 モバイルワークショップ 不可 
日本製が 

調達可能 
日本 



  

59 

ンポーネントで使用するモバイルワークショップ 1 台は、グラン=ラウ（グランド・ポーンツ

州）の CFMAG までコートジボワール側負担で輸送する。 

初期操作・運用指導、ソフトコンポーネントが終了後は、CFMAG に配備する機材以外は PMEA

に引き渡すためにヤムスクロの種子セ

ンターへ再びコートジボワール側負担

で輸送される。 

なお、ヤムスクロの種子センターと

CFMAG間の往復輸送はADERIZが所有す

る 5 台のトレーラを用いて実施し、輸

送に係る燃料費や人件費などの費用に

関しても ADERIZ が負担する。 

 

 
図 3-3 輸送ルートの概要 

 
2) 本邦調達品の輸送 

本邦調達品は、メーカー工場より本邦主要港まで陸送され、本邦主要港からは、コートジボ

ワール国のアビジャン港まで、コンテナによる海上輸送となる。複数の海上輸送業者へのイン

タビューによると、各船社ともに準備調査時点においてコートジボワール向けの RORO 船サー

ビスがないことを確認している。また、コートジボワールでは通常の輸出入書類に加え、適合

【内陸輸送】 
最終仕向け地 

ADERIZ 種子センター 

（ヤムスクロ） 

 

ADERIZ に引き渡し後 

PMEA に引渡し 

本邦主要港 

コートジボワール 

アビジャン港 

第三国製品 

製造国主要港 

陸送 

（約 4 日）

（40～50 日) 通関（約 7 日）

（第三国調達品） 

圃場機材輸送日数合計＝約 50 日～65 日 

アビジャン 

代理店 

（
現
地
調
達
品
）

海上輸送

海上輸送

独自ルートにて海上輸送～通関手続きを行う 

（メーカー専用船次第 3 カ月に 1回の定期便）

タイ、インド、
インドネシア、
中国を想定 
30～40 日 

陸送 

（約 3 日） 

※P.D.I：プレ・デリバリー・インスペクション

※P.D.I 

（約 1 週間） 

初期操作指導/ソフトコンポーネント会場 

 グラン=ラウ 

CFMAG 

初期操作・運用指導とソフトコンポーネントに用いる機

材及び CFMAG 配備分はコートジボワール負担でグラン=ラ

ウの CFMAG に輸送 

（ADERIZ のトレーラにて輸送） 

トラクタ（中型）：5 台 

トラクタ（大型）：2 台 

耕耘機：7 台 

コンバイン：3 台 

ﾓﾊﾞｲﾙﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ：1 台 

トラクタ（中型）：4 台 

トラクタ（大型）：1 台 

耕耘機：6 台 

コンバイン：2 台 

ﾓﾊﾞｲﾙﾜｰｸｼｮｯﾌ：1 台 

片道 1 日程度 

（本邦調達品）

写真 3-3 ADERIZ 所有の農業機械運搬用トレーラ 
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性確認検査25（VERIFICATION OF CONFORMITY, VOC）の実施、電子カーゴトラッキングノート26

（Electronic Cargo Tracking Note, ECTN）の発行が必要である。 

アビジャン港で陸揚げ後、通関手続きを行いトレーラにより陸送され、機材は一度アビジャ

ンのメーカー正規代理店まで輸送され、その後ヤムスクロにある ADERIZ の種子センターの機

材置場まで輸送され、開梱、組み立て調整をしたのちにコートジボワール側に引き渡される。 

以上より、これらの機材の輸送に必要な輸送期間は約 50 日～65 日である。 

 

3) 第三国品の輸送 

第三国（タイ、中国、インド、インドネシアを想定）での調達品は、メーカー工場より該当

国の主要港まで陸送され、該当国の主要港からは、本邦調達品と同様、コートジボワール国の

アビジャン港まで、コンテナによる海上輸送となる。本邦調達品の輸送同様、VOC の実施、ECTN

の発行が必要である。 

アビジャン港で陸揚げ後、通関手続きを行いトレーラにより陸送され、圃場機材は一度アビ

ジャンのメーカー代理店まで輸送され、その後ヤムスクロにある ADERIZ の種子センターの機

材置場まで輸送され、開梱、組み立て調整をしたのちにコートジボワール側に引き渡される。 

 

4) 現地調達品の輸送 

本事業で整備される機材のうち一部の機材（圃場機材の一部）はコートジボワール国内の

メーカー正規代理店より調達することが可能である。国内の正規代理店から調達する際は、基

本的にアビジャン市内の正規代理店まで、メーカーの独自ルート（3 カ月に一度の定期便）に

より輸送され、正規代理店の整備工場でメーカー独自基準による機材の調整や検査（Pre 

Delivery Inspection, P.D.I）を実施したのち、その後ヤムスクロにある ADERIZ の種子セン

ターの機材置場まで輸送され、開梱、組み立て調整をしたのちにコートジボワール側に引き渡

される。 

 

3-2-3-7 初期操作指導・運用指導計画 

機材引き渡し時にメーカーエンジニアによる初期操作・運用指導を実施する。以下に実施工程

を示す。 

(1) トラクタ、耕耘機 

1 日目：機材概要、各種機能、構造説明、安全運用の座学 

2 日目：メンテナンス維持管理、トラブルシューティングに関する座学 

3 日目：メンテナンス維持管理、トラブルシューティングに関する実技 

4 日目：圃場実技、安全運用実技 

 

 

 
25 輸出する製品が輸入国法制度／管理当局の基準に適合していることを第三者機関が確認するプログラムであり、目的は製品

の安全性、消費者保護、品質基準の統一、通関手続きの簡略化、不正競争の防止、模造品の検出のために実施する。本制度

で発行される証明書が現地通関で必要となる。 
26 検査では、検査依頼書と共に輸出者から提出される Pro-forma Invoice、その他の関係書類のチェック、現品のチェックを

通じて、取引の対象となっている商品が、コートジボワールの標準あるいは地域・国際標準に照らして、これをクリアして

いることの確認が行われる。同時に貨物の船積から揚港到着までの予定ルートの特定も行われる。 



  

61 

(2) コンバイン 

1 日目：機材概要、各種機能、構造説明、安全運用の座学 

メンテナンス維持管理、トラブルシューティングに関する座学と実技 

圃場実技、安全運用実技 

 

(3) モバイルワークショップ 

1 日目：車両本体、搭載機材の構成等概要説明 

2 日目：搭載機材の使用方法に関する座学 

3 日目：搭載機材を用いた実技訓練 

 

3-2-3-8 ソフトコンポーネント計画 

本事業で整備計画しているモバイルワークショップと CFMAG の設備を活用して機材維持管理体

制の確立を目的としてソフトコンポーネントを実施する。 

 

(1) ソフトコンポーネントの目的 

ソフトコンポーネントの目的としては、モバイルワークショップを活用した整備機材の維持

管理体制の確立を目指している。 

本事業ではモバイルワークショップが整備計画されており、この機材を活用して維持管理を

行うために ADERIZ が 2 名のメカニックを新規採用する事となっている。この 2 名のメカニッ

クに加え、CFMAG のメカニック系教職員向けに「機材維持管理体制の確立」を目的としたソフ

トコンポーネントを実施し、本事業で整備計画しているトラクタ、耕耘機、コンバインの稼働

率を向上させ事業目的が確実に達成されることを目指す。 

 

(2) ソフトコンポーネントの成果 

ソフトコンポーネントの成果としては、以下の 3点を成果とする。 

 

① 維持管理機材の運用方法に関する知識の習得を成果とする。 

② コートジボワール側負担事項として事前に準備しているコンピューターを活用して、

日本人技術者が事前に国内で作成した機材運行台帳と定期交換部品の管理台帳を活

用して部品管理や機材運用のノウハウを習得する。 

③ 定期点検と定期的な部品交換の重要性について学び、機材の稼働率向上を目指す。 

 

(3) ソフトコンポーネントの実施場所 

ソフトコンポーネントの実施場所は、整備工場、試験圃場、教室津の設備が充実した CFMAG

の施設（整備工場、教室）で実施する。 
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(4) ソフトコンポーネントの活動内容 

ソフトコンポーネントの活動内容について座学と実習に分類して説明する。 

1) 座学 

座学の活動内容は以下の通り。 

① 共通する機材の主要ユニットのメカニズム理解と基本的な点検整備手法の習得。 

② モバイルワークショップに搭載されたメンテナンス機材に係る基本知識の習得。 

③ 機材運行台帳や部品台帳等を活用した機材管理能力の習得。 

④ PMEA の機材運用状況に応じた ADERIZ によるモバイルワークショップの運用計画や実

施方法に関するノウハウの習得。 

2) 実習 

座学の活動内容は以下の通り。 

① モバイルワークショップを活用して圃場機材の維持管理の訓練を実施する。具体的に

は現在 CFMAG が所有する老朽化した圃場機材（故障したエンジン、トランスミッショ

ン等）を教材として機材修理、点検の訓練を実施する。 

3) その他 

その他の活動内容は以下の通り。 

① ソフトコンポーネントの実施にあたり現地代理店から PMEA の維持管理上の課題点等

の情報を収集しソフトコンポーネントの実施を効果的に進める。一方、ソフトコン

ポーネントで得た維持管理に関する課題等については可能な限り代理店へ提供し、今

後の PMEA の活動が円滑になるよう促進する。 

 
(5) ソフトコンポーネントで用いる教材 

ソフトコンポーネントで用いる教材について座学で活用する教材と実習で活用する教材

に分類して説明する。 

 
1) 座学用教材 

座学用教材として以下の教材を活用する。 

  オリジナル教材（日本国内にて作成） 

  各機材のオペレーションマニュアル、メンテナンスブック、パーツカタログ 

 

2) 実習用教材 

実習用教材として以下の教材を活用する。 

  本事業で整備するモバイルワークショップ 

  CFMAG にある老朽化して使えなくなった圃場機材（壊れたエンジン、トランスミッショ

ン等を使って実習） 

 

(6) ソフトコンポーネントの実施体制 

ソフトコンポーネントの実施体制について日本側とコートジボワール側に分類して説明

する。 
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1) 日本側 

ソフトコンポーネントの日本側の実施体制は以下の通り。 

 

① 業務主任 

活動内容：ソフトコンポーネント全般の確認、成果品の校閲、検査、試験結果の分析

と対策、工程監理 

配置期間：国内（0.35M/M）、現地（0.30M/M）→合計 0.65M/M 

 

② 技術者（維持管理機材） 

活動内容：維持管理機材に関するマニュアル作成、座学、実技指導 

配置期間：国内（0.75M/M）、現地（0.90M/M）→合計 1.65M/M 

 

③ 現地傭人（補佐、仏語通訳） 

活動内容：技術者（維持管理機材）の通訳及び小テスト採点、講義準備等の調整 

配置期間：17日 

 

2) コートジボワール側 

ソフトコンポーネントのコートジボワール側の実施体制は以下の通り。 

 

① トレーニング支援（受講者招集、教室、試験圃場の確保、燃料などの確保、各種連絡） 

対象者：ADERIZ 職員、CFMAG 教員 数名 

期間：約 1ヵ月 

② ソフトコンポーネントの受講 

対象者：ADERIZ 職員、CFMAG 教員 数名 

期間：約 1ヵ月 

 
(7) ソフトコンポーネントの実施期間 

ソフトコンポーネントの実施期間は 27日間を想定している。 
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3-3 相手国側分担事業の概要 

本事業が我が国の無償資金協力で実施される場合のコートジボワール側分担事業は、以下のと

おりである。 

 

3-3-1 銀行取極め、支払授権書の発給 

日本国内の銀行にコートジボワール国名義の口座を開設し、当該銀行に対して支払授権書を発

給する。さらに銀行取極（Banking Agreement, B/A）に基づき、支払授権書（Authorization to 

Pay, A/P）の通知手数料及び支払手数料を支払う。 

 

3-3-2 便宜供与 

コートジボワール側と契約するコンサル及び、調達業者との契約書に記載される役務及び同契

約に関連して派遣される日本人に対し、その役務を提供する目的のためのコートジボワールへの

入国・滞在時及び政府関係機関訪問に係わる便宜供与。 

 

3-3-3 通関と免税手続き 

3-3-3-1 通関手続き 

機材が調達されるタイミングに合わせて、本事業に係わる整備機材の通関業務に必要となる書

類の作成やコートジボワール側の関係省庁への各種申請等の手続きの実施。 

 

3-3-3-2 税金の処遇 

本事業で調達される資機材及びコートジボワール国での課税、関税、付加価値税等同国で課さ

れるあらゆる税について免税されるものとする。 

 

3-3-3-3 免税手続き 

調達業者が免税措置を受ける際は、船積完了後、調達業者は ADERIZ に船積書類を提出し、ADERIZ

は、これらの書類とあわせて、免税が適用されることが記載された E/N を添付して、免税申請書

（Demande d’exonération des droits et taxes de douanes du matériel）をコートジボワール

政府財務省税関総局（Direction Générale des Douanes du ministère des Finances）に提出す

る。財務省はこの免税申請書をもって免税許可を記したレター（Décision d'admission 

exceptionnelle en franchise）を発行する。この書類の発行手続きにはおよそ 7 日間程度要す

る。調達業者は、このレターをもって免税で機材を輸入することが可能となる。 

調達業者は免税手続きが遅れることを前提に 2～3 カ月は前もって ADERIZ には免税措置に必要

な書類の準備を催促しておく必要がある。 

 

3-3-4 技術指導中の燃料油脂類、水等の費用と関係機関職員、オペレーターの旅費等分担 

メーカーによる初期操作・運用指導とコンサルタントによるソフトコンポーネント時に機材を

稼働させるために必要な燃料油脂類、洗車に用いる水などの費用やコートジボワール関係機関職

員、オペレーターの旅費、日当などはコートジボワール側の分担とする。 
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3-3-5 中小企業機械サービス企業への機材輸送 

本事業では機材引き渡し後、初期操作・運用指導ならびにソフトコンポーネントをグラン=ラウ

にある CFMAG で実施する。その後、整備機材のリースを受ける各 PMEA への機材の輸送はコートジ

ボワール側の責任で実施する。 

 

3-3-6 中小企業機械サービス企業による駐機場等の用地・保管場所の確保 

本事業を計画するにあたり本調査では将来的に ADERIZ より整備機材のリースを受ける可能性

のある PMEA のオフィスおよび駐機場を訪問調査した。一部の PMEA には既に駐機場はあったが、

殆どの PMEA では土地は確保できているものの、これから駐機場を建設予定もしくは建設中の状況

であった。 

機材を配備する PMEA においては以下に示す敷地面積と雨風のしのぐための屋根、盗難対策を施

した駐機場を確保する必要がある。 

 

 
図 3-4 駐機場の最低限必要な機材 1 台当たりの面積 

 

3-3-7 機材の適切な維持管理 

コートジボワール側は、整備した農業機械を適切に維持管理するため、それに必要な予算を確

保する。また、これらの機材を安全かつ適切に運用できるように人員の確保と必要な技術レベル

を維持する。 

特に初期操作・運用指導やソフトコンポーネントで作成するマニュアル類を活用して継続的に

維持管理能力が確保されるよう人材の能力向上に努める。 

 

3-3-8 プロジェクトモニタリングレポートの提出 

ADERIZ は JICA による様式に従ってプロジェクトモニタリングレポートを作成し、必要なタイ

ミング（全４回）で JICA へ提出する。 

 

3-3-9 その他 

本事業に関し、無償資金協力として日本側が分担する以外の全ての費用をコートジボワール側

が分担する。 

 
  

0.3m 以上確保 

1.0m 以上確保 1.0m 以上確保 

0.3m 以上確保 
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3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

3-4-1 モバイルワークショップを活用した維持管理体制 

これまでコートジボワールでは PUR 事業により調達された機材は、ADERIZ の監督のもと、PMEA

にリースし、PMEA 自ら日常・定期点検等を実施し、大規模な修理が必要な際はメーカー代理店や

一般的な修理工場に依頼して運用している。 

ただしこの事業は始まって間もない事も有り、整備不良や部品調達の遅延等により農作業に影

響が出ているケースも確認できた。 

そこで本事業では、整備される機材の定期点検に関しては本事業で整備計画されるモバイル

ワークショップで維持管理することとし、日常点検とオーバーホールなどの大規模な整備や修理

が必要となった際は、機材をリースしている PMEA がメーカー正規代理店や一般の修理工場を使い

分けて維持管理を行う体制とすることとした。 

ADERIZ は、モバイルワークショップの運用に必要な要員を 2名配備する。 

 

3-4-2 ソフトコンポーネントで作成したマニュアルを活用した維持管理体制 

本事業で計画しているソフトコンポーネントで作成するマニュアルを活用して ADERIZ は、整備

機材を活用して継続的に農業機械を安全かつ効果的に運用できるような体制を確立させる。 
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3-5 プロジェクトの概略事業費 

本事業を実施する場合に必要となる事業費総額は、調達業者契約認証まで非公表。 

 

3-5-1 協力対象事業の概略事業費 

3-5-1-1 概略事業費 

(1) 日本側負担経費 

日本側が負担する経費については、調達業者契約認証まで非公表。 

表 3-12 日本側負担経費 

費 目 概略事業費（百万円） 

機材調達費 調達業者契約認証まで非公表 

実施設計・調達監理費 調達業者契約認証まで非公表 

合 計 調達業者契約認証まで非公表 

 

(2) コートジボワール側負担経費 

コートジボワール側が負担する事業費について(1) 入札前、(2) 本事業実施中、(3) 本事業

実施後に分けて表 3-13 に示す。 

 
表 3-13 コートジボワール側負担経費 

タイミング 費 目 
経費 

（百万円） 

入札前 銀行取極め手数料 0.06 

本事業 

実施中 

銀行取極めに基づく手数料の負担（業者契約分） 0.06 

ヤムスクロの ADERIZ 地域事務所に、モバイルワークショップのメカ

ニックが利用するスペアパーツの管理用コンピューターと必要な什器、

そしてモバイルワークショップの駐車スペースを確保する 

0.31 

整備機材の技術指導の為に CFMAG に少なくとも 1 名の担当者を追加で採

用する 
年間 0.83 

モバイルワークショップの運用の為に 2 名の担当メカニックを配置する 年間 1.66 

本事業で日本側が負担する以外の初期操作・運用指導及びソフトコン

ポーネント時に必要な予算を負担する 
0.33 

本事業 

実施後 

ヤムスクロの ADERIZ 地域事務所から CFMAG へ整備機材の一部（初期操

作・運用指導及びソフトコンポーネントで利用する機材と CFMAG に配備

する機材）を輸送（往復）する 

0.62 

整備機材の運用により PMEA から ADERIZ が回収したリース費用を貯蓄す

る為の銀行口座の維持費を負担する 
0.003 

モバイルワークショップの運用費用を負担する 0.37 

ADERIZ は PRORIL2 の支援を受け、CFMAG と協業して PMEA のオペレー

ターとメカニックにトレーニングを開講し、受講者には受講証明書を発

行する 

0.33 

合 計 4.57 
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(3) 積算条件 

1) 積算時点 

積算時点は現地調査帰国月 2022 年 9 月とし、積算に使用する為替は、帰国月の 1 か月前の

月 2022 年 8 月末から 3カ月さかのぼり、2022 年 6月 1 日から 2022 年 8 月 31 日までとする。 

 

2) 通貨の交換レート 

① 現地通貨 

コートジボワールの流通通貨単位は西アフリカセーファー・フラン（F.CFA）であるが、

この通貨はユーロに連動しており、1€= 655.957 F.CFA の固定交換レートとなっている。 

よって現地通貨（1€= 655.957 F.CFA）として積算を行う。 

 

② 交換レート 

本調査で採用する各通貨交換レートは下記のとおりである。 

米ドル対日本円の交換レート  ：US$ 1.00   = 136.27 円 

ユーロ対日本円の交換レート  ：€ 1.00     = 140.77 円 

現地通貨対日本円の交換レート ：F.CFA 1.00 = 0.20755 円 

 

3) 日本技術者の採用単価 

積算時点が 2022 年 9 月であることから、本積算で用いる人件費単価（月額）は、2022 年度 

国土交通省設計業務委託技術単価（日額）に 20日を乗じて月額単価として算出した。 

 

表 3-14 日本人技術者の人件費単価（月額） 

国の基準に準拠した階級 格付（号） 単価（日額） 単価（月額） 

主任技師 2 号 58,600 円 1,172,000 円 

技師 A 3 号 51,200 円 1,024,000 円 

技師 B 4 号 41,600 円 832,000 円 

 

4) 価格変動 

本計画において据付工事は機材の開梱、搬入が発生するのみで構築工事、建設工事等は発生

せず価格変動の影響を受ける項目がない為、価格変動予測値は加味しないものとする。 
 

5) その他 

積算にあたって使用した基準は以下のとおりである。 
・協力準備調査 設計・積算マニュアル 機材編 2019 年 10 月 

・協力準備調査 設計・積算マニュアル 補完編（追補） 2020 年 11 月 

 
6) ソフトコンポーネント 

本事業ではソフトコンポーネントの実施を計画しているため、ソフトコンポーネント費を

計上する。  
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3-5-2 運営・維持管理費 

3-5-2-1 対象中小企業機械サービス企業の農業機械サービス事業の運営状況 

(1) 農業機械サービスの料金体系 

ADERIZ が推奨しているリース単価と各 PMEA が設定しているサービス価格を表 3-15 に示す。 

PMEA が設定している価格は必ずしも ADERIZ の推奨単価にこだわらず各 PMEA で独自に設定

している。例えば、トラクタの 1ha あたりの耕耘サービス価格（1 回最大 50,000 F.CFA）を、

耕耘機の 1ha 当たり単価（1 回最大 60,000 F.CFA）より低額にしている事例もあり、オペレー

ターの負担が少なくかつ迅速に作業が出来るサービスを安価に設定していることが分かる。 

また、トラクタと耕耘機による耕耘サービス価格を見ると、各 PMEA は ADERIZ 推奨単価を踏

まえつつも、農家の現場レベルの現実的な要求に応じて、耕耘回数別のサービス価格を設定す

る等の工夫がみられる。 

 

表 3-15 1ha あたりの農業機械サービス単価 

 
 

(2) 中小企業機械サービス企業の経営状況 

本事業において ADERIZ から機材リースを受けることが想定されている PMEA9 社（表 3-4）の

現地調査時点（2022 年 8月）での所有機材および所属スタッフ等に関する基本データと、2021

年の事業収支状況の事業運営状況に関するデータを表 3-16、表 3-17 に示す。ただし、事業収

支データに関してはデータが入手できた 6 社のみとなる。これによると、6 社については、人

件費（オペレータ、管理職、事務職員等）、燃料代、機材維持管理費等の基本経費を事業収入に

より賄うことができていることが確認できる。  

下限 上限

1回 45,000 50,000

2回 80,000 100,000

耕起 1回 30,000 ～ 40,000 45,000 50,000

地ならし（整地） - 5,000 ～10,000 35,000 100,000

1回

2回 65,000 100,000

播種機
（トラクターによる播種）

播種 - 15,000 ～ 25,000 35,000 60,000

肥料散布機
（トラクターによる散布）

肥料散布 - - 15,000 25,000

脱穀機 脱穀 - - 45,000 50,000

脱穀・選別機 脱穀・選別 - 45,000 ～ 55,000 30,000 40,000

刈取り機 刈取り - 35,000 ～ 45,000 25,000 40,000

コンバインハーベスター 刈取り・脱穀・選別 - 100,000 ～ 120,000 90,000 120,000

耕耘機

耕耘

耕耘
60,000

機材 作業

トラクター

60,000 ～ 70,000

60,000 ～ 80,000

ADERIZ推奨
サ－ビス単価
 (FCFA/ha)

PMEAで採用されているサー
ビス価格帯 (FCFA/ha)
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3-5-2-2 運営維持管理費の算出 

本事業開始後における機材の稼動に必要な運営・維持管理費用として修理費と燃料費を算定す

る。以下にこれらに必要な年間費用について算定する。 

 

(1) 修理費 

機材の年間に必要な定期交換部品、油脂類を含む平均修理費は以下の式のより算出する。 

年間平均修理費＝購入価格×年平均修理係数（%） 
（農林水産省「高性能農業機械導入基本方針」より） 

 

上記算出式により算定した機種ごとに必要な年間平均修理費は表 3-18 の通りである。 

全台数当たり、約 82,800,000F.CFA（17,200,000 円）となる。 
 

表 3-18 機種ごと及び全台数当たりに必要な年間平均修理費 

 
 

(2) 燃料費 

機材の年間に必要な平均燃料費は以下の式のより算出する。 

年間平均燃料費＝燃料単価×燃料消費量 
（農林水産省「高性能農業機械導入基本方針」より） 

 

上記算出式により算定した機種ごとに必要な年間平均燃料費は表 3-19 の通りである。 

全機種全台数当たり、約 237,200,000F.CFA（49,200,000 円）となる。 

 

  

年間平均修理費
（F.CFA）

台数
全台数当たり
（F.CFA）

1

トラクタ（中型） 4.70% 16,863,406 792,580 25 19,814,503

機　種
修理費
係数

概略本体価格
（F.CFA）

4,336,305

ディスクプラウ 4.00% 1,686,341 67,454 25 1,686,341

ロータリー 6.25% 3,372,681 210,793 25 5,269,815

2

トラクタ（大型） 4.70% 29,872,320 1,403,999 12

ディスクハロ 4.00% 4,336,305 173,452 25

16,847,988

ロータリー 6.25% 3,613,587 225,849 12 2,710,190

トラクタ（中型）合計 1,244,278 25 31,106,962

4.00% 4,336,305 173,452 12 2,081,426

ディスクプラウ 4.00% 2,168,152 86,726 12 1,040,713

合計 82,815,466

4,166,707

4 コンバイン 4.30% 38,544,929 1,657,432 15 24,861,479

トラクタ（中型）合計 1,890,026 12 22,680,318

3 耕耘機 4.70% 3,854,493 181,161 23

ディスクハロ
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(3) 機種ごとの維持・管理費の集計 

上記より機種ごと全機種の年間に必要な維持・管理費を表 3-20 に集計する。 
 

表 3-20 年間維持・管理費の集計 

 
 
3-5-2-3 事業実施開始以降の維持管理費の算出の考え方 

以上より整備機材に係る年間の運営・維持管理費の総額は、約 319,900,000F.CFA（66,400,000

円）となる。 

しかし、本事業で採用する農業機械は、ADERIZ がこれまで実施してきた機材リース事業で採用

されている農業機械と同等クラスである為、これまでと同額程度の農業機械サービスの料金を

PMEA が設定することで上記費用は賄う事が可能である。 

  

トラクタ（中型） 95,681,962

6,199,200

1,033,200

4 コンバイン

4,649,400

3 耕耘機

2,583,000

2 トラクタ（大型）

合計

1 31,106,962

22,680,318

4,166,707

12

23

15

1,244,278

1,890,026

181,161

1,657,432

64,575,000

55,792,800

23,763,600

92,988,000

25

24,861,479

3,827,278

6,539,426

1,214,361

7,856,632

78,473,118

27,930,307

117,849,479

319,934,866237,119,40082,815,466

年間（2期作）維持・管理費(F.CFA)

機　種

合計燃料費修理費合計燃料費修理費

機材1台あたり 全台数あたり

台数
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第 4 章 プロジェクトの評価 
4-1 事業実施のための前提条件 

本事業実施の前提条件は以下のとおりである。 

 

① ADERIZ による PMEA を活用した農業機械リース事業に係る運営・維持管理予算、人員配

置の確保。 

② モバイルワークショップの運用とメカニックの配置とトレーニング等の実施及びこれ

らに必要な予算の確保。 

③ 銀行取り決め、支払授権書手続き、免税措置、通関手続き等に係る諸手続きの実施。 

④ 本事業で整備した機材を ADERIZ から PMEA がリースを受ける際に必要な費用を PMEA が

確保する。 

⑤ PMEA が雇用するオペレーターの確保。 

⑥ 国家治安及び税関分野に係る政策方針の堅持。 

⑦ 機材に対する持続的に維持管理及びオペレーターへの技術指導。 

 

4-2 プロジェクト全体計画達成の為に必要な相手方投入（負担）事項 

本計画により調達予定の機材を有効活用し、事業の全体計画を達成するために必要な相手方投

入（負担）事項を表 4-1 に示す。 
 

表 4-1 相手方投入（負担）事項 

項目 内 容 備 考 

1 銀行取極めに基づく手数料の負担  

2 
PMEA による農業機械サービスのプログラム実施を継続するため

の ADERIZ の予算の確保  

3 PMEA に所属するオペレーター・メカニック等、必要人員の配置 新規採用、配置転換 

4 

ヤムスクロの ADERIZ 地域事務所に、モバイルワークショップ

のメカニックが利用するスペアパーツの管理用コンピューター

と必要な什器、そしてモバイルワークショップの駐車スペース

を確保する 

 

5 
整備機材の技術指導の為に CFMAG に少なくとも 1 名の担当者を

追加で採用する 新規採用、配置転換 

6 
モバイルワークショップの運用の為に 2 名の担当メカニックを

配置する 新規採用、配置転換 

7 
本事業で日本側が負担する以外の初期操作・運用指導及びソフ

トコンポーネント時に必要な予算を負担する  

8 

ヤムスクロの ADERIZ 地域事務所から CFMAG へ整備機材の一部

（初期操作・運用指導及びソフトコンポーネントで利用する機

材と CFMAG に配備する機材）を輸送（往復）する 
 

9 
整備機材の運用により PMEA から ADERIZ が回収したリース費用

を貯蓄する為の銀行口座の維持費を負担する  

10 モバイルワークショップの運用費用を負担する  

11 

ADERIZ は PRORIL2 の支援を受け、CFMAG と協業して PMEA のオ

ペレーターとメカニックにトレーニングを開講し、受講者には

受講証明書を発行する 
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4-3 外部条件 

4-3-1 外部条件の整理 

事業の効果を発現・持続させるための外部条件は表 4-2 の通りである。 

 

表 4-2 外部条件 

項 目 内 容 外部条件 

事業目標 
  農家の農業機械サービスへのアクセスが向

上する 

  農家が農業を継続する 

成 果 

  稲作の耕耘・収穫農業機械が整備され、

PMEA による農業機械サービスの提供体制が

強化される 

  PMEA を活用した農業機械

サービスが継続される 

活 動 

  耕耘・収穫農業機械の調達 

  CFMAG による継続的な機材維持管理・操作

研修 

  PMEA と ADERIZ による機材の維持管理の実

施 

  農業機械サービスの需要が

継続する 

  PMEA の機材維持管理・操作

技術が確保される 

  必要な予算が確保される 

  必要な人員が確保される 

 

4-4 プロジェクトの評価 

4-4-1 妥当性 

「2.1.1 基本方針（1）圃場機材」で述べた通り、現在、対象地域の圃場では耕耘機やトラクタ、

コンバインなどの農業機械の不足により、コメの生産量と品質に大きな影響を及ぼし課題となっ

ている。その為、同じ地域の圃場内で耕耘や収穫タイミングが異なっている。 

今回調査したサカス地区の栽培カレンダーを例に示すと、図 1-1 の通りであるが、まず、一期

作目は農業機械不足の影響はそれほど大きくなく灌漑ダムの恩恵で水も豊富で雨季でもあるため

稲作には問題がない。しかし、一期作目が遅延することにより二期作目で一部の圃場で稲の幼穂

形成期に水不足となり二期作目の耕作を断念することとなる。 

更に二期作目の時期は周辺地域で木綿が栽培されており農業機械不足が特に顕著になり翌年の

一期作目に影響が出る為、実際は耕作が出来ない圃場がさらに増えている。 

なお、ADERIZ 機械化担当職員によると、（厳密なデータはないものの）対象地域において農業機

械が利用されている圃場面積は 9%前後と推計されている。 

このように圃場が本来所有している生産能力を十分に生かし切れていない圃場が数多く存在す

ると言った課題を抱えている。 

こうした状況を改善する為に本事業による農業機械の整備の妥当性は高いと評価できる。 

 

4-4-2 有効性 

4-4-2-1 定量的効果 

本事業においてコメの耕作・収穫のための農業機械を整備することにより、PMEA が提供する機

械化サービスの供給が増加し、農家の機械化サービスへのアクセスが向上することが期待される。

また、耕耘機材と収穫・脱穀機材を整備することにより、それぞれの作業が効率的かつ適時に実

施されるようになるため、コメの生産量が増加すると考えられる。 

よって、本事業の実施により、対象地域であるベケ州、ヤムスクロ、ベリエ州において期待さ

れる定量的効果は表 4-9 のとおり。 

なお、本指標の基準値は、コートジボワール全土のデータに基づくものではなく、本事業で機

材整備する事が計画されている対象３地域の範囲内におけるものであり、目標値（2027 年）に関

しては、機材整備される対象３地域で PMEA により農業機械サービスが行われることが想定される

目標値である。 

以下に定量的効果の算出課程について説明する。 
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(1) 定量的効果指標 

定量的効果指標として以下の項目を指標とした。 

a) PMEA による耕耘作業で農業機械が関与したコメ生産量（ton/年） 

b) PMEA による収穫作業で農業機械が関与したコメ生産量（ton/年） 

 

(2) 基準値の算出 

各 PMEA から収集した圃場タイプごとの機械による作業面積の実績データに対象地域の単

収を乗じて上記定量的効果指標の基準値を算出する。 

【対象地域の単収の算出】 

対象地域における稲作の圃場タイプごとの単収を表 4-3 の通り算出する。 
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以上より、対象地域の各圃場タイプごとの単収を表 4-4 の通り整理する。 

 

表 4-4 対象地域単収の整理 

出典：ADERIZ 入手データより調査団作成 

 

【PMEA の機械作業実績と収量の算出】 

PMEA が、2021 年に対象地域内で活動した耕耘・収穫作業の実績値（表 4-5）に表 4-4 で整理

した単収を乗じて農業機械が耕耘作業に関与したコメ生産量を表 4-6 に、農業機械が収穫作業

に関与したコメ生産量を表 4-7 示す。 

 

表 4-5 対象地域で PMEA が農業機械で耕耘・収穫を行った作業実績（2021 年） 

 
出典：PMEA 入手データより調査団作成 

 

表 4-6 対象地域において耕耘作業で農業機械が関与したコメ生産量（2021 年） 

 
出典：ADERIZ、PMEA 入手データより調査団作成 

 

表 4-7 対象地域において収穫作業で農業機械が関与したコメ生産量（2021 年） 

 
出典：ADERIZ、PMEA 入手データより調査団作成 

 

(3) 目標値の算出 

機材整備が実施された場合における農作業の機械化による農作業量について算出した結果

を表 4-8 に示す。 

水稲 陸稲 水稲 陸稲

1 AFRICA AGRECO 0 0 105 291

2 Garage Ivoire Agri (G.I.A) 96 416 0 0

3 AGRO-KROBIS 0 625 0 0

5 CAP BERE 0 1,500 0 0

6 CI-MOTORS CORPORATION 0 500 0 0

7 FERM BIO 0 43 0 0

9 GRACI (Grace Agricole De Cote D'Ivoire) 58 0 0 0

11 PAYSAN AUTONOME 0 44 0 0

14 SIPSA 0 0 0 200

16 GREEN CONTROL 0 0 0 510

CORISAK 250 45 0 0

404 3,173 105 1,001合計

耕耘作業（ha) 収穫作業（ha)PMEA

番号
PMEA

5,6163,173

収量
(ton)

単収
（ton/ha）

耕耘面積
(ha)

1.77

3.33 1,345

3,577 6,962合計（水稲＋陸稲）

水稲

陸稲

404

合計（水稲＋陸稲） 1,106 2,121

水稲 105 3.33 350

陸稲 1,001 1.77 1,772

収穫面積
ha

単収
（ton/ha）

収量
(ton)

圃場分類 単収（ton/ha） 

水稲 
灌漑水田 4.78 ton/ha 

3.33 ton/ha 
2.87 ton/ha バフォン 2.41 ton/ha 

陸稲 1.77 ton/ha 
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(4) 基準値と目標値の整理 

a) 対象地域において耕耘作業で農業機械が関与したコメ生産量（2021 年） 

耕耘作業で農業機械が関与したコメ生産量の基準値としては表 4-6 で示す、 

6,962ton となり、 

耕耘作業で農業機械が関与したコメ生産量の目標値としては表 4-4、表 4-8 より、 

6,962 ton/年 + (972+720+754) ha/年 x 2.87 ton/ha =13,982 ton/年となる。 
【（表 4-6 収量 (ton))+(表 4-8Σ⑯ (ha/年) のうちコンバイン（収穫作業分）除く)x 表 4-4 単収 (ton/ha)】 

 

b) 対象地域において収穫作業で農業機械が関与した生産量（2021 年） 
収穫作業で農業機械が関与したコメ生産量の基準値としては表 4-7 で示す、 

2,121ton となり、 

収穫作業で農業機械が関与したコメ生産量の目標値としては表 4-7、表 4-8 より、 

2,121 ton /年 + 3,318 ha/年 x 2.87 ton/ha =11,643 ton/年となる。 
【（表 4-7 収量 (ton))+(表 4-8⑯ (ha/年)のうちコンバイン（収穫作業分）)x 表 4-4 単収 (ton/ha)】 

 

以上より定量的効果は表 4-9 のとおり。 

 

表 4-9 定量的効果 

指標 基準値（2021 年） 
目標値（2027 年） 

(事業完成 3 年後) 

トラクタ・耕耘機で耕作した面積（ha） 3,577 6,023 

コンバインで収穫作業が行われた面積

（ha） 
1,106 4,424 

PMEA による耕耘作業で農業機械が関与し

たコメ生産量（ton/年） 
6,962 13,982 

PMEA による収穫作業で農業機械が関与し

たコメ生産量（ton/年） 
2,121 11,643 

 

4-4-2-2 定性的効果 

本計画における定性的効果は以下の通りである。 

 

① 対象地域で生産されたコメの品質が向上する。 

② 農業生産活動の機械化により、生産者（特に女性）の労働時間が短縮され、満足度が上

がる。 

③ PMEA が農家のニーズに応じて適時に農業機械サービスを提供できる。 

④ 農業機械のオペレーターの雇用が促進される。 
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1. 調査団員・氏名 

 

 

 

 

 

 

  

 担 当 氏 名 所 属 

1 総括／団長 大石 常夫 JICA 経済開発部 

2 計画管理 三浦 才太郎 JICA 経済開発部 

3 業務主任者／機械化政策・制度 上橋 信行 株式会社 アンジェロセック 

4 機材整備計画／運営・維持管理計画 黒沼 博之 NTC インターナショナル株式会社 

5 調達計画／積算 大木 洋平 株式会社 アンジェロセック 

 調達計画／積算（途中交代） 山口 智己 株式会社 アンジェロセック 

6 日本人通訳 生熊 恵美 株式会社 アンジェロセック（補強） 

資料「1. 調査団・氏名」

A1-1



  

 

2. 調査工程 

2.1 第一次現地調査 

  官団員(JICA)
①、② ③ ④ ⑤ ➅

総括 、計画管理 業務主任者 機材整備計画 調達計画/積算 日本人通訳
大石　常夫 ／機械化政策・制度 ／運営・維持管理計画

三浦　才太郎 上橋　信行 黒沼　博之 大木　洋平 生熊　恵美

1 7月23日 土

2 7月24日 日

3 7月25日 月

4 7月26日 火

5 7月27日 水

6 7月28日 木

7 7月29日 金

8 7月30日 土

9 7月31日 日

10 8月1日 月

11 8月2日 火

12 8月3日 水

13 8月4日 木

14 8月5日 金

15 8月6日 土

16 8月7日 日

17 8月8日 月

18 8月9日 火

19 8月10日 水

20 8月11日 木

21 8月12日 金

22 8月13日 土

23 8月14日 日

24 8月15日 月

25 8月16日 火

26 8月17日 水

27 8月18日 木

28 8月19日 金

29 8月20日 土

30 8月21日 日

31 8月22日 月

32 8月23日 火

33 8月24日 水

34 8月25日 木

35 8月26日 金

36 8月27日 土

37 8月28日 日
コートジボワール着

→団内協議
PCR検査結果受領→アビジャ
ン発(15:20)EK788→

官団員、コンサルに同行

38 8月29日 月 →ドバイ着（05:50) 官団員、コンサルに同行

39 8月30日 火 成田着 官団員、コンサルに同行

40 8月31日 水 官団員、コンサルに同行

41 9月1日 木 官団員、コンサルに同行

42 9月2日 金 官団員、コンサルに同行

43 9月3日 土 コンサルに同行

44 9月4日 日 コンサルに同行

45 9月5日 月 コンサルに同行

ADERIZとM/D協議

ADERIZとM/D協議、締結

収集データ整理、分析、調査方針再確認、団内協議

JICA訪問→ADERIZとM/D協議

ADERIZとM/D協議

ADERIZとM/D協議

収集データ整理、分析、調査方針再確認、団内協議

アビジャン発(15:20)EK788→

→ドバイ着（05:50)

ドバイ発(02:40)EK318→成田着(17:35)

ADERIZと協議（要請機材の協議、事業の概要M/D事前すり合わせ）、 現地メーカー代理店調査(クボタLASSIRE）

ADERIZと協議（要請機材の協議、事業の概要M/D事前すり合わせ）、再委託先から調査報告回収

ADERIZと協議（要請機材の協議、事業の概要M/D事前すり合わせ

収集データ整理、分析、調査方針再確認

ADERIZと協議（質問票、要請機材の協議、事業の概要協議）、免税関連調査、
輸送業者調査、農業省農村開発部長と面談

PMEA（組織、現有機材、維持管理能力）（ヤムスクロ）に関する調査（⑤CAP BERE SARL現在の駐機場と購入済み駐
機場を視察）→アビジャンへ移動→ADERIZと調査中間協議、免税関連調査、再委託先と調査内容の協議、質問票回

収

JICAと中間報告会、ADERIZと調査中間協議、Nw Holland、ヤンマー代理店と打ち合わせ

収集データ整理、分析、調査方針再確認

精米所、乾燥機設置候補地（ゴー州（ガニョアGagnoa））に関する調査（➅AGG SERVICES、⑦MOULIN BLANC）

ベリエ州Didoevi追加精米所　組織、現有機材、維持管理能力）（ SOPRORIZ精米所調査）

2pai-belierインタビュー

収集データ整理、分析、調査方針再確認

収集データ整理、分析、調査方針再確認

収集データ整理、分析、調査方針再確認

精米所調査（①MOULIN CHIGATA、②SIRCOM）
PMEA調査（⑪PAYSAN AUTONOME）、

圃場、農家調査（SUBIAKURO（スビアクロ）圃場調査、ZATTA（ザタ）2圃場調査）

現地サブコンと契約、協議、ADERIZコンタクトパーソンと協議、PMEA※2（組織、現有機材、維持管理能力）（アビ
ジャン）に関する調査

グランラウへ移動⇒CFMAGにおいて教育施設、カリキュラムの調査

移動⇒ヤムスクロへ⇒データ整理、分析、調査方針再確認

収集データ整理、分析、調査方針再確認

ブアケ州事務所と協議、NBE（ンベ）圃場と隣接する圃場の調査

ブアケ州事務所と協議、サカス地域圃場調査
PMEA（組織、現有機材、維持管理能力）（ベケ州）調査（①AFRICA AGRECO、⑬SIMA PREST 社）

成田発(22:30)EK319→ドバイ着（04:10)、ドバイ発(07:30)EK787→

コートジボワール着(13:50）

ブアケ州事務所と協議、ブアケ地区精米場調査（DIABO精米所、N’ZRAMA）

ブアケ州事務所と協議、精米販売店（LE RIZ DE COTE D'IVOIRE）調査

精米所、乾燥機設置候補地（ハンボル州（カティオラKATIOLA)）に関する調査（⑧KATIO AKPA精米所）

祝日、移動⇒ヤムスクロへ⇒

ヤムスクロの州事務所協議、
PMEA（組織、現有機材、維持管理能力）（ヤムスクロ）に関する調査（⑦FERM BIO、⑨GRACE AGRICOLE COTE

D'IVOIRE (GRACI)、⑧GBEKE PREST AGRI

マラウェ州精米所、乾燥機設置候補地ズエヌラZUENOULA）に関する調査（⑨CODERIZ-ZUENOULA）
ベリエ州BOUAFLE、PMEA（組織、現有機材、維持管理能力）（⑭SIPSA社）

追加PMEA　組織、現有機材、維持管理能力（GREEN CONTROL事務所調査→駐機場調査→圃場調査）、⑬SIMA PREST調
査

ADERIZと協議（各種協議、質問票回収）、現地メーカー代理店調査(サタケ）、PMEA調査（CI motors（駐機場調
査））

ベケ州ブアケへ→PRORIL2事務所視察

ブアケ州事務所と協議
精米所、乾燥機設置候補地（ベケ州）の精米所に関する調査（③ITC、④GECO、⑤SOPRIL-CI）

収集データ整理、分析、調査方針再確認

MEMINADER表敬訪問、ADERIZ※1 表敬訪問、JICAコートジボワール事務所表敬訪問

日程 コンサルタント

日
順

月
日

曜
日
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2.2 第二次（準備調査報告書（案）の説明）現地調査 

 
 

  

官団員(JICA)

①、② ③ ④ ⑤

総括 、計画管理 業務主任者 機材整備計画 日本人通訳

／機械化政策・制度 ／運営・維持管理計画

上橋　信行 黒沼　博之 生熊　恵美

1 1月28日 土
キンサシャ発(14:55)HF903
→アビジャン着17：25

2 1月29日 日 団内協議

3 1月30日 月

4 1月31日 火

5 2月1日 水

6 2月2日 木

7 2月3日 金

8 2月4日 土

9 2月5日 日

10 2月6日 月

日程 コンサルタント

宿泊予定地日
順

月
日

曜
日

ドバイ発(02:40)EK318→成田着(17:35)

ドバイ着（05:50)

機中

ADERIZとM/D署名、JICAコートジボワール事務所、在コートジボワール日本大使館報告

ADERIZ※1 とM/D協議、準備調査報告書（案）、機材仕様書（案）の説明、協議

機中

同上

機中

同上

同上

成田発(22:30)EK319→ドバイ着（04:10)、ドバイ発(07:30)EK787→

コートジボワール着(13:50）団内協議

ADERIZ※1 とM/D協議、準備調査報告書（案）、機材仕様書（案）の説明、協議

アビジャン発(15:20)EK788→

同上

同上

アビジャン

JICAコートジボワール事務所表敬訪問、ADERIZ※1 表敬訪問、M/D協議、準備調査報告書（案）説明

ADERIZ※1 とM/D協議、準備調査報告書（案）、機材仕様書（案）の説明、協議
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3. 関係者（面談者）リスト 

氏 名 所属・役職 

国務・農業農村開発省(Ministère de I' Agriculture et du Développement Rural: MEMINADER ) 

DGPSA 

N'GUESSAN KOFFI RODRIGUE DIRECTEUR GÉNÉRAL DU DÉVELOPPEMENT RURAL ET DE LA 

MAÎTRISE DE I'EAU DANS LE DOMAINE AGRICOLE：農業分

野における農村開発・水利総局長 

ADJOUMANI KOFFI GENERAL DIRECTOR OF PRODUCTION AND FOOD SECURITY：

生産・食料安全保障局長 

DJE BI IRIE JEAN TECHNICAL ADVISOR OF THE GENERAL DIRECTOR OF PFS：

生産・食料案保障局長技術顧問 

ZAKARYA ELIASSOU 課長 

ASSI-KACOU ERIC 副課長 

KOUADIO ZAH SYLVIE C.E：農村(農業)土木技師 

ATTA ERNEST C.E：農村(農業)土木技師 

AVIT ROXANE DESIREE DPPF：生産・食料安全保障担当 

 

農業農村開発省 国家コメセクター開発機構 

(Agence pour le Développement de filière Riz: ADERIZ) 

YACUABA DEMBELE DIRECTOR GENERAL：理事長 

OUATTARA GNIRÉ ZIÉ DIRECTEUR GÉNÉRAL ADJOINT：副総裁 

MOUSSA BAKAYOKO 
SPECIAL ADVISOR IN MECHANIZATION：機械化特別アドバ

イザー 

WANE FATOU 
PROJECT MONITORING AND EVALUATION：モニタリング・評

価担当 

N'ZI DJAHA VENCESLAS-PACOME 
RESERCH OFFICER FOR MECHANIZATION PROMOTION：機械

化促進調査官 

BAGUÉ OUMAR 
CHEF DE SERVICE AUTONOME PASSATION DES MARCHÉS  

調達独立局長 

 

農業農村開発省 国家コメセクター開発機構 ブアケ州事務所 

(Agence pour le Développement de filière Riz, Bureau de Delegation d' ADERIZ de BOUAKÉ) 

BLEHOU YVETTE CHEF DE SERVICE：課長 

KOFFI HERVÉ DÉLÉGUÉ ADERIZ BOUAKÉ：ブアケ州事務所代表 

 

 

 

 

農業農村開発省 国家コメセクター開発機構 ADERIZ 種子調整センター 

(Centre de Conditionnement de ADERIZ) 

N'GUESSAN KOUAKOU MARCELLIN 
CHARGÉ DES PROGRAMMES SEMENCIERS：種子プログラム担

当 

ADAMA YEBOYO BERTHE CHARGÉ DU CONDITIONNEMENT SEMENCIERS：種子調整担当 

KOUAKOU YAO JOACHIM 
CHARGÉ D'ÉTUDES PRODUCTION DE SEMENCES：種子生産担

当 
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農村開発支援公社 ヤムスクロ事務所 

(Agence Nationale ｄ'Appui au Dévelopment Rural(ANADER), ANADER Yamoussoukro) 

GUIRI GA FRANCK B. CHEF DE ZONE：地域統括 

 

グラン=ラウ農業機械化訓練センター 

(Centre de Formation à la Méchanization Agricole de Grand-Lahou: CFMAG) 

BAMBA SOULEYMANE K. 

DIRECTEUR DU CENTRE DE FORMATION À LA MÉCANISATION 

AGRICOLE DE GRAND-LAHOU 

 (CFMAG)：グラン=ラウ農業機械化訓練センター所長 

KUNY KOUABENAN JASME FORMATEUR：指導員 

KOKO YAH MICHELINE COMPTABLE：会計係 

BAMBA K. JEAN-TREIZE ÉLECTRONICIEN：電気技師 

 

中小農業機械サービス企業 

（Petites et Moyennes Entreprises Agricoles：PMEA） 

AFRICA AGRECO / SIMA PREST 

COULIBALY DAHABA 
COMPTABLE / TECHNICIEN：会計係、技術者 

※両 PMEA 兼務社員 

 

CAP BÉRÉ 

KOFFI KOUADIO FERDINAND COORDINATEUR AGRICOLE：農業コーディネーター 

FOFANA ISSIAKA COORDINATEUR AGRICOLE：農業コーディネーター 

KABA ISMAELA MÉCANICIEN：機械工（整備士） 

 

CI MOTORS CORPORATION 

MAMADOU CAMARA DIRECTEUR GÉNÉRAL：CEO 

 

FERM BIO 

KOUAME SAMUEL SOUAHODE MANAGEUR GENERAL：ジェネラルマネージャー 

 

GRACE AGRICOLE 

BROU JEAN PIERRE GÉRANT：マネージャー 

KOFFI ADJOUA EVELINE TECHNICIENNE：技術者 

 

PAYSAN AUTONOME 

ESSAN KOUAME RICHARD RESPONSABLE：責任者 

 

SIPSA 

ZAMBLE ZIGBÉ MOHAMED PRÉSIDENT DU CONSEIL D'ADMINISTRATION：理事長 

TOURÉ OUMAR YUAN 
VICE-PRÉSIDENT DU CONSEIL D'ADMINISTRATION：副理事

長 

 

Green Control 

KOUAME YAO ALEIN TECHNICIEN：技術者 

ZOUNGRANA SANATA TECHNICIENNE：技術者 
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サカス・コメ生産者組合（CORISAK） 

(C00PÉRATIVE DES RIZICULTEURS DE SAKASSOU: CORISAK) 

AMAN GUILLAUME PRÉSIDENT CORISAK：サカス稲作農家共同組合長 

NGUESSAN DJEA AIME S.G.：総書記 

YAO AMOIN HUGUETTE TRÉSORERIE ADJOINTE：副会計 

KOUASSI KOUAM JC. PROTECTION  CRÉDIT：融資担当 

KONGO KOUAJIO B. COMMERCIALISATION：販売担当 

 

精米所 

MOULIN CHIGATA 

QUATTARA M‘DJAMBIERI NATOGOMA RESPONSIBLE：責任者 

 

SIRCOM 

OYALE KOUASSI DIRECTEUR：ダイレクター 

 

ITC 

ASSOUMAN BECANTY ROLAND TRANSFORMATION DE CÉRÉALES：穀物加工 

 

GECO BOUAKÉ 

KONAN KOUAME RESPONSIBLE：責任者 

 

 

SOPRIL-CI 

KONAN KOUANE HIPPOLYTE CONEILLER DE PRODUCTION：生産アドバイザー 

SIALLOU YAO CONSTANT COMPTABLE：会計係 

 

AGG SERVICES 

YAPO N'CHO BASILE DIRECTEUR GÉNÉRAL：CEO 

 

LES MOULINS BLANCS GAGNOA 

DIABY MAMADOU DIRECTEUR GÉNÉRAL：CEO 

 

KATIO-AKPA SARL 

COUKIBALY ZIEYAYA GÉRANT：マネージャー 

 

UNITÉ CODERIZ ZUENOULA 

SEKONGO BEMA GÉRANT：マネージャー 

FOFANA TIEKOMA TRESO：会計 

SILUE SOULEYMANE MEMBRE：社員 

COULIBALY JUNIOR OPÉRATEUR：オペレータ 

 

DIABO VILLE ÉMERGENTE 

REBECCA YAO PRÉSIDENTE：CEO 
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SOPRORIZ 

M'BRA KOUASSI GÉRANT：マネージャー 

GUEI RODRIGUEL MACHINIST：機械オペレーター 

 

JICA コートジボワール事務所 

藤野 浩次郎 所長 

瀬川 俊治 所員 

斎藤 聖子 所員 

BROU KOFFI DESIRE ナショナルスタッフ 
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4. 討議議事録（M/D） 

4.1 第一次現地調査（2022 年 9 月 2日署名） 

4.1.1 フランス語版 

資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.1　フランス語版」

A4.1.1-1



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.1　フランス語版」

A4.1.1-2



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.1　フランス語版」

A4.1.1-3
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資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.1　フランス語版」
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資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.1　フランス語版」
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資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.1　フランス語版」
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資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.1　フランス語版」
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資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.1　フランス語版」
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資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.1　フランス語版」
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資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.1　フランス語版」
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資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.1　フランス語版」
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資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.1　フランス語版」
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資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.1　フランス語版」
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資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.1　フランス語版」
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A4.1.1-23



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.1　フランス語版」

A4.1.1-24



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.1　フランス語版」

A4.1.1-25



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.1　フランス語版」

A4.1.1-26



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.1　フランス語版」

A4.1.1-27



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.1　フランス語版」

A4.1.1-28



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.1　フランス語版」

A4.1.1-29



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.1　フランス語版」

A4.1.1-30



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.1　フランス語版」

A4.1.1-31



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.1　フランス語版」

A4.1.1-32



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.1　フランス語版」

A4.1.1-33



  

 

4.1.2 英語版 

  

資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.2　英語版」

A4.1.2-1



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.2　英語版」

A4.1.2-2



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.2　英語版」

A4.1.2-3



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.2　英語版」

A4.1.2-4



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.2　英語版」

A4.1.2-5



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.2　英語版」

A4.1.2-6



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.2　英語版」

A4.1.2-7



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.2　英語版」

A4.1.2-8



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.2　英語版」

A4.1.2-9



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.2　英語版」

A4.1.2-10



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.2　英語版」

A4.1.2-11



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.2　英語版」

A4.1.2-12



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.2　英語版」

A4.1.2-13



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.2　英語版」

A4.1.2-14



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.2　英語版」

A4.1.2-15



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.2　英語版」

A4.1.2-16



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.2　英語版」

A4.1.2-17



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.2　英語版」

A4.1.2-18



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.2　英語版」

A4.1.2-19



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.2　英語版」

A4.1.2-20



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.2　英語版」

A4.1.2-21



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.2　英語版」

A4.1.2-22



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.2　英語版」

A4.1.2-23



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.2　英語版」

A4.1.2-24



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.2　英語版」

A4.1.2-25



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.2　英語版」

A4.1.2-26



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.2　英語版」

A4.1.2-27



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.2　英語版」

A4.1.2-28



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.2　英語版」

A4.1.2-29



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.2　英語版」

A4.1.2-30



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.1 第一次現地調査（2022年9月2日署名）　4.1.2　英語版」

A4.1.2-31



  

 

4.2 第二次（準備調査報告書（案）の説明）現地調査（2023 年 2 月 3 日署名） 

4.2.1 フランス語版 

  

資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-1



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-2



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-3



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-4



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-5



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-6



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-7



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-8



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-9



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-10



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-11



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-12



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-13



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-14



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-15



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-16



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-17



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-18



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-19



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-20



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-21



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-22



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-23



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-24



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-25



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-26



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-27



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-28



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-29



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-30



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-31



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-32



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-33



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-34



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-35



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.1　フランス語版」

A4.2.1-36



  

 

4.2.2 英語版 

  

資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.2　英語版」

A4.2.2-1



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.2　英語版」

A4.2.2-2



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.2　英語版」

A4.2.2-3



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.2　英語版」

A4.2.2-4



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.2　英語版」

A4.2.2-5



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.2　英語版」

A4.2.2-6



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.2　英語版」

A4.2.2-7



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.2　英語版」

A4.2.2-8



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.2　英語版」

A4.2.2-9



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.2　英語版」

A4.2.2-10



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.2　英語版」

A4.2.2-11



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.2　英語版」

A4.2.2-12



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.2　英語版」

A4.2.2-13



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.2　英語版」

A4.2.2-14



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.2　英語版」

A4.2.2-15



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.2　英語版」

A4.2.2-16



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.2　英語版」

A4.2.2-17



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.2　英語版」

A4.2.2-18



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.2　英語版」

A4.2.2-19



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.2　英語版」

A4.2.2-20



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.2　英語版」

A4.2.2-21



資料「4. 討議議事録（M/D)資料 4.2 第二次現地調査（2023年2月3日署名）　4.2.2　英語版」

A4.2.2-22
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PMEA が農業機械サービスを提供している地区（2022 年 8 月現地調査時点） 

ベケ州 ベリエ州 ヤムスクロ特別行政区 

1. AFRICA AGRECO 

5. CAP BÉRÉ SARL 

6. CI MOTORS CORPORATION 

9. GRACE AGRICOLE COTE D'IVOIRE 

(GRACI) 

1. AFRICA AGRECO 

6. CI MOTORS CORPORATION 

7. FERM BIO 

9. GRACE AGRICOLE COTE D'IVOIRE 

(GRACI) 

11. PAYSAN AUTONOME 

16. GREEN CONTROL 

5. CAP BÉRÉ SARL 

7. FERM BIO 

9. GRACE AGRICOLE COTE D'IVOIRE 

(GRACI) 

11. PAYSAN AUTONOME 

14 SIPSA 

16. GREEN CONTROL 

※表中に書かれている PMEA 名称は右の通りとなっている。 “PMEA 登録番号”+“PMEA 名称” 

位 置 図  

面積: 32.2 万 km2  

人口: 2,748 万人（2021 年、世銀） 

民族: 
60 以上の民族 アカン系、クル系、ボルタ

系、マンデ系等 

言語: 公用語：フランス語 

宗教: キリスト教、イスラム教、その他 

主要産業: 農業(コーヒー、ココア等)、石油・天然ガス 

外務省危険情報 
（2023 年 4月 17 日時点） 

危険情報レベル 1  対象地域とその周辺 

感染症危険レベル 1  対象地域とその周辺 

ベケ州 
（事業対象地域） 

ベリエ州 
（事業対象地域） 

ヤムスクロ特別行政区 
（事業対象地域） 

グラン=ラウ 

農業機械化訓練センター 

コートジボワール共和国
Republic of Cote d'Ivoire 
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1． ソフトコンポーネントを計画する背景 

1-1 ソフトコンポーネントの目的 

本事業におけるソフトコンポーネントは、本事業による機材整備計画を踏まえ、国家コメセ

クター開発機構（Agence pour le Développement de la Filière Riz, ADERIZ）にかかる「機

材維持管理体制の確立」を狙いとする。以下に、これらソフトコンポーネントが必要である背

景について述べる。 

 

1-2 機材維持管理体制の確立に関するソフトコンポーネントを計画する背景 

PMEA に貸し出されている機材の日常点検は中小農業機械サービス企業（Petites et 

Moyennes Entreprises Agricoles, PMEA）で実施されている。一方、定期交換部品の交換や年

次点検等に関しては一部の PMEA ではメーカー推奨の交換タイミングで点検や部品交換が行わ

れているが、多くの PMEA では故障で動かなくなるなど問題が生じた段階で PMEA のメカニック

もしくは PMEA の最寄りにある民間整備工場で修理や部品交換を行っている。更にこれらの設

備で対応できない場合はアビジャン等にある正規代理店に修理や部品交換を依頼して対応し

ている。このように定期点検と部品交換が十分に行われている PMEA は少なく、多くの PMEA は

故障して初めて修理や部品交換する体制で維持管理されているため、交換部品の在庫が代理店

や民間整備工場にない場合は部品をタイムリーに調達できないなど修理に時間を要し、必要な

時期に機材が稼働できない為に作期を逃している事例もある。 

更に、メーカー指定の定期整備の時期を遵守しないで機材を運用する行為は機材の寿命を縮

めるだけにとどまらず突然機材が故障する事にも繋がる。 

本事業ではこれらの課題を解決する為に本事業で整備するモバイルワークショップを活用

しつつ部品管理、定期整備等の訓練を行う必要があると判断した。 

 

2． ソフトコンポーネントの目標 

上記の背景を踏まえ、プロジェクトの効果発現と持続可能性の観点から以下の目標を設定す

る。 

 

目標：整備機材を適切に運用・維持管理しコートジボワール国の国産米の生産能力を向

上させることを目標とする。 
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3． ソフトコンポーネントの成果 

3-1 ソフトコンポーネントの成果 

本計画によるソフトコンポーネント完了時の直接的成果を表 3-1 に示す。 

本事業ではモバイルワークショップが整備計画されており、この機材を直接活用して維持管理を

行うために ADERIZ が 2 名のメカニックを新規採用する事となっている。この 2 名のメカニックに

加え、グランラウ農業機械訓練センター（Centre de Formation à la Méchanisation Agricole de 

Grand-Lahou, CFMAG）のメカニック系教職員向けに「機材維持管理体制の確立」を目的としたソ

フトコンポーネントを実施し、本事業で整備計画しているトラクタ、耕耘機、コンバインの稼

働率を向上させ事業目的が確実に達成されることを目指す。 

 

表 3-1 ソフトコンポーネントの成果 

目的 機材維持管理体制の確立 

対象 
本事業で整備計画しているモバイルワークショップを直接活用して維持管理を行う

2 名のメカニック及びその上長 1 名と CFMAG のメカニック系教職員向け。 

成果項目 維持管理機材の運用方法に関する知識の習得。 

成果概要 

本事業で整備計画しているモバイルワークショップを直接活用して維持管理を行う

2 名のメカニックと CFMAG のメカニック系教職員向けに、定期点検や部品交換の方

法についてソフトコンポーネントを実施する。 

また、コートジボワール負担として事前に準備しているコンピュータを活用して、

日本人技術者が事前に国内で作成した機材運行台帳と定期交換部品の管理台帳を活

用して部品管理や機材運用のノウハウを習得する。 

定期点検と定期的な部品交換の重要性について学び、機材の稼働率向上を目指す。 

 

3-2 活動項目 

前述した各成果を達成するために、本計画によるソフトコンポーネント活動としてコートジ

ボワール側の対象者と該当する効果を表 3-2 に取り纏める。 

ADDERIZ が新規採用する 2 名のメカニックと CFMAG の直接関係する教職員に関しては参加必

須として、CFMAG の教職員でも必要に応じて数名の参加を認めることとする。 

 

表 3-2 ソフトコンポーネントの活動項目 

活動項目 コートジボワール側対象者 

機材維持管理体制の確立 
  ADERIZ 新規採用メカニック（2 名） 

  CFMAG 教員（数名） 

CFMAG：グランラウ農業機械化訓練センター（1990 年代初頭に日本の無償資金協力事業により整備。） 
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3-3 活動内容 

3-3-1 機材維持管理体制の確立 

ソフトコンポーネントの活動内容について表 3-3 に取り纏める。 

 
表 3-3 ソフトコンポーネントの活動内容 

項目 活動内容 

目的 

圃場機材が耕作時期や収穫時期など必要な時期に故障することが無いよう、これら

の機材を定期的に維持管理することで、国産米の安定的な収穫と品質を確保出来る

ことを目的とする。 

実施担当者 メカニック指導技術者 

実 施 場 所 CFMAG 施設（整備工場、教室） 

対象者 
  ADERIZ メカニック（2 名） 

  CFMAG 教職員（メカニック系関係者は必須） 

座学用教材 

  メーカーマニュアル等をもとに再編集した教材（パワーポイントなど）（日本国

内にて作成） 

  各機材のオペレーションマニュアル、メンテナンスブック、パーツカタログ 

実習用教材 

  本事業で整備するモバイルワークショップ 

  CFMAG にある老朽化して使えなくなった圃場機材（壊れたエンジン、トランス

ミッション等を使って実習） 

活動内容 

座学 

  共通する機材主要ユニットのメカニズム理解と基本的な点検整備手法

の習得。 

  モバイルワークショップに搭載されたメンテナンス機材に係る基本知

識の習得。 

  機材運行台帳や部品台帳等を活用した機材管理能力の習得。 

  PMEAの機材運用状況に応じたADERIZによるモバイルワークショップの

運用計画や実施方法に関するノウハウの習得。 

実技 

  モバイルワークショップを活用して圃場機材の維持管理の訓練を実施

する。具体的には現在 CFMAG にある老朽化して使えなくなった（壊れた

エンジン、トランスミッション等を使って実習）圃場機材を教材として

機材修理、点検の訓練を実施する。 

その他 

  ソフトコンポーネントの実施にあたり現地代理店から PMEA の維持管理

上の課題点等の情報を収集しソフトコンポーネントの実施を効果的進

める。一方、ソフトコンポーネントで得た維持管理に関する課題等につ

いては可能な限り代理店へ提供し、今後の PMEA の活動が円滑になるよ

う促進する。 
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4． 成果達成度の確認方法 

4-1 事前準備（ベースライン調査） 

技術者が現地着後にまず、ソフトコンポーネントの受講者に本ソフトコンポーネントで作成

したオリジナルの試験問題を受験させ、現状の技術レベルの調査を実施する。 

なお、この試験問題は日本人技術者が成果の内容に準拠して事前に日本国内で作成しておく。 

 

4-2 成果ごとによる達成度の確認 

4-2-1 技術指導の達成度の確認 

成果に関しては、各座学や実技訓練が完了するごとに小テストを実施して各成果の達成を確

認する。この小テストの結果を参考にそれぞれの受講者が成果ごとに習得できなかった課題点

を明らかにし、自主学習、訓練の時間を確保して確実な技術移転を図る。 

そして、すべてのソフトコンポーネント完了時に成果達成の為の試験を実施する事により最

終的な技術習得の達成度を確認する。 
5． ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 

5-1 実施リソースの調達方法 

本事業で計画しているソフトコンポーネントで講師となりうる要員を現地で確保しようと

した場合、本邦 NGO、国際 NGO 等が候補となるが、これらの団体で日本メーカー製の機材の取

り扱いに慣れた要員を確保することは困難である為、受注コンサルタントによる直接支援（補

強要員を計画している）でソフトコンポーネントの実施を計画する。 

表 5-1 に日本人技術者による実施の理由について取り纏める。 

 

表 5-1 日本人技術者による実施の理由 

活動概要 日本人技術者による実施の理由 

機材維持管理

体制の確立 

大手農業機械メーカーの現地代理店を除いて、コートジボワール国内で農業機材

の部品やコンディションをコンピュータで台帳管理し、維持管理計画や予算を策

定する事例がないことや、本事業で整備計画しているモバイルワークショップの

様に本格的な維持管理機材を搭載したモバイルワークショップを運用した実績は

コートジボワールにはない。 

このような背景からトレーニングを実施できるローカルリソースは存在しない

為、日本人技術者による技術指導の必要性は高いと判断した。 

さらに、本計画調達機材の大部分は本邦メーカー製品を想定していることから、こ

れら調達機材の運用・管理ノウハウ等において日本人技術者が最も精通している。 

 
5-2 実施リソース 

5-2-1 日本側 

ソフトコンポーネント実施期間は維持管理機材の技術者として「技術者（維持管理機材）」を

配置する。 

更に、ソフトコンポーネントの後半にはソフトコンポーネントの実施状況の確認のために

「業務主任」を配置する。 

ソフトコンポーネントを実施するために派遣する日本人技術者と現地採用する傭人の担当

分野と派遣期間を表 5-2、表 5-3 に記す。 
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表 5-2 日本人技術者の担当分野と派遣期間 

担当者 活動分野 期間（MM） 

業務主任 

ソフトコンポーネント全般の

確認、成果品の校閲、検査、試

験結果の分析と対策、工程監理 

【国内】  9 日（0.45MM） 

【現地】  4 日（移動日） 

  5 日（稼働日） 

9 日（0.30MM） 

【合計】    0.75MM  

技術者（維持管理機材） 
維持管理機材に関するマニュ

アル作成、座学、実技指導 

【国内】 19 日（0.95MM） 

【現地】  4 日（移動日） 

 23 日（稼働日） 

27 日（0.90MM） 

【合計】    1.85MM  

合 計 

【国内】 28 日（1.40MM） 

【現地】 36 日（1.20MM） 

【合計】    2.60MM  

 

表 5-3 現地傭人の担当分野、雇用日数 

担当者 担当分野 期間（日） 

現地補佐、仏語通訳 
技術者（維持管理機材）の通訳及び

小テスト採点、講義準備等の調整 
17 日 

合 計 17 日 

 
5-2-2 コートジボワール側 

ソフトコンポーネントを実施するためにコートジボワール側が投入すべき人材を以下に記

す。 

 

表 5-4 ADERIZ 職員、CFMAG 教員関係者 

担当分野 対象者 投入人数 期間 

トレーニング支援（受講者招集、教室、試験

圃場の確保、燃料などの確保、各種連絡） 
ADERIZ 職員、CFMAG 教員 数名程度 約 1 カ月 

ソフトコンポーネントの受講 ADERIZ 職員、CFMAG 教員 数名程度 約 1 カ月 
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6． ソフトコンポーネントの実施工程 

6-1 実施内容と実施日程 

上述の「機材維持管理体制の確立」の実施は国内作業と現地作業とに分かれる。 

講義資料、各種台帳や試験問題の作成などを事前に国内で行う事でエンジニアの現地滞在期

間を短縮し、事業費削減を図る。 

 

6-1-1 国内事前作業 

現地作業を開始する前に国内で事前に講義資料、各種台帳を作成しコートジボワール側とテ

レビ会議を活用して内容についておおむね合意しておく。 

CFMAG の教員は、これらの講義資料、各種台帳を事前に予習をしておきソフトコンポーネン

トが円滑に実施されるよう準備をしておく。 

 

表 6-1 ソフトコンポーネントの作業内容（国内） 

担当者 作業内容 

業務主任 

  教材、試験問題の取り纏め 

  カリキュラム計画 

  全体工程監理 

技術者（維持管理機材） 

  カリキュラム作成 

  教材作成 

  試験問題の作成 

 

コートジボワール側とのテレビ会議や資料作成等の作業工程を表 6-2 に示す。 
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表 6-2 ソフトコンポーネントの実施日程表（国内） 
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6-1-2 現地作業 

国内で事前に作成した講義資料、各種台帳、教材類を活用して現地でソフトコンポーネント

を実施する。 

 

表 6-3 ソフトコンポーネントの実施日程表（現地）  

 

①

17

土

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

27
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台
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7． ソフトコンポーネントの成果品 

ソフトコンポーネントにより作成する成果品を表 7-1 に示す。 

 

表 7-1 ソフトコンポーネントの成果品 

活動分野 成果 成果品等 

(1) 維持管理体制の確立 

【成果 1】 
モバイルワークショップを活用した農業機材の

維持管理能力の技術移転 

【成果 2】 
モバイルワークショップを活用した機材維持管

理の教育に必要な教材、帳簿類 

(2) 全 体 

ソフトコンポーネント完了報告書（以下を含む） 

-実施状況の写真等の活動記録 

-上記マニュアル類 

-施主に提出した Final Report 

 
8． ソフトコンポーネントの概略事業費 

ソフトコンポーネントの概略事業費を表 8-1 に示す。 

 

表 8-1 ソフトコンポーネントの概略事業費 

費目 金額（千円） 備考 

１．直接人件費 2,451  

２．直 接 経 費 3,498 現地再委託費はなし 

３．間 接 費 5,099  

合  計 11,048  

 
9． 相手国側の責務 

ソフトコンポーネントの目標が達成されるためには、ソフトコンポーネントの実施による成

果に加え相手側実施期間が果たすべき責務として、以下のような項目があげられる。 

 

  ソフトコンポーネントを通じて習得した実施体制の確立を継続的に運用すると共に、

組織内にて習得した管理手法の普及、及び水平展開を行う。 

  本計画により整備する機材を活用して国産米の生産能力向上に取り組む。 

  維持管理計画（短・中・長期）を活用しての運用・維持管理を適切に行うために、本

プロジェクト調達機材の維持管理及び、消耗品・スペアパーツの追加調達に必要な予

算を確保する。 

  ソフトコンポーネントを通じて習得した訓練手法を継続して実施する。 
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6. ADERIZ と PMEA の契約条件に関する概要 

ADERIZ と PMEA との契約書は、ADERIZ があらかじめ作成した契約書のひな型をベースに、

リース機材の内容にあわせて契約ごとに作成される。契約書は、おおむね 19 条から成る契約

書本体と 5つの付属書が 1 セットとなっている。以下に契約書本体と別添に関する概要を示

す。 

表 ADERIZ と PMEA の契約条件に関する概要 

条 各条のタイトル 概要 

1 契約書の構成と位置づけ ・契約書本体と付属書の位置づけに関する説明（一体的に法的価

値を有する）。 

2 目的 ・リース機材の種類および数量に関する記載。 

3 農業機械の説明と状態 ・各リース機材の生産メーカー、リース開始時の状態（新品／中

古品）、引渡し場所に関する記載。 

4 農業機械の使用 ・リース機材を用いて PMEA が行うサービスの範囲に関する記載。 

・PMEA 所属のスタッフ（オペレーター、マネージャー、会計担当

等）が備えるべき能力レベル、実績についての記載。 

5 サービスの対象地域 ・リース機材を使用して PMEA が農業機械サービスを提供する対

象地域に関する記載。 

6 リース料金と支払い条件 ・リース機材ごとの分割払いスケジュールに関する記載。 

・支払い方法（現金／小切手等）、支払期日等に関する記載。 

7 預託金および前払金 ・預託金額、前払金額（ともにリース機材の購入価格の何％とい

う形で示される）に関する記載。 

・預託金と機材返却時の修理費との関係に関する記載。 

8 契約期間 ・リース機材の種類ごとの原価償却費に準じた各機材の契約期間

（＝リース費用の分割払いの期限） 

9 農業機械のメンテナンス ・PMEA が負担すべきリース機材のメンテナンスにかかる費用項目

に関する記載。 

・第三者へのまた貸しの禁止に関する記載。 

10 農業機械の購入 ・契約満了時の PMEA によるリース機材買取り制度に関す記載。 

11 農業機械の返却 ・リース機材を買い取らない場合（機材を返却する場合）の条件、

PMEA の負担に関する記載。 

12 契約内容の履行状況のモ

ニタリングおよび評価 

・ADERIZ による継続的なモニタリングおよび評価の実施と主な項

目に関する記載。 

13 貸主による追加サポート ・ADERIZ が PMEA に対して提供する追加支援（能力開発、信金調

達に関するサポート）に関する記載。 

14 両契約当事者の関係 ・ADERIZ と PMEA との間に、主従関係がないこと、双方が相手方

の代理人になることはできない等の記載。 

15 不可抗力 ・不可抗力の内容、不可抗力に起因する契約の停止期間、契約の

修正・継続等に関する記載。 

16 解約 ・解約の条件、手続き（期間、方法）に関する記載。 

17 紛争解決および準拠法 ・準拠法、解決に係る期間、裁判に関する記載。 

18 通知等の送付先住所 ・ADERIZ が文書の送付する際に使用する PMEA の住所。 

19 付属書リスト ・以下の 5 つの付属書が別添される。 

① 農業機械のリ―ス開始時の状態報告書 

② PMEAが農家に対して提供する機械化サービスの機材ごとの料

金表 

③ リース機材ごとの支払いスケジュールと支払額の一覧表 

④ モニタリング評価の書式 

⑤ リース機材のメンテナスに関する記録用紙 
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7. 添付図表 

各 PMEA が所有する現有機材のリストを掲載する。 

 

添付表 1 「表 2-9 PMEA が所有する耕耘機」の詳細データ（その 1） 

 
注：「8.Gbeke Prest」は調査の協力を得る事が出来なかった。 

  

1 DONG FENG 中国 15 2020 B
2 DONG FENG 中国 15 2020 B
1 AGRITECH ブラジル 14 2013 B
2 AGRITECH ブラジル 14 2014 B
3 AGRITECH ブラジル 14 2017 A
4 AGRITECH ブラジル 14 2019 A

3 AGRO-KROBIS 所有していない

1 AGRITECH ブラジル 14 2021 C
2 AGRITECH ブラジル 14 2021 C
3 AGRITECH ブラジル 14 2021 C
4 SHAKTI 中国 14 2020 B
5 SHAKTI 中国 14 2020 B
6 DONFENG 中国 15 2021 B
7 DONFENG 中国 15 2021 B
8 KUBOTA 日本 15 2022 A
9 KUBOTA 日本 15 2022 A
10 KUBOTA 日本 15 2022 A
11 KUBOTA 日本 15 2022 A
1 KUBOTA 日本 15 2022 A
2 KUBOTA 日本 15 2022 A
3 KUBOTA 日本 15 2022 A
4 KUBOTA 日本 15 2022 A

1 HENAN QIALI
河南千里機械有限公司

中国 15 2018 B

2 HENAN QIALI
河南千里機械有限公司

中国 15 2018 B

3 HENAN QIALI
河南千里機械有限公司

中国 18 2018 B

4 HENAN QIALI
河南千里機械有限公司

中国 18 2019 C

7 FERM BIO 所有していない

8 Gbeke Prest
1 AGRITECH ブラジル 14 2021 C
2 AGRITECH ブラジル 14 2021 B
3 AGRITECH ブラジル 14 2021 B
4 AGRITECH ブラジル 14 2021 A
5 AGRITECH ブラジル 14 2022 A
6 CHATI インド 14 2020 C
7 CHATI インド 14 2020 B

8 DONG FENG
東風汽車集団有限公司

中国 15 2016 C

状態
A：Good

B: Possible to use
C: Broken

No. メーカー名

1 AFRICA AGRECO

製造国
馬力
(HP) 導入年

5 CAP BERE

4 AGRO NEGOCE

2 Garage Ivoire Agri (G.I.A)

ADERIZ
No.

PMEA 名称

9 GRACI (Grace Agricole De
Cote D'Ivoire)

6 CI-MOTORS CORPORATION
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添付表 2「表 2-9 PMEA が所有する耕耘機」の詳細データ（その２） 

 
  

10 MECA PREST INTER 1 Fobata 中国 15 2018 C
1 AGRITECH ブラジル 14 2021 C
2 AGRITECH ブラジル 14 2021 C
3 AGRITECH ブラジル 14 2021 A

4 DONG FENG
東風汽車集団有限公司

中国 15 2020 B

12 SAMI (SOCOM-CI) 所有していない

1 YANMER 日本 14 2022 A
2 YANMER 日本 14 2022 A
3 KUBOTA 日本 14 2021 B

4 DONG FENG
東風汽車集団有限公司

中国 15 2019 C

5 YITWO 中国 15 2019 C
6 YITWO 中国 15 2019 C
1 YITWO 中国 15 2017 C
2 YITWO 中国 15 2017 C

15 SYLLA PRESTATION 1 GDI 中国 15 2019 C
1 YITWO 中国 15 2021 B
2 YITWO 中国 15 2021 B
3 YITWO 中国 15 2021 B
4 YITWO 中国 15 2021 C

1 DONG FENG
東風汽車集団有限公司

中国 15 2020 B

2 DONG FENG
東風汽車集団有限公司

中国 15 2020 B

3 DONG FENG
東風汽車集団有限公司

中国 15 2020 C

ADERIZ
No.

PMEA 名称 No. メーカー名 製造国
馬力
(HP) 導入年

状態
A：Good

B: Possible to use
C: Broken

99 CORISAK

16 GREEN CONTROL

14 SIPSA

13 SIMA PREST

11 PAYSAN AUTONOME

資料「7. 添付図表」
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添付表 3「表 2-10 PMEA が所有するトラクタ」の詳細データ（その１） 

 
注：「8.Gbeke Prest」は調査の協力を得る事が出来なかった。  

1 JOHN DEERE アメリカ 75 2020 B
2 NEW HOLLAND イタリア 95 2019 C
1 AGRIRECH ブラジル 55 2018 A
2 DEUTZ ドイツ 50 2016 B
1 NEW HOLLAND イタリア 75 2022 A
2 NEW HOLLAND イタリア 75 2022 A
3 CASE アメリカ 75 2022 A
4 JOHN DEERE アメリカ 120 2020 B
5 JOHN DEERE アメリカ 120 2020 C
6 AMATRAK インド 92 2019 B
7 MASSEY FERGUSON フランス 90 2019 B
8 MASSEY FERGUSON フランス 90 2019 B
1 CASE イギリス 75 2020 B
2 CASE イギリス 75 2020 B
3 CASE イギリス 75 2020 B
4 DONFENG 中国 32 2021 B
5 FARMTRAC インド 47 2021 C
1 MASSEY FERGUSON フランス 90 2017 C
2 MASSEY FERGUSON フランス 90 2017 C
3 MASSEY FERGUSON フランス 90 2017 C
4 NEW HOLLAND イタリア 98 2017 C
5 NEW HOLLAND イタリア 98 2017 B
6 NEW HOLLAND イタリア 98 2017 B
7 NEW HOLLAND イタリア 80 2017 B
8 NEW HOLLAND イタリア 80 2017 B
9 NEW HOLLAND イタリア 80 2017 B
10 NEW HOLLAND イタリア 80 2017 B
11 NEW HOLLAND イタリア 80 2017 B
12 NEW HOLLAND イタリア 80 2017 B
13 NEW HOLLAND イタリア 80 2017 B
14 NEW HOLLAND イタリア 75 2022 B
15 NEW HOLLAND イタリア 75 2022 B
16 NEW HOLLAND イタリア 75 2022 B
17 NEW HOLLAND イタリア 75 2022 B
1 河南千里機械有限公司 中国 45 2021 C
2 河南千里機械有限公司 中国 45 2021 C
3 河南千里機械有限公司 中国 45 2021 C
4 河南千里機械有限公司 中国 80 2019 B
5 河南千里機械有限公司 中国 80 2019 B
6 河南千里機械有限公司 中国 80 2019 B
7 河南千里機械有限公司 中国 90 2021 B
8 河南千里機械有限公司 中国 100 2018 B
9 河南千里機械有限公司 中国 100 2018 B
10 河南千里機械有限公司 中国 100 2018 B
1 McCORMICK トルコ 75 2021 A
2 McCORMICK トルコ 75 2021 A
3 CASE アメリカ 90 2019 A

8 Gbeke Prest

9
GRACI (Grace Agricole De

Cote D'Ivoire) 1 NEW HOLLAND イタリア 40 2022 A

10 MECA PREST INTER 所有していない

1 - 中国 25 2020 C
2 - 中国 25 2020 B

状態
A：Good

B: Possible to use
C: Broken

No. メーカー名 製造国 馬力

1 AFRICA AGRECO

2 Garage Ivoire Agri (G.I.A)

導入年

3 AGRO-KROBIS

4 AGRO NEGOCE

5 CAP BERE

11 PAYSAN AUTONOME

6 CI-MOTORS CORPORATION

7 FERM BIO

資料「7. 添付図表」
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添付表 4「表 2-10 PMEA が所有するトラクタ」の詳細データ（その２） 

 
 

  

1 McCORMICK アメリカ 75 2021 C
2 McCORMICK アメリカ 75 2021 C
3 JOHN DEERE アメリカ 65 2021 C
4 JOHN DEERE アメリカ 65 2021 C
5 JOHN DEERE アメリカ 65 2021 B

6 JOHN DEERE アメリカ 65 2021 B

7 JOHN DEERE アメリカ 65 2021 B
8 JOHN DEERE アメリカ 65 2021 B
9 YTO 中国 40 2021 B
10 YTO 中国 40 2021 B
1 CATERPILLAR アメリカ 140 2015 B
2 CATERPILLAR アメリカ 95 2015 B
3 CASE アメリカ 220 2015 B
4 CASE アメリカ 120 2015 C
5 NEW HOLLAND イタリア 95 2019 B
6 NEW HOLLAND イタリア 95 2019 B
7 NEW HOLLAND イタリア 95 2019 B
8 NEW HOLLAND イタリア 95 2019 B
9 NEW HOLLAND イタリア 95 2019 C
10 NEW HOLLAND イタリア 95 2019 C
11 NEW HOLLAND イタリア 75 2021 A
12 JOHN DEERE アメリカ 75 2021 A
13 JOHN DEERE アメリカ 75 2021 A
14 JOHN DEERE アメリカ 75 2021 A
15 JOHN DEERE アメリカ 75 2021 A
16 JOHN DEERE アメリカ 75 2021 A
17 JOHN DEERE アメリカ 75 2021 A
18 JOHN DEERE アメリカ 75 2021 A
19 JOHN DEERE アメリカ 75 2021 A
20 JOHN DEERE アメリカ 75 2021 A
21 JOHN DEERE アメリカ 75 2021 C
22 DTE 中国 60 2021 A
23 DTE 中国 60 2021 A
24 DTE 中国 60 2021 A
25 DTE 中国 60 2021 B
26 DTE 中国 60 2021 B

14 SIPSA 1 NEW HOLLAND イタリア 80 2018 B
15 SYLLA PRESTATION 所有していない

1 CASE アメリカ 80 2020 B
2 CASE アメリカ 80 2020 B
3 CASE アメリカ 90 2020 C
4 JOHN DEERE アメリカ 75 2020 B

99 CORISAK 所有していない

16 GREEN CONTROL

12 SAMI (SOCOM-CI)

13 SIMA PREST

状態
A：Good

B: Possible to use
C: Broken

No. メーカー名 製造国 馬力 導入年

資料「7. 添付図表」
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添付表 5「表 2-11 PMEA が所有するコンバイン／ミニコンバイン／刈取り機」の詳細データ 

 
注：「8.Gbeke Prest」は調査の協力を得る事が出来なかった。 

1 刈取り機 2021 B
2 刈取り機 2021 B
3 刈取り機 2021 B
4 刈取り機 2021 B
1 小型コンバイン 中国 15 2021 B
2 小型コンバイン 中国 15 2021 B
3 小型コンバイン 中国 15 2021 B
4 小型コンバイン 中国 15 2021 B

2 Garage Ivoire Agri (G.I.A) 所有していない

1 ミニコンバイン 中国 15 B
2 ミニコンバイン 中国 15 B
3 ミニコンバイン 中国 15 B
4 ミニコンバイン 中国 15 C
1 刈取り機 - - - B
2 刈取り機 - - - B
3 刈取り機 - - - B
4 刈取り機 - - - B
1 コンバインハーベスター タイ 70 A
2 コンバインハーベスター タイ 70 A
3 コンバインハーベスター タイ 70 A
4 コンバインハーベスター タイ 70 A
5 ミニコンバイン 中国 15 2021 A
6 ミニコンバイン 中国 15 2021 A
7 ミニコンバイン 中国 15 2021 A
8 ミニコンバイン 中国 15 2021 A
9 刈取り機 中国 15 2019 B
10 刈取り機 中国 15 2020 B

1 コンバインハーベスター
クボタ

日本 70 2022 A

2 コンバインハーベスター
YANMAR

日本 70 - A

1 ミニコンバイン 中国 8 2019 B
2 ミニコンバイン 中国 8 2019 C

7 FERM BIO 所有していない

8 Gbeke Prest
1 刈取り機 中国 15 2019 B
2 コンバインハーベスター タイ 75 2022 A

10 MECA PREST INTER 所有していない

11 PAYSAN AUTONOME 所有していない

1 コンバインハーベスター
DC 70G+ タイ 70 2021 B

2 コンバインハーベスター
DC 70G+ タイ 70 2022 A

3 コンバインハーベスター
DC 70G+ タイ 70 2022 A

4 ミニコンバイン 日本 - 2022 A
1 コンバインハーベスター タイ 70 2021 A
2 コンバインハーベスター 中国 60 2014 B
3 コンバインハーベスター 中国 60 2014 B
4 ミニコンバイン 中国 15 2022 A
5 ミニコンバイン 中国 15 2022 A
6 ミニコンバイン 中国 15 2022 A
7 ミニコンバイン 中国 15 2022 A
8 ミニコンバイン 中国 15 2022 A
9 ミニコンバイン 中国 15 2022 A
10 ミニコンバイン 中国 15 2022 A
11 ミニコンバイン 中国 15 2022 A

14 SIPSA 所有していない

15 SYLLA PRESTATION 1 刈取り機 中国 2022 A

16 GREEN CONTROL 1 コンバインハーベスター
DC 70 タイ 70 2021 A

99 CORISAK

12 SAMI (SOCOM-CI)

13 SIMA PREST

6 CI-MOTORS CORPORATION

9 GRACI (Grace Agricole De
Cote D'Ivoire)

3 AGRO-KROBIS

4 AGRO NEGOCE

5 CAP BERE

1 AFRICA AGRECO

導入年

状態
A：Good

B: Possible to use
C: Broken

No. 機種名 製造国 馬力

資料「7. 添付図表」
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添付表 6「表 2-12 PMEA が所有する脱穀機／選別機」の詳細データ（その１） 

 
注：「8.Gbeke Prest」は調査の協力を得る事が出来なかった。 

 

  

1 脱穀・選別機　STD-125 中国 15 2020 B
2 脱穀・選別機　STD-125 中国 15 2020 B
3 脱穀・選別機　STD-125 中国 15 2020 B
4 脱穀・選別機　STD-125 中国 15 2020 B
5 脱穀機 中国 15 2021 C

2 Garage Ivoire Agri (G.I.A)
1 脱穀・選別機 中国 12 2021 C
2 脱穀・選別機 中国 12 2021 C
3 脱穀・選別機 中国 22 2021 B
4 脱穀・選別機 中国 22 2021 B
5 脱穀・選別機 中国 22 2021 B
6 脱穀・選別機 中国 22 2021 B
7 脱穀・選別機 中国 22 2021 B
1 脱穀・選別機 中国 15 2019 B
2 脱穀・選別機 中国 15 2019 B
3 脱穀・選別機 中国 15 2019 B
4 脱穀・選別機 B
1 脱穀機 中国 25 2022 A
2 脱穀機 中国 25 2022 A
3 脱穀機 中国 25 2022 A
4 脱穀機 中国 25 2022 C
1 脱穀・選別機 中国 8 2020 B
2 脱穀・選別機 中国 8 2020 B
1 脱穀機 中国 15 2022 B
2 脱穀機 中国 15 2022 B
3 脱穀機 中国 15 2022 B

8 Gbeke Prest
1 脱穀機　STD 125 中国 15 2021 B
2 脱穀機　DB 1000 ？ - 2022 A
3 脱穀機 中国 - 2016 C

10 MECA PREST INTER 1 脱穀機 - - - -
1 脱穀機 中国 18 2020 B
2 脱穀機 中国 18 2021 B
1 脱穀機 コートジボワール 14 2021 B
2 脱穀機 コートジボワール 14 2021 B
3 脱穀機 コートジボワール 14 2021 B
4 脱穀機 コートジボワール 14 2021 B
5 脱穀機 コートジボワール 14 2021 B
6 脱穀機 コートジボワール 14 2021 B
7 脱穀機 コートジボワール 14 2021 B
8 脱穀機 コートジボワール 14 2021 B
9 脱穀機 コートジボワール 14 2021 B
10 脱穀機 コートジボワール 14 2021 B

12 SAMI (SOCOM-CI)

7 FERM BIO

9
GRACI (Grace Agricole De

Cote D'Ivoire)

11 PAYSAN AUTONOME

4 AGRO NEGOCE

5 CAP BERE

6 CI-MOTORS CORPORATION

導入年

状態
A：Good

B: Possible to use
C: Broken

1 AFRICA AGRECO

3 AGRO-KROBIS

No. 機種名 製造国 馬力

資料「7. 添付図表」
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添付表 7「表 2-12 PMEA が所有する脱穀機  ／選別機」の詳細データ（その２） 

 

1 脱穀機 コートジボワール 14 2020 C
2 脱穀機 コートジボワール 14 2020 C
3 脱穀機 コートジボワール 14 2020 C
4 脱穀機 コートジボワール 14 2020 C
5 脱穀機 中国 14 2021 B
6 脱穀機 中国 14 2021 B
7 脱穀機 中国 14 2021 B
8 脱穀機 中国 14 2021 B
9 脱穀機 中国 14 2021 B
10 脱穀機 中国 14 2021 C
11 脱穀機 中国 14 2021 C
12 脱穀機 日本 14 2022 B
13 脱穀機 日本 14 2022 B
14 脱穀機 中国 14 2022 B
15 脱穀機 中国 14 2022 B
16 脱穀機 中国 14 2022 B
17 脱穀機 中国 14 2022 B
18 脱穀機 中国 14 2022 B
19 脱穀機 中国 14 2022 B
20 脱穀機 中国 14 2022 B
21 脱穀機 中国 14 2022 B
22 脱穀機 中国 14 2022 B
23 脱穀機 中国 14 2022 B
24 脱穀機 中国 14 2022 B
25 脱穀機 中国 14 2022 B
26 脱穀機 中国 14 2022 B
27 脱穀機 中国 14 2022 B
28 脱穀機 中国 14 2022 B
29 脱穀機 中国 14 2022 B
30 脱穀機 中国 14 2022 B

1 S1100
脱穀機

中国 15 2017 B

2 S1100
脱穀機

中国 15 2017 B

1 脱穀・選別機 中国 15 2022 A
2 脱穀・選別機 中国 15 2022 A
1 - 中国 15 2021 B
2 - 中国 15 2021 B
3 - 中国 15 2021 B
1 脱穀・選別機 コートジボワール 15 2020 C
2 脱穀機 中国 15 2018 C

No. 機種名 製造国 馬力 導入年

状態
A：Good

B: Possible to use
C: Broken

15 SYLLA PRESTATION

16 GREEN CONTROL

99 CORISAK

13 SIMA PREST

14 SIPSA

資料「7. 添付図表」
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